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第一部【証券情報】

第１【募集要項】

１【新規発行株式】

種類 発行数（株） 内容

普通株式 188,800（注）２．

完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社に

おける標準となる株式であります。単元株式数は100株で

あります。

　（注）１．平成25年11月１日開催の取締役会決議によっております。

２．発行数については、平成25年11月１日開催の取締役会において決議された公募による新株式発行に係る募集

株式数140,000株及び公募による自己株式の処分に係る募集株式数48,800株の合計であります。したがっ

て、本有価証券届出書の対象とした募集（以下、「本募集」という。）のうち自己株式の処分に係る募集

は、金融商品取引法第二条に規定する定義に関する内閣府令第９条第１号に定める売付けの申込み又は買付

けの申込みの勧誘であります。なお、平成25年11月18日開催予定の取締役会において変更される可能性があ

ります。

３．当社の定める振替機関の名称及び住所は、以下のとおりであります。

名称：株式会社証券保管振替機構

住所：東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号

４．上記とは別に、平成25年11月１日開催の取締役会において、野村證券株式会社を割当先とする当社普通株式

70,300株の第三者割当増資を行うことを決議しております。

なお、その内容については、「募集又は売出しに関する特別記載事項　２．第三者割当増資とシンジケート

カバー取引について」をご参照下さい。
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２【募集の方法】

　平成25年11月27日に決定される予定の引受価額にて、当社と元引受契約を締結する予定の後記「４　株式の引受

け」欄記載の金融商品取引業者（以下「第１　募集要項」において「引受人」という。）は、買取引受けを行い、当

該引受価額と異なる価額（発行価格）で本募集を行います。引受価額は平成25年11月18日開催予定の取締役会におい

て決定される会社法上の払込金額以上の価額となります。引受人は払込期日までに引受価額の総額を当社に払込み、

本募集における発行価格の総額との差額は引受人の手取金といたします。当社は、引受人に対して引受手数料を支払

いません。

　なお、本募集は、株式会社東京証券取引所（以下「取引所」という。）の定める「有価証券上場規程施行規則」第

233条に規定するブックビルディング方式（株式の取得の申込みの勧誘時において発行価格又は売出価格に係る仮条

件を投資家に提示し、株式に係る投資家の需要状況を把握したうえで発行価格等を決定する方法をいう。）により決

定する価格で行います。

区分　 発行数（株） 発行価額の総額（円） 資本組入額の総額（円）

入札方式のうち入札による募集　 － － －

入札方式のうち入札によらない募集 － － －

ブックビルディ

ング方式

新株式発行　 140,000 305,830,000 165,508,000

自己株式の処

分　
48,800 106,603,600 －

計（総発行株式）　 188,800 412,433,600 165,508,000

　（注）１．全株式を引受人の買取引受けにより募集いたします。

２．上場前の公募を行うに際しての手続き等は、取引所の有価証券上場規程施行規則により規定されておりま

す。

３．発行価額の総額は、会社法上の払込金額の総額であり、有価証券届出書提出時における見込額であります。

４．資本組入額の総額は、会社法上の増加する資本金であり、平成25年11月１日開催の取締役会決議に基づき、

平成25年11月27日に決定される予定の引受価額を基礎として、会社計算規則第14条第１項に基づき算出され

る資本金等増加限度額（見込額）の２分の１相当額を資本金に計上することを前提として算出した見込額で

あります。なお、本募集による自己株式の処分に係る払込金額の総額は資本組入れされません。

５．有価証券届出書提出時における想定発行価格（2,570円）で算出した場合、本募集における発行価格の総額

（見込額）は485,216,000円となります。

６．本募集並びに「第２　売出要項　１　売出株式（引受人の買取引受による売出し）」及び「２　売出しの条

件（引受人の買取引受による売出し）」における「引受人の買取引受による売出し」にあたっては、需要状

況を勘案し、オーバーアロットメントによる売出しを行う場合があります。

なお、オーバーアロットメントによる売出しについては、「第２　売出要項　３　売出株式（オーバーア

ロットメントによる売出し）」及び「４　売出しの条件（オーバーアロットメントによる売出し）」をご参

照下さい。

７．本募集に関連して、ロックアップに関する合意がなされております。その内容については、「募集又は売出

しに関する特別記載事項　３．ロックアップについて」をご参照下さい。
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３【募集の条件】

（１）【入札方式】

①【入札による募集】

　該当事項はありません。

　

②【入札によらない募集】

　該当事項はありません。

　

（２）【ブックビルディング方式】

発行価
格
（円）

引受価
額
（円）

払込金
額
（円）

資本組
入額
（円）

申込株
数単位
（株）

申込期間
申込証
拠金
（円）

払込期日

未定

(注)１．

未定

(注)１．

未定

(注)２．

未定

(注)３．
100

自　平成25年11月29日(金)

至　平成25年12月４日(水)

未定

(注)４．
平成25年12月８日(日)

　（注）１．発行価格は、ブックビルディング方式によって決定いたします。

発行価格は、平成25年11月18日に仮条件を決定し、当該仮条件による需要状況、上場日までの価格変動リス

ク等を総合的に勘案した上で、平成25年11月27日に引受価額と同時に決定する予定であります。

仮条件は、事業内容、経営成績及び財政状態、事業内容等の類似性が高い上場会社との比較、価格算定能力

が高いと推定される機関投資家等の意見その他を総合的に勘案して決定する予定であります。

需要の申込みの受付けに当たり、引受人は、当社株式が市場において適正な評価を受けることを目的に、機

関投資家等を中心に需要の申告を促す予定であります。

２．払込金額は、会社法上の払込金額であり、平成25年11月18日開催予定の取締役会において決定される予定で

あります。また、「２　募集の方法」の冒頭に記載のとおり、発行価格と会社法上の払込金額及び平成25年

11月27日に決定される予定の引受価額とは各々異なります。発行価格と引受価額との差額の総額は、引受人

の手取金となります。

３．資本組入額は、１株当たりの増加する資本金であります。なお、平成25年11月１日開催の取締役会におい

て、増加する資本金の額は、平成25年11月27日に決定される予定の引受価額を基礎として、会社計算規則第

14条第１項に基づき算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生

じたときは、その端数を切り上げるものとすること、及び増加する資本準備金の額は資本金等増加限度額か

ら増加する資本金の額を減じた額とする旨、決議しております。

４．申込証拠金は、発行価格と同一の金額とし、利息をつけません。申込証拠金のうち引受価額相当額は、払込

期日に新株式払込金及び自己株式の処分に対する払込金に振替充当いたします。

５．株式受渡期日は、平成25年12月９日（月）（以下「上場（売買開始）日」という。）の予定であります。本

募集に係る株式は、株式会社証券保管振替機構（以下「機構」という。）の「株式等の振替に関する業務規

程」に従い、機構にて取扱いますので、上場（売買開始）日から売買を行うことができます。

６．申込みの方法は、申込期間内に後記申込取扱場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものといたします。

７．申込みに先立ち、平成25年11月20日から平成25年11月26日までの間で引受人に対して、当該仮条件を参考と

して需要の申告を行うことができます。当該需要の申告は変更または撤回することが可能であります。

販売に当たりましては、取引所の「有価証券上場規程」に定める株主数基準の充足、上場後の株式の流通性

の確保等を勘案し、需要の申告を行わなかった投資家にも販売が行われることがあります。

引受人は、公平かつ公正な販売に努めることとし、自社で定める配分に関する基本方針及び社内規程等に従

い、販売を行う方針であります。配分に関する基本方針については各社の店頭における表示またはホーム

ページにおける表示等をご確認下さい。

８．引受価額が会社法上の払込金額を下回る場合は本募集を中止いたします。
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①【申込取扱場所】

　後記「４　株式の引受け」欄記載の引受人の全国の本支店及び営業所で申込みの取扱いをいたします。

　

②【払込取扱場所】

店名 所在地

株式会社みずほ銀行　神田駅前支店  東京都千代田区鍛冶町二丁目６番２号

　（注）　上記の払込取扱場所での申込みの取扱いは行いません。

　

４【株式の引受け】

引受人の氏名又は名称 住所
引受株式数
（株）

引受けの条件

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号

未定

１．買取引受けによります。

２．引受人は新株式払込金及

び自己株式の処分に対す

る払込金として、平成25

年12月８日までに払込取

扱場所へ引受価額と同額

を払込むことといたしま

す。

３．引受手数料は支払われま

せん。ただし、発行価格

と引受価額との差額の総

額は引受人の手取金とな

ります。

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木一丁目６番１号

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町一丁目５番１号

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 東京都千代田区丸の内三丁目３番１号

いちよし証券株式会社 東京都中央区八丁堀二丁目14番１号

ＳＭＢＣフレンド証券株式会

社
東京都中央区日本橋兜町７番12号

岡三証券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目17番６号

エース証券株式会社
大阪府大阪市中央区本町二丁目６番11

号

計 － 188,800 －

　（注）１．平成25年11月18日開催予定の取締役会において各引受人の引受株式数が決定される予定であります。

２．上記引受人と発行価格決定日（平成25年11月27日）に元引受契約を締結する予定であります。

３．引受人は、上記引受株式数のうち、2,000株を上限として、全国の販売を希望する引受人以外の金融商品取

引業者に販売を委託する方針であります。
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５【新規発行による手取金の使途】

（１）【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額（円） 発行諸費用の概算額（円） 差引手取概算額（円）

446,398,720 8,200,000 438,198,720　

　（注）１．払込金額の総額、発行諸費用の概算額及び差引手取概算額は、本募集における新株式発行及び自己株式の処

分に係るそれぞれの合計額であります。

２．払込金額の総額は、会社法上の払込金額の総額とは異なり、新株式発行及び自己株式の処分に際して当社に

払い込まれる引受価額の総額であり、有価証券届出書提出時における想定発行価格（2,570円）を基礎とし

て算出した見込額であります。

３．発行諸費用の概算額には、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）は含まれておりません。

４．引受手数料は支払わないため、発行諸費用の概算額は、これ以外の費用を合計したものであります。

　

（２）【手取金の使途】

　上記の手取概算額438,198千円については、「1 新規発行株式」の（注）４.に記載の第三者割当増資の手取

概算額上限166,217千円と合わせてサーバー等のインフラ費用等の設備資金として平成26年12月期に30,000千

円、平成27年12月期に30,000千円を、新製品の開発等の事業展開に備えた人材採用に伴う費用として平成26年

12月期に20,000千円、平成27年12月期に20,000千円を、展示会等の出展等のための広告宣伝費として平成26年

12月期に38,000千円、平成27年12月期に53,000千円、本社事務所移転の敷金等として平成27年12月期に

100,000千円、借入金の返済として平成26年12月期に90,000千円を充当する予定であります。残額は、経営戦

略において収益性の向上に繋がる戦略資金として適宜充当する方針であります。なお、具体的な充当時期まで

は、安全性の高い金融商品等で運用する予定です。

（注）設備資金の内容については、後記「第二部　企業情報　第３　設備の状況　３　設備の新設、除却等の

計画」の頁をご参照ください。　　
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第２【売出要項】

１【売出株式（引受人の買取引受による売出し）】

　平成25年11月27日に決定される予定の引受価額にて、当社と元引受契約を締結する予定の後記「２　売出しの条件

（引受人の買取引受による売出し）　(2）ブックビルディング方式」に記載の金融商品取引業者（以下「第２　売出

要項」において「引受人」という。）は、下記売出人から買取引受けを行い、当該引受価額と異なる価額（売出価

格、発行価格と同一の価格）で売出し（以下「引受人の買取引受による売出し」という。）を行います。引受人は株

式受渡期日に引受価額の総額を売出人に支払い、引受人の買取引受による売出しにおける売出価格の総額との差額は

引受人の手取金といたします。売出人は、引受人に対して引受手数料を支払いません。

種類 売出数（株）
売出価額の総額

（円）
売出しに係る株式の所有者の住所及び氏名
又は名称

－
入札方式のうち入札

による売出し
－ － －

－
入札方式のうち入札

によらない売出し
－ － －

普通株式
ブックビルディング

方式
280,000 719,600,000

東京都千代田区四番町６番

株式株式オプト　200,000株

東京都渋谷区

内山幸樹　　　　 80,000株　

計(総売出株式) － 280,000 719,600,000 －

　（注）１．上場前の売出しを行うに際しての手続き等は、取引所の有価証券上場規程施行規則により規定されておりま

す。

２．「第１　募集要項」における新株式発行及び自己株式の処分を中止した場合には、引受人の買取引受による

売出しも中止いたします。

３．売出価額の総額は、有価証券届出書提出時における想定売出価格（2,570円）で算出した見込額でありま

す。

４．売出数等については今後変更される可能性があります。

５．振替機関の名称及び住所は、「第１　募集要項　１　新規発行株式」の（注）３．に記載した振替機関と同

一であります。

６．本募集並びに引受人の買取引受による売出しにあたっては、需要状況を勘案し、オーバーアロットメントに

よる売出しを行う場合があります。

なお、オーバーアロットメントによる売出しについては、「３　売出株式（オーバーアロットメントによる

売出し）」及び「４　売出しの条件（オーバーアロットメントによる売出し）」をご参照下さい。

７．引受人の買取引受による売出しに関連して、ロックアップに関する合意がなされております。その内容につ

いては、「募集又は売出しに関する特別記載事項　３．ロックアップについて」をご参照下さい。
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２【売出しの条件（引受人の買取引受による売出し）】

（１）【入札方式】

①【入札による売出し】

　該当事項はありません。

　

②【入札によらない売出し】

　該当事項はありません。

　

（２）【ブックビルディング方式】

売出価格
（円）

引受価額
（円）

申込期間
申込株
数単位
（株）

申込証拠
金（円）

申込受付場所
引受人の住所及び氏名又は
名称

元引受契
約の内容

未定

(注)１．

(注)２．

未定

(注)２．

自　平成25年

11月29日(金)

至　平成25年

12月４日(水)

100
未定

(注)２．

引受人の本店

及び全国各支

店

東京都中央区日本橋一丁目

９番１号

野村證券株式会社

未定

(注)３．

　（注）１．売出価格の決定方法は、「第１　募集要項　３　募集の条件　(2）ブックビルディング方式」の（注）１．

と同様であります。

２．売出価格及び申込証拠金は、本募集における発行価格及び申込証拠金とそれぞれ同一となります。ただし、

申込証拠金には、利息をつけません。

引受人の買取引受による売出しにおける引受価額は、本募集における引受価額と同一となります。

３．引受人の引受価額による買取引受によることとし、その他元引受契約の内容、売出しに必要な条件は、売出

価格決定日（平成25年11月27日）に決定する予定であります。

なお、元引受契約においては、引受手数料は支払われません。ただし、売出価格と引受価額との差額の総額

は引受人の手取金となります。

４．上記引受人と売出価格決定日に元引受契約を締結する予定であります。

５．株式受渡期日は、上場（売買開始）日の予定であります。引受人の買取引受による売出しに係る株式は、機

構の「株式等の振替に関する業務規程」に従い、機構にて取扱いますので、上場（売買開始）日から売買を

行うことができます。

６．申込みの方法は、申込期間内に上記申込受付場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものといたします。

７．上記引受人の販売方針は、「第１　募集要項　３　募集の条件　(2）ブックビルディング方式」の（注）

７．に記載した販売方針と同様であります。
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３【売出株式（オーバーアロットメントによる売出し）】

種類 売出数（株）
売出価額の総額

（円）
売出しに係る株式の所有者の住所及び氏名
又は名称

－
入札方式のうち入札

による売出し
－ － －

－
入札方式のうち入札

によらない売出し
－ － －

普通株式
ブックビルディング

方式
70,300 180,671,000

東京都中央区日本橋一丁目９番１号

野村證券株式会社　　　　　　　70,300株

計(総売出株式) － 70,300 180,671,000 －

　（注）１．オーバーアロットメントによる売出しは、本募集並びに引受人の買取引受による売出しに伴い、その需要状

況を勘案し、野村證券株式会社が行う売出しであります。したがってオーバーアロットメントによる売出し

に係る売出株式数は上限株式数を示したものであり、需要状況により減少若しくは中止される場合がありま

す。

２．オーバーアロットメントによる売出しに関連して、当社は、平成25年11月１日開催の取締役会において、野

村證券株式会社を割当先とする当社普通株式70,300株の第三者割当増資の決議を行っております。また、野

村證券株式会社は、東京証券取引所においてオーバーアロットメントによる売出しに係る売出株式数を上限

とする当社普通株式の買付け（以下「シンジケートカバー取引」という。）を行う場合があります。

なお、その内容については、「募集又は売出しに関する特別記載事項　２．第三者割当増資とシンジケート

カバー取引について」をご参照下さい。

３．上場前の売出しを行うに際しての手続き等は、取引所の有価証券上場規程施行規則により規定されておりま

す。

４．「第１　募集要項」における新株式発行及び自己株式の処分を中止した場合には、オーバーアロットメント

による売出しも中止いたします。

５．売出価額の総額は、有価証券届出書提出時における想定売出価格（2,570円）で算出した見込額でありま

す。

６．振替機関の名称及び住所は、「第１　募集要項　１　新規発行株式」の（注）３．に記載した振替機関と同

一であります。
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４【売出しの条件（オーバーアロットメントによる売出し）】

（１）【入札方式】

①【入札による売出し】

　該当事項はありません。

　

②【入札によらない売出し】

　該当事項はありません。

　

（２）【ブックビルディング方式】

売出価格
（円）

申込期間
申込株数単
位（株）

申込証拠金
（円）

申込受付場所
引受人の住所及び氏
名又は名称

元引受契約の
内容

未定

(注)１．

自　平成25年

11月29日(金)

至　平成25年

12月４日(水)

100
未定

(注)１．

野村證券株式

会社の本店及

び全国各支店

－ －

　（注）１．売出価格及び申込証拠金については、引受人の買取引受による売出しにおける売出価格及び申込証拠金とそ

れぞれ同一とし、売出価格決定日に決定する予定であります。ただし、申込証拠金には、利息をつけませ

ん。

２．株式受渡期日は、引受人の買取引受による売出しにおける株式受渡期日と同じ上場（売買開始）日の予定で

あります。オーバーアロットメントによる売出しに係る株式は、機構の「株式等の振替に関する業務規程」

に従い、機構にて取扱いますので、上場（売買開始）日から売買を行うことができます。

３．申込みの方法は、申込期間内に上記申込受付場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものといたします。

４．野村證券株式会社の販売方針は、「第２　売出要項　２　売出しの条件（引受人の買取引受による売出

し）　(2）ブックビルディング方式」の（注）７．に記載した販売方針と同様であります。
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【募集又は売出しに関する特別記載事項】

１．東京証券取引所マザーズへの上場について

　当社は、「第１　募集要項」における募集株式及び「第２　売出要項」における売出株式を含む当社普通株式につ

いて、野村證券株式会社を主幹事会社として、東京証券取引所マザーズへの上場を予定しております。

　

２．第三者割当増資とシンジケートカバー取引について

　オーバーアロットメントによる売出しの対象となる当社普通株式は、オーバーアロットメントによる売出しのため

に、主幹事会社が当社株主である内山幸樹（以下「貸株人」という。）より借入れる株式であります。これに関連し

て、当社は、平成25年11月１日開催の取締役会において、主幹事会社を割当先とする当社普通株式70,300株の第三者

割当増資（以下「本件第三者割当増資」という。）を行うことを決議しております。本件第三者割当増資の会社法上

の募集事項については、以下のとおりであります。

(1) 募集株式の数 当社普通株式　70,300株

(2) 募集株式の払込金額 未定　（注）１.

(3)
増加する資本金及び資本準備金

に関する事項

増加する資本金の額は割当価格を基礎とし、会社計算規則第14条第１項に基

づき算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円

未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。また、増加

する資本準備金の額は、資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じ

た額とする。　（注）２.

(4) 払込期日 平成25年12月27日（金）

　（注）１．募集株式の払込金額（会社法上の払込金額）は、平成25年11月18日開催予定の取締役会において決定される

予定の「第１　募集要項」における新株式発行及び自己株式の処分の払込金額（会社法上の払込金額）と同

一とする予定であります。

２．割当価格は、平成25年11月27日に決定される予定の「第１　募集要項」における新規発行株式及び自己株式

の処分の引受価額と同一とする予定であります。

　また、主幹事会社は、平成25年12月９日から平成25年12月19日までの間、貸株人から借入れる株式の返却を目的と

して、東京証券取引所においてオーバーアロットメントによる売出しに係る売出株式数を上限とするシンジケートカ

バー取引を行う場合があります。

　主幹事会社は、上記シンジケートカバー取引により取得した株式について、当該株式数については、割当てに応じ

ない予定でありますので、その場合には本件第三者割当増資における発行数の全部または一部につき申込みが行われ

ず、その結果、失権により本件第三者割当増資における最終的な発行数が減少する、または発行そのものが全く行わ

れない場合があります。また、シンジケートカバー取引期間内においても、主幹事会社の判断でシンジケートカバー

取引を全く行わないか若しくは上限株式数に至らない株式数でシンジケートカバー取引を終了させる場合がありま

す。
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３．ロックアップについて

　本募集並びに引受人の買取引受による売出しに関連して、売出人かつ貸株人である内山幸樹、売出人である株式会

社オプト、当社株主であるOn Fortune International Limited、山崎美喜夫及び髙尾秀四郎並びに当社新株予約権者

である成瀬功一郎は、主幹事会社に対し、元引受契約締結日から上場（売買開始）日（当日を含む）後90日目の平成

26年３月８日までの期間中、主幹事会社の事前の書面による同意なしには、当社株式の売却（ただし、引受人の買取

引受による売出し、オーバーアロットメントによる売出しのために当社普通株式を貸し渡すこと及びその売却価格が

「第１　募集要項」における発行価格の1.5倍以上であって、主幹事会社を通して行う東京証券取引所取引における

売却等は除く。）等は行わない旨合意しております。

　また、当社は主幹事会社に対し、元引受契約締結日から上場（売買開始）日（当日を含む）後180日目の平成26年

６月６日までの期間中は主幹事会社の事前の書面による同意なしには、当社株式の発行、当社株式に転換若しくは交

換される有価証券の発行または当社株式を取得若しくは受領する権利を付与された有価証券の発行（ただし、本募

集、株式分割、ストックオプションとしての新株予約権の発行及びオーバーアロットメントによる売出しに関連し、

平成25年11月１日開催の当社取締役会において決議された主幹事会社を割当先とする第三者割当増資等を除く。）等

を行わない旨合意しております。

　なお、上記のいずれの期間中であっても、主幹事会社はその裁量で当該合意の内容を一部若しくは全部につき解除

できる権限を有しております。

　上記のほか、当社は、取引所の定める有価証券上場規程施行規則の規定に基づき、上場前の第三者割当等による募

集株式等の割当等に関し、割当を受けた者との間で継続所有等の確約を行っております。その内容については、「第

四部　株式公開情報　第２　第三者割当等の概況」をご参照下さい。
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第３【その他の記載事項】
　新株式発行及び自己株式の処分並びに株式売出届出目論見書に記載しようとする事項

　

(1）表紙に当社のロゴマーク を記載いたします。

　

(2）表紙の次に「１事業の概況」～「５当社グループの成長戦略について（クラウド「ツール」ベンダーからクラウ

ド「サービス」ベンダーへ）をカラー印刷したものを記載いたします。
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第二部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の状況

回次 第10期 第11期 第12期 第13期 第14期

決算年月 平成20年12月 平成21年12月 平成22年12月 平成23年12月 平成24年12月

売上高 （千円） 491,310 289,746 428,478 504,415 640,177

経常利益又は経常損失

（△）
（千円） △54,618 △102,445 83,206 107,007 42,564

当期純利益又は当期純損失

（△）
（千円） △36,439 △116,858 72,947 108,529 29,336

持分法を適用した場合の投

資利益
（千円） － － － － －

資本金 （千円） 251,996 251,996 251,996 201,996 203,496

発行済株式総数 （株） 5,614 5,614 5,614 5,614 5,629

純資産額 （千円） 237,817 120,958 193,906 252,435 384,013

総資産額 （千円） 279,889 378,240 347,203 339,824 717,108

１株当たり純資産額 （円） 42,361.58 21,545.95 34,539.78 280.36 376.12

１株当たり配当額

（うち１株当たり中間配当

額）

（円）
－

(－)

－

(－)

－

(－)

　－

(－)

－

(－)

１株当たり当期純利益金額

又は１株当たり当期純損失

金額（△）　

（円） △6,490.74 △20,815.62 12,993.82 97.20 32.32

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 85.0 32.0 55.8 74.3 53.6

自己資本利益率 （％） －　 　－ 46.3 48.6 9.2

株価収益率 （倍） － － － － －

配当性向 （％） － － － － －　

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） － － － 140,308 120,525

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） － － － △96,493 △292,960

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） － － － △94,992 300,341

現金及び現金同等物の期末

残高
（千円） － － － 58,952 226,101

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)
（人）

23

(7)

29

(3)

15

(1)

17　

(2)

26

(8)

　（注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第10期及び第11期の当期純損失は、それまでの事業の主流であった受託開発を絞り、SaaSモデルの構築、そ

のモデルで顧客に提供するプロダクトの製品化に注力した結果によるものであります。

４．持分法を適用した場合の投資利益については、関係会社が存在しないため記載しておりません。　
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５．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であ

るため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。

６．自己資本利益率については、第10期及び第11期は当期純損失が計上されているため記載しておりません。　

７．株価収益率については、当社株式は非上場であるため、記載しておりません。

８．当社は第13期よりキャッシュ・フロー計算書を作成しておりますので、第10期から第12期のキャッシュ・フ

ロー計算書に係る各項目については記載しておりません。

９．当社では平成25年８月13日付で株式１株につき200株の株式分割を行い、平成25年８月31日付及び平成25年

10月21日付での新株予約権行使により、発行済株式総数は1,686,000株となっております。　

10．第13期及び第14期の財務諸表については、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、有限責任 あ

ずさ監査法人により監査を受けておりますが、第10期から第12期につきましては当該監査を受けておりませ

ん。

11．第14期より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成22年６月30日）、

「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月30日

公表分）及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号　平成22年６月30

日）を適用しております。平成25年８月13日付で１株につき200株の株式分割を行っておりますが、上記会

計基準の適用により第13期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり

当期純利益金額を算定しております。

12．当社は、平成25年８月13日付で株式１株につき200株の株式分割を行っております。

そこで、東京証券取引所自主規制法人の引受担当者宛通知「『新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰ

の部）』の作成上の留意点について」（平成24年８月21日付東証上審第133号）に基づき、当該株式分割に

伴う影響を加味して算定した場合の１株当たり指標の推移を参考までに掲げると、以下のとおりとなりま

す。

なお、第10期、第11期及び第12期の数値（１株当たり配当額についてはすべての数値）については、有限

責任 あずさ監査法人の監査を受けておりません。

　 第10期 第11期 第12期 第13期 第14期

　 平成20年12月 平成21年12月 平成22年12月 平成23年12月 平成24年12月

１株当たり純資産額 (円) 　211.81 107.73　 172.70 280.36 376.12　

１株当たり当期純利益金額

又は１株当たり当期純損失

金額（△）

(円) 　△32.45 △104.08　 64.97 97.20 32.32

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
(円) － － － － －

１株当たり配当額

（うち１株当たり中間配当

額）　

(円)
　－

(－)　

　－

(－)

　－

(－)

　－

(－)

　－

(－)
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２【沿革】

年月　 概要　

平成12年６月 東京都渋谷区代々木にて株式会社ホットリンク（当社）設立

平成16年11月 東京都品川区西五反田に本社を移転

平成17年11月 株式会社オプト（現：東証１部上場）の子会社となる

平成18年８月 東京都千代田区大手町に本社を移転

平成20年３月 株式会社ガーラバズから電通バズリサーチ事業（ソーシャル・ビッグデータの分析）を譲受

平成20年７月 ソーシャルメディア分析ツール「クチコミ＠係長」正式版をリリース

平成21年４月 東京都千代田区神田に本社を移転

平成21年７月 「クチコミ＠係長」に、TV露出データ、ネットニュース記事データ、口コミデータを統合

平成22年12月 「Infinity Ventures Summit 2011 Fall in Kyoto」（注）の新サービスコンテストにおいて、

「株ロボット（金融予測サービス）」が１位受賞

平成23年４月 金融情報提供を行う株式会社ホットスコープを子会社として設立

平成23年６月 「クチコミ＠係長」が、「ASP・SaaS・クラウドアワード2011」先進技術賞を受賞

平成24年２月

　

平成24年２月

金融予測サービス事業が、株式会社電通国際情報サービスが主催する「金融イノベーションビジ

ネスカンファレンス FIBC2012」にて、初代大賞を受賞

東京都千代田区四番町に本社を移転

平成24年５月

　

平成24年５月

ソーシャルリスク・モニタリングサービスとして「e-mining」を提供している株式会社ガーラバ

ズの株式を全株取得し子会社化

「クチコミ＠係長」が、「ASP・SaaS・クラウドアワード2012」分野別グランプリを受賞 　

平成24年10月 株式会社ガーラバズを吸収合併

平成24年10月 ２ちゃんねるサイトを運営する東京プラス株式会社及び有限会社未来検索ブラジルと２ちゃんね

るサイトの掲載情報に関し独占商用利用許諾契約の締結を得る（個人向けサービスは含まれな

い）

平成24年11月 米国Gnip社と戦略的業務提携を行う　

平成24年12月 ソーシャルメディアデータ供給企業である米国Gnip社のパートナープログラム「Plugged In To

Gnip Partner Program」に日本企業で唯一選出

　 米国Saleceforce.com社及びシナジーマーケティング株式会社と資本業務提携を行う

平成25年３月　 連結子会社である株式会社ホットリンクコンサルティングを設立　

平成25年７月　 株式会社日立システムズと資本業務提携を行う　

（注）インターネット、モバイル、ソフトウエアなどＩＴ業界の国内外の経営者・経営幹部を対象としたオフサイ

ト・カンファレンス
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３【事業の内容】

当社グループは、当社及び当社の関係会社（連結子会社１社と非連結子会社１社）並びに当社のその他の関係会

社である株式会社オプトにより構成されております。株式会社オプトは、顧客のインターネット上のマーケティン

グ活動を支援する事業を展開しており、当社グループとの間に製品の販売、経費の支払い、ツール利用の取引があ

ります。また、連結子会社である株式会社ホットリンクコンサルティングについては、平成25年12月期第２四半期

より連結対象となっております。

当社及び当社の連結子会社である株式会社ホットリンクコンサルティングは、ブログ・Twitter等の『ソーシャ

ル・ビッグデータ（注１）活用を支援するクラウドサービス（注２）の提供（ソーシャルクラウドサービス事

業）』を行っております。　

なお、当社の事業は単一セグメントであるため、セグメント別の記載は省略しておりますが、サービスの名称は

「SaaS」、「ソリューション」、「レコメンド」、「その他事業」としております。　

　

１．事業のコンセプト（ビッグデータ×ソーシャル×クラウド）

① サービス面

現在、ブログ・Twitter・Facebook等の各種ソーシャルメディアが一般社会に普及したことによって、現実世界

における生活者の行動や頭の中で考えていることは、リアルタイムにソーシャルメディアの世界に鏡のように投影

されるようになったと当社グループは考えております。

そして当社グループが、ソーシャルメディアに投稿される様々な情報をリアルタイムに収集・蓄積し、自由な切

り口で検索・分析ができるようになったことは、あたかも宇宙にある人工衛星から、地球に住む生活者の頭の中を

覗き見ることができる術を手に入れたことを意味すると考えており、この技術のビジネス展開の幅は大きいと考え

ております。

当社グループは、以上のようなソーシャル・ビッグデータを分析する革新的な技術をクラウド型のサービスとし

て提供することを事業のコンセプトとしております。

　

② ビジネスモデル面

また、当社グループは、ITビジネスの本質を、以下の２点と捉えております。

・賢いプログラムが24時間、365日、人間の代わりに働いてくれる

・プログラム（またはデジタルコンテンツ）は複製に原価がかからない

この２つの視点から当社グループは、「人間は」優秀なプログラム（またはコンテンツ）を開発し、「プログラ

ムが」収益を得ること（SaaS＝Software as a Service（注３））をビジネスモデル面のコンセプトとしておりま

す。

ビジネスモデルは顧客からサービスの利用料を月額課金型で徴収し、顧客は半年または１年の契約期間を選択す

ることができます。当社の月次売上の96％（平成25年９月現在）はこの「月額利用料（クラウド型売上）」で構成

されており、キャッシュ・フロー的にも収益的にも安定していることが特徴であります。

　

２．ソーシャル・ビッグデータ活用を支援するクラウドサービス（ソーシャルクラウドサービス事業）について

当社グループのビジネスモデルは、「クラウド型」と「受託型」に区分されます。「クラウド型」は、月額利用

料を課金する収益モデルであり、ソーシャルメディア分析を行う「クチコミ＠係長シリーズ」及びリスクモニタリ

ングを行う「e-mining」の提供（SaaS）、「クチコミ＠係長API」を通じてTwitter、ブログ、２ちゃんねる等の

「データ」及び評判分析や話題語分析を行う「分析エンジン」の提供（ソリューション）を行っております。「受

託型」は、プロジェクト単位で課金する収益モデルであり、ソーシャル・ビッグデータを活用した「コンサルティ

ング」の提供（ソリューション）を行っております。　

　

(1) SaaS

現在の収益の中心となっているのがSaaSであります。SaaSには、「クチコミ＠係長シリーズ」と「e-mining」の

２つのラインナップがあります。

① クチコミ＠係長シリーズ

クチコミ＠係長シリーズは、「ソーシャル・ビッグデータの傾聴・分析ツール」であります。調べたいトピック

に対して、網羅的に収集したソーシャル・ビッグデータをリアルタイムに分析できるSaaSであります。

活用範囲は、自社製品/サービス及び競合製品/サービスのブランド分析、広告宣伝活動やPR活動の効果測定、商

品/サービス開発のための消費者インサイトの発見、市場調査及び需要予測、売上予測、選挙の予測までと幅広い

応用領域を有します。
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価格体系は、初期費用10万円、月額利用料10万円から月額課金型を採用しており、利用ユーザー（ID）数、対象

媒体の種類によって、月額利用料が変動いたします。上記の定額制に対して、Twitterに関しては、収集データ量

に応じた従量課金制を採用しております。

対象顧客としては、一般消費者向けに商品やサービスを提供する大手メーカーやサービス提供会社及び広告会

社・PR会社（顧客に対し、効果的な広報手法の提案を行う会社）にとどまらず、更にそれ以外の多様な企業の中

で、ソーシャルメディア施策を積極的に行っている企業となります。

販売チャネルとしては、直接販売に加え、大手広告代理店、大手マーケティング会社等へのOEM（注４）提供を

行っております。また、ホームページ制作会社や中小の広告会社等をネットワーク化したパートナーによる販売も

行っております。これらにより、平成25年９月現在累計700社を超える導入実績を有しております。

　

他社のサービスとの主な差別化点としては、以下の３点があげられます。

a.データベース量：

２ちゃんねるデータの独占的商用利用権を保持し、Twitterに関しては全言語、全世界における過去の全データ

へのアクセス権を保持し、更にブログや掲示板に関しては、平成18年11月からデータを収拾・保持しているため、

数年にわたる経年変化の分析が可能であります。

b.レスポンススピードと使い勝手：

自由に分析キーワードを変更し、リアルタイムで分析結果が返ってくるレスポンススピードと、利用者が必要な

様々な切り口での分析がワンクリックで実現できることで、仮説・検証サイクルをスピーディーに回すことが可能

であります。

c.強力な販売チャネル：

現在、直接販売に加え、大手広告代理店、大手マーケティング会社等へのOEM提供により、それぞれのOEM先企業

からソーシャル・ビッグデータの分析を必要とする顧客企業に対して継続的な販売が行われております。

　

② e-mining

e-miningは、既に13年以上もの運営実績を誇る「ソーシャルリスクの監視サービス」であります。インターネッ

ト上の膨大な情報の中を独自のプログラムが巡回し、利用者が指定したキーワード（主に企業名、製品名、サービ

ス名など）が掲載されているウェブページを発見し、新たに出現したURLや抜粋文などの差分を毎日抽出して報告

いたします。

利用目的としては、インターネット上の風評や情報漏えいを早期に発見し、迅速な対策を取ることで、企業が被

るソーシャルリスクによる被害を最小限に抑えることであります。また、株主総会前に市場の声を収集する目的で

毎年一定期間だけ短期的に利用される顧客もいます。

価格は、初期費用10万円、月額利用料10万円からとなっており、監視キーワード数及び対象媒体数によって月額

利用料用が変動いたします。

対象顧客は、利用企業の51.0％が上場企業及び関連大手企業（平成25年９月現在）となっており、業種では金融

機関が全体の29.0％（平成25年９月現在）を占めており、サービスとしての高い信頼性を証明しております。ま

た、13年以上もの運営実績により累積導入社数実績も計890社以上となっており、インターネット上のリスクモニ

タリングツールとして業界標準の地位を確保しているものと考えております。

販売チャネルとしては、直販及び販売パートナー並びにOEM提供であります。販売パートナーは、首都圏及び関

西圏を中心に販売網を有しています。

他社のサービスとの主な差別化点としては、以下の２点があげられます。

a.２ちゃんねるデータの独占的商用利用権：

２ちゃんねるは、ソーシャルリスクの監視サービスにおいて必須の対象媒体となっており、その商用利用権を独

占的に保有しております。

b.リスクモニタリングに特化した機能：

２万語以上のリスクワード辞書に加え、個別にカスタマイズ可能なリスク度判定機能や炎上の早期発見アラート

機能を有しております。

　

(2) ソリューション

ソリューションは、大きく２つの領域に分類することができます。一つはソーシャル・ビッグデータ分析エンジ

ンを、そのまま顧客のプラットフォームやアプリケーションとして利用できる「クチコミ＠係長API」でありま

す。もう一つは「クチコミ＠係長」を利用したコンサルティングサービスの提供であります。
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① クチコミ＠係長API（注５）

BIツール（注６）、CRMツール（注７）、テキストマイニングツール（注８）、WEB解析ツール（注９）、ソー

シャルメディア分析ツール等のエンタープライズソリューションベンダー、及びSIer（注10）等に、「データ」及

び「分析エンジン」、または、「データを分析エンジンで分析した結果」をAPIを通じて提供するサービスであり

ます。

一般的には、自社でソーシャルメディアデータを網羅的に収集・蓄積したり、分析エンジンを自社開発すること

は、投資対効果が合わないケースが多く存在します。

当社グループでは既に、大手ITベンダーやコンサルティング会社に対して、ソーシャル・ビッグデータの分析結

果、または評判分析エンジンを提供しております。

価格は、「クチコミ＠係長API」に対するアクセス数や提供データ量に応じた従量課金制となっており、ソー

シャル・ビッグデータの活用領域が拡がれば拡がるほど収益が伸びる構造になっております。実際の課金金額とし

ては、月額数10万円から数百万円となっております。

他社のサービスとの差別点としては、以下の３つがあげられます。

a.ブランド力：

「クチコミ＠係長」及び「e-mining」の導入実績により、市場において当社グループが提供するソーシャル・

ビッグデータのブランドが構築されていること。

b.データ量：

ソーシャル・ビッグデータの蓄積量が膨大であることや収拾網羅性が優れていること。

c.APIの柔軟性：

柔軟性の高いAPIが整備されており、多様な外部システムとの接続が簡易であること（接続先企業は開発コスト

を抑えることが可能）。

　

② コンサルティング

コンサルティングは、「クチコミ＠係長」及び「e-mining」のサポートを必要とする顧客、または自社でも利用

しているがより高度な分析を必要とする顧客に対して、コンサルティングサービスをワンストップで提供するプロ

フェッショナルサービスであります。

このプロフェッショナルサービスを行うことで、先端顧客の高度なニーズや、業界特化ニーズを把握することが

できます。こうしたアイデアは、既存のSaaSに追加する新機能やサービスに繋がります。ITの本質である「プログ

ラムで収益を得る」ということとは一致しない領域ではありますが、常にマーケットの声を重視した製品開発の視

点を持つために一定の範囲で行なっていくべきであると考えております。

　

(3)　レコメンド

レコメンドは、EC（電子商取引）サイトなどで、サイト利用者の購買や閲覧の履歴及び取扱商品の属性情報など

を基に、サイト利用者の嗜好性に合わせた商品やコンテンツを効果的に自動推薦することができるサービスであり

ます。

　

(4)　その他事業

　その他事業は、着うた、着メロサービスであります。

　　

（注）１．インターネット上で展開される情報メディアのあり方で、個人による情報発信や個人間のコミュニケーショ

ン、人の結びつきを利用した情報流通などといった社会的な要素を含んだ大容量のデジタルデータ。

２．仮想化技術を用いてサーバー構築、大規模データの保管等を行う企業向けのサービス　

３．ソフトウェアをユーザー側に導入するのではなく、ベンダ（プロバイダ）側で稼働し、ソフトウェアの機能

をユーザーがネットワーク経由で活用する形態。

４．当社製品を相手先のブランド名で販売すること。

５．Application Programming Interface の略。OS(基本ソフト)やアプリケーションソフト等が、自ら持つ機能

の一部を外部のアプリケーションから簡単に利用できるようにするインターフェース。

６．「BI」とはBusiness Intelligenceの略。DWH（データウエアハウス）などに格納された，表計算ソフトでは

処理できないような大量の数値データを分析するのに使用する。

７．「CRM」とはCustomer Relationship Managementの略。顧客満足度を向上させるために、顧客との関係を構

築することに使用される。

８．大量のテキストデータを単語や文節で区切り、それらの出現の頻度や共出現の相関、出現傾向、時系列など

を解析し、有用な情報を取り出すための分析に使用する。

９．Webサイトに訪れるユーザーのアクセス状況を記録し、それを分析するために使用する。
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10．個別企業のために情報システムを構築するシステム開発受託会社。

　　

３．当社グループの成長戦略について（クラウド「ツール」ベンダーからクラウド「サービス」ベンダーへ）

現在の主力は、企業のマーケティング分野においてクチコミ＠係長及び企業のソーシャルリスク監視分野でe-

miningというSaaSのサービスの提供であります。すなわち、「ソーシャル・ビッグデータ×マーケティング」とい

う、ソーシャル・ビッグデータのマーケティング領域での活用を支援する、「クラウド“ツール”ベンダー」とし

てビジネスをしている、という事になります。

しかし、現在社会の様々な分野においてソーシャル・ビッグデータ活用の機会が拡大するという大きな外部環境

の変化が起こっております。

すでに具体化している拡大領域としては、平成25年７月の参議院選挙において、ネット選挙が解禁されたこと

で、政治分野でのソーシャル・ビッグデータ活用が本格化しました。即ち「ソーシャル・ビッグデータ×政治」で

あります。また、データ・ジャーナリズムというデータを元にした報道手法が米国では普及し始めており、日本の

メディアにおいても、参議院選挙の報道においてソーシャル・ビッグデータ分析を元にした報道が行われ、「ソー

シャル・ビッグデータ×報道」という新たな展開に繋がっております。さらに飲食業におけるメディアの活用とい

う意味では、「ソーシャル・ビッグデータ×飲食」が資本業務提携先である株式会社日立システムズとの協業の中

で生まれております。また金融分野においては、金融市場の予測にソーシャル・ビッグデータを利用する動きが世

界的に始まっており、某外資系金融機関が、当社グループのソーシャル・ビッグデータを利用して日本の金融市場

の予測可能性が高まるとのレポートを発表したりと、「ソーシャル・ビッグデータ×金融」の動きが始まっており

ます。また、当社グループでも、金融ビッグデータをリアルタイムに分析し、金融市場の将来予測を行う株価予測

システムの提供をブルームバークの世界中の端末用に展開しております。

このようなソーシャル・ビッグデータの応用領域がマーケティング以外の領域に拡がって行く動きと合わせて、

各領域のキーとなるエンタープライズ・ソフトウェア・ベンダーがソーシャル・ビッグデータとの連携を図るとい

う環境の変化があります。

ソーシャル・ビッグデータの応用領域の拡大と、各領域のエンタープライズ・ソフトウェアのソーシャル化、と

いう２つの環境変化をビジネスチャンスと捉え、それらのエンタープライズ・ソフトウェア・ベンダーのソーシャ

ル化の基礎となるソーシャル・ビッグデータを供給する「クラウド“サービス”ベンダー」としての展開を大きな

成長戦略とします。

この成長戦略の実現に対して当社グループは、Twitterの全世界・過去の全データの再販権を持つ世界で２社の

内の１つである米国Gnip社と、日本市場における独占的な販売代理契約を取得し、また、２ちゃんねるデータの独

占的商用利用権、及び平成18年から蓄積されたブログデータを保有し、日本を含めた世界のソーシャル・ビッグ

データをワンストップで供給できるポジションを獲得しております。

従って、対象領域の広がりに対応が出来ると共に、どの領域においても、該当領域でのキープレーヤーと協業

し、マーケットシェアを獲得していくことができるものと考えております。

　

　　

［事業系統図］

以上で述べた事項を事業系統図によって示すと以下のとおりであります。
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（注）１．コンサルティングは、主に当社の子会社である株式会社ホットリンクコンサルティングが行っておりま

す。

２．上記の他に、その他関係会社である株式会社オプトとの間で製品の販売、経費の支払、ツール利用の取

引があります。　
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４【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金又は
出資金
（千円）

主要な事業の
内容

議決権の所
有（又は被
所有）割合

(％)

関係内容

（親会社）

　

　

株式会社オプト（注）

２．　

東京都千代田区 7,600,567

広告・ソリュー

ション事業

データベース事

業

ソーシャル＆コ

ンシューマ事業

海外事業　

被所有

(65.6)

製品の販売等

役員の兼任２名

　（注）１．平成25年３月に設立した株式会社ホットリンクコンサルティングは、平成25年12月期第２四半期より連結対

象となっております。

２．株式会社オプトは、有価証券報告書提出会社であります。

３．平成25年10月31日時点の議決権の被所有割合は40.9％であります。　
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

セグメント情報を記載していないため、事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。

平成25年９月30日現在

事業部門の名称 従業員数（人）

ソーシャルクラウドサービス事業　
29（9） 　

その他事業　

合計 29　 　 　

（注）１．従業員数は就業人員であります。

２．当社グループは事業種類別の経営組織体系を有しておらず、同一の従業員が複数種類の事業に従事すること

があります。

３．従業員数が最近１年間において、３名増加しましたのは、主として業容拡大に伴う期中採用によるものであ

ります。　

　

(2) 提出会社の状況　

　 平成25年９月30日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

26（9） 34.9 3.2 5,877

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材派遣会社からの派遣社員を含む。）は、

年間平均人員を（　）外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．従業員数が最近１年間において、３名増加しましたのは、主として業容拡大に伴う期中採用によるものであ

ります。

　　

(3）労働組合の状況

当社グループの労働組合は、結成されておりませんが、労使関係は安定しております。　
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

第14期事業年度（自　平成24年１月１日　至　平成24年12月31日）　

当事業年度におけるわが国の経済は、東日本大震災及び原子力発電所の事故による急激な景気低迷から緩やかな

回復基調にありますが、欧州財政危機の深刻化など依然として景気の先行きに不透明な状況が続いております。

一方、当社を取り巻くインターネット業界は、ICT総研の調査によると平成24年12月末時点の国内のネットユー

ザーが9,556万人に達し、その内SNS（ソーシャルネットーワークサービス）を利用しているユーザーは前年に比べ

676万人増の4,965万人となりました。

このような状況下、当社は平成24年５月31日にソーシャルメディアの風評監視、情報漏えい、炎上の早期発見

ツールを提供する株式会社ガーラバズを子会社化し、同年10月１日に当社へ吸収合併いたしました。

同年11月には、世界最大のソーシャルメディアデータ供給企業である米国Gnip社と戦略的業務提携契約を締結い

たしました。これにより、当社は日本及びアジア市場におけるツイートデータ供給サービスの普及及び向上を主導

できるポジションを得ております。

同年12月には、ソーシャルCRM（注）領域への展開を目的として、CRMのトップ企業である米国Saleceforce.com

社及びシナジーマーケティング株式会社と資本業務提携契約を締結いたしました。これにより、当社が持つソー

シャル・ビッグデータ及びソーシャル・ビッグデータの分析技術の強みを活かしたソーシャルCRM領域へのサービ

ス展開が可能となっております。

営業面では、ソーシャル・ビッグデータのキャンペーン測定やインサイト調査、市場調査を提供するツール「ク

チコミ＠係長」の拡大を図る目的で、セミナーや展示会などのプロモーション活動を行うとともに、大手自社ブラ

ンド販売先（OEM）や代理店とのアライアンスを組むことで業容拡大に注力してまいりました。

一方コスト面では、業容拡大に備えた開発スタッフ及び管理系スタッフの増員に伴う人件費の増加及びのれんの

償却を販売費及び一般管理費として計上いたしました。

その結果、当事業年度の売上高は640百万円（前期比26.9％増）、営業利益は51百万円（前期比51.7％減）、経

常利益は42百万円（前期比60.2％減）、当期純利益は29百万円（前期比73.0％減）となっております。

（注）ソーシャルCRMとは、従来のCRM（顧客関連管理）に使われてきたコミュニケーションチャネル（電話、メー

ル、ライブチャットなど）に、ソーシャルメディアを加えることを指しております。広義においては、顧客

のソーシャルメディア上での活動を自社の顧客データベースに取り込み、より適切な情報提供を実現し、顧

客との関係を最適化することを指しております。

　

サービスごとの業績は次のとおりであります。

1.ソーシャルクラウドサービス事業

①SaaS

当サービスは、ソーシャルデータの傾聴・分析ツールである「クチコミ＠係長シリーズ」とソーシャルリスクの

監視サービスである「e-mining」であります。

当事業年度においては、平成24年10月１日に当社と吸収合併した株式会社ガーラバズが提供していたサービスで

ある「e-mining」が、SaaSの拡大に寄与し、平成24年12月末現在の契約件数としては431件（前事業年度末比177件

増）となりました。この結果、当サービスの売上高は477百万円（前期比47.0％増）となりました。

　

②ソリューション

当サービスは、「クチコミ＠係長」を構成する「データ」及び「分析エンジン」を他社に提供する「API提供」

及び「クチコミ＠係長」を利用した分析レポートやコンサルティングサービスであります。

当事業年度においては、「クチコミ＠係長API」の拡大により、当サービスの売上高は94百万円（前期比109.0％

増）となりました。

　

③レコメンド

当サービスは、サイト利用者の嗜好性に合わせた商品やコンテンツを効果的に自動推薦するものであります。継

続案件の解約により、当サービスの売上高は56百万円（前期比52.8％減）となりました。

　

EDINET提出書類

株式会社ホットリンク(E30091)

有価証券届出書（新規公開時）

 31/205



2.その他事業

当事業は着メロ・着うたサービスであり、売上高は11百万円（前期比20.6％減）となりました。

　

第15期第２四半期連結累計期間（自　平成25年１月１日　至　平成25年６月30日）

当第２四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、安倍政権の経済政策「アベノミクス」への期待を背景にし

た円安・株高の進行、堅調な個人消費等により、景気は回復基調で推移しているものの、中国・韓国との外交問題

による経済への悪影響等も影を潜め、景気の先行きに対する不透明な状況は依然として継続しております。

　

一方、近時のソーシャルメディア情報、さらにはビッグデータの多様な情報活用の機運の高まりの中、公職選挙

法改正を受けた選挙活動のネット利用は、平成25年７月の参議院選挙に向けてのその動きに拍車をかけた感があり

ます。当社グループが属するソーシャル・ビッグデータの活用分野におきましても、この流れの中で、ネット活用

に関わる引合い案件やマスコミの取材が増加しております。

　

そのような状況下、当第２四半期連結累計期間の売上高は418百万円、営業利益は63百万円、経常利益は61百万

円、四半期純利益は30百万円となりました。

　

1.ソーシャルクラウドサービス事業

①SaaS

当サービスは、ソーシャルデータの傾聴・分析ツールである「クチコミ＠係長シリーズ」とソーシャルリスク

の監視サービスである「e-mining」であります。

当第２四半期連結累計期間においては、「クチコミ＠係長」及び「e-mining」とも堅調に推移し、当第２四半

期連結会計期間末現在の契約件数としては434件となりました。この結果、当サービスの売上高は335百万円とな

りました。

　

②ソリューション

当サービスは、クチコミ＠係長を構成する「データ」及び「分析エンジン」を他社に提供する「API提供」及

び「クチコミ＠係長」を利用した分析レポートやコンサルティングサービスであります。

当第２四半期連結累計期間においては、「ネット選挙解禁」に対する社会的関心の高まりから需要が増加し、

当サービスの売上高は57百万円となりました。

　

③レコメンド

当サービスは、サイト利用者の嗜好性に合わせた商品やコンテンツを効果的に自動推薦することができるサー

ビスであり、売上高は21百万円となりました。

　

2.その他事業

当事業は着メロ・着うたサービスであり、売上高は４百万円となりました。

　

(2）キャッシュ・フローの状況

第14期事業年度（自　平成24年１月１日　至　平成24年12月31日）　

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、主に短期借入金の増加と自己株式の売却及

び株式会社ガーラバズの合併に伴う増加により、前事業年度末（58百万円）に比べ167百万円増加し、226百万円と

なりました。

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、120百万円（前期比14.1％減）となりました。これは、のれん償却額14百万

円、減価償却費62百万円、税引前当期純利益39百万円の計上等の発生があったことが主な要因であります。　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、292百万円（前期比203.6％増）となりました。これは、長期貸付金の回収によ

る収入38百万円があったものの、子会社株式の取得による支出300百万円があったことが主な要因であります。　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は、300百万円（前年同期は94百万円の支出）となりました。これは、短期借入金

の純増減額が159百万円増加、自己株式の売却による収入100百万円があったことが主な要因であります。
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第15期第２四半期連結累計期間（自　平成25年１月１日　至　平成25年６月30日）

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、161百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、105百万円となりました。この主な要因は、のれん償却額28百万円、減価償却

費28百万円、税金等調整前四半期純利益61百万円の計上等の発生によるものであります。

　　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、48百万円となりました。この主な要因は、サーバーを購入したことにより有形

固定資産の取得による支出が30百万円となったことによるものであります。

　　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、121百万円となりました。この主な要因は、短期借入金と長期借入金の返済に

よるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当社は生産活動を行っておりませんので、該当事項はありません。

　

(2）受注実績

　当社は受注生産を行っておりませんので、該当事項はありません。

　

(3）販売実績

　当事業年度及び当第２四半期連結累計期間の販売実績をサービスごとに示すと、次のとおりであります。なお、

セグメント情報を記載していないため、サービス別に記載しております。

　サービスの名称
第14期事業年度

（自　平成24年１月１日
至　平成24年12月31日）

第15期
第２四半期連結累計期間
（自　平成25年１月１日
至　平成25年６月30日）

　 　
　

販売高（千円）　
　

　
前年同期比（％）　

　
販売高（千円）　

ソーシャルクラウドサービス事業 628,897 128.3 414,361

　　 SaaS　　　　　　　 477,610 147.0 335,538

 ソリューション　 94,626 209.0 57,533

 レコメンド　　　 56,661 47.2 21,290

その他事業 　　　　　　 11,279 79.4 4,361

合計 640,177 126.9 418,722

　（注）１．最近２事業年度及び当第２四半期連結累計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に

対する割合は次のとおりであります。　

相手先

第13期事業年度
（自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日）

第14期事業年度
（自　平成24年１月１日
至　平成24年12月31日）

第15期
第２四半期連結累計期間
（自　平成25年１月１日

至　平成25年６月30
日）　

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

株式会社トライバルメディア

ハウス　
123,210 24.4 156,975 24.5 78,774 18.8

株式会社オプト 87,413 17.3 93,959 14.7 21,580 5.2

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

当社グループにおいて、ソーシャルクラウドサービスにおける業容の拡大及び経営の安定化を図っていくうえで、

対処すべき課題は以下のとおりであります。

(1)　ソーシャルクラウドサービス

① ビッグデータの活用

ソーシャルクラウドサービスは、昨今の革新的な技術を活用してビッグデータ（大量のデータ）を収集及び分析

することで、企業や社会の問題解決を図り、更には業務の付加価値を高めるものであります。それ故、今後急速に

市場が拡大すると当社グループは予想しております。また、ビッグデータの活用により、ユーザー側の商品やサー

ビスの質の向上、あるいは製品開発における効率化が図られるものと期待されております。

一方、野村総合研究所のビッグデータの利活用に関する企業アンケート結果（平成24年12月25日公表）による

と、ビッグデータを利用していない理由として、「ビジネスとして具体的に何に活用するかが明確でない」、「投

資対効果の説明が難しい」、「担当者のスキルや人数が不足している」、「ビジネスとデータ分析の両視点で戦略

を考えられる人材がいない」等があげられております。従いまして当社グループとしましては、企業のニーズや規

模に合わせたビッグデータの活用手法の提案や商品開発を進めていくことが重要課題と認識しており、今後も展示

会やセミナー、メディアへの活用等を継続的に取り組んでまいります。

　

② データベース管理の効率化

平成24年12月現在110億件以上のブログ、Twitter、Facebook等のクチコミデータを蓄積し、これに対して特定の

トピックスに関して瞬時にデータの検索と分析を行っています。このためには、データベースの維持管理には膨大

な数のサーバーの管理運用が求められます。このデータベースの維持管理に関して、効率化及びより少ないコスト

でより高い効果を生み出すような管理運用を実施することが重要な経営課題となっております。この点につきまし

ては、目的に応じたサーバースペックの効率化、効率運用ソフトの利用等、日々改善の努力を継続しております。

　

③ データ収集の速度の向上と自動化

情報の収集及び分析において可能な限り人手を介さず自動化することは、サービスの向上と損益分岐点を大幅に

引き下げ、利益率を向上させます。このために、データ収集の速度の向上と自動化は、他社とのサービスの差別化

の観点及び利益率向上の観点からも重要な経営課題となっております。この点につきましては、継続的な改善活動

を日々展開しております。

　　

④ アライアンスパートナー戦略

ソーシャルメディアデータを経営に活かすというニーズとその市場が拡がるにつれて、ソーシャルメディアデー

タ以外のデータと統合して分析したいというニーズが生まれてきております。そのため、アクセス解析ツール（注

１）、BIツール、CRMツール、SFAツール（注２）、SIer等との連携を早期に行う必要があると考えております。そ

れ故に、これまで想定していない分野においても、ソーシャルメディアを活用したいというニーズが生まれること

が想定されますので、そのような分野を素早く察知し、それらの分野への販売力を持つパートナーとのアライアン

スを行う必要があると考えております。当社はこうした状況を踏まえ、ソーシャルCRM領域へのサービスへの進出

を図るため平成24年12月に米国salesforce.com社及びシナジーマーケティング株式会社と資本業務提携を行いまし

た。

（注）１．Webサイトに訪れるユーザーのアクセス状況を記録し、それを分析すること

２．営業現場の担当者の活動を効率化するとともに、現場の業務から入手できるさまざまな情報を吸い上げて

活用することができるシステムのこと

　

(2)　全社的な課題

① 人材の確保と育成

当社グループが、今後更なる業容拡大を図るためには、高いスキルを持った人材の確保と従業員の育成が重要な

課題となっております。しかしながら、高いスキルを持った人材の採用は他社とも競合していることから、安定的

な人材確保が今後難しくなることが想定されます。そのため、外部研修や福利厚生の充実、更には従業員への利益

還元などを積極的に推し進め、優秀な人材の確保に努めてまいります。
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② 内部管理体制の強化

当社グループが今後更なる業容を拡大するには、各種業務の標準化と効率化を図ることにより事業基盤を確立さ

せることが重要な課題であると認識しております。そのためには、全従業員が業務マニュアルや規程等を遵守する

ことを、一層徹底することにより、内部管理体制の強化を図ってまいります。
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４【事業等のリスク】

以下において、当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しており

ます。また、投資者の判断に重要な影響をおよぼす可能性のある事項については、投資者に対する積極的な情報開示

の観点から開示しております。なお、文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において当社が判断したものであ

り、潜在的リスクや不確定要因はこれらに限られるものではありません。

　

(1) 事業内容及び法的規制に係るリスク

① 取引依存度の高い取引先について

当社グループは下表のとおり、最近２事業年度及び当第２四半期連結累計期間における総売上高に占める株式会

社トライバルメディアハウス及び株式会社オプトに対する売上高の割合が高くなっております。。また、株式会社

トライバルメディアハウスとはOEM契約を締結しており、株式会社オプトとは代理店契約及び製品の販売を行って

おり、今後につきましても現状の取引関係を継続していく方針であります。しかしながら、将来において取引条件

の変更、契約の解消等が発生した場合には、当社の事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

相手先

第13期事業年度
（自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日）

第14期事業年度
（自　平成24年１月１日
至　平成24年12月31日）

第15期
第２四半期連結累計期間
（自　平成25年１月１日

至　平成25年６月30
日）　

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

株式会社トライバルメディア

ハウス　
123,210 24.4 156,975 24.5 78,774 18.8

株式会社オプト 87,413 17.3 93,959 14.7 21,580 5.2

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

② ビッグデータの利用規制の厳格化について

今般、ソーシャルメディアの普及により、個人に関するデータが日々大量に生成されるようになり、ビッグデー

タに関するビジネスが推進されるようになってまいりました。一方、データの不正利用やプライバシーを侵害する

事例も散見されるようになってきております。このため、収集する情報に個人が特定できる情報が含まれていて、

無意識のうちにそれらの情報が分析対象となっていた場合に何からの規制対象となることや、今後の新たな法律の

制定や既存の法律の変更により、自主規制が求められるようになる可能性があります。このように当社グループの

サービスを提供する上での情報収集やサービスの提供の仕方自体に何らかの制約を受けた場合には、当社の事業及

び業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

③　情報の取得について

当社グループは、ソーシャルメディアから日々大量に生成されるビッグデータをソフトウェアにより自動的に収

集しております。しかしながら、ソーシャルメディアの運営側の方針転換により、ソフトウェアによる情報の自動

収集に制限を加えられたり禁止された場合、サービスの品質が低下し、また、情報の収集に対して追加コストが発

生し、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。　

　

④　プロジェクトの検収時期の変動について

当社グループのビジネスモデルはツールの利用権提供により少額で定額の月額利用料を収受し、これを提供する

コストに関しては、一部の変動コストはあっても基本的には固定費的要素が大きいため、顧客の増加に伴って利益

率、利益額共に増加するというモデルであります。一方、一部の顧客に対しては、よりカスタマイズしたサービス

の提供の一環として、顧客独自のシステムの構築や一部の顧客特有のアプリケーションの開発を請け負う場合があ

ります。この場合においては検収時期の変動による売上計上時期のズレの発生により、当社グループの事業及び業

績に影響を及ぼす可能性があります。
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⑤　システム障害について

当社グループの事業は、サービスの基盤をインターネット通信網に依存しております。そのため、顧客へのサー

ビス提供が妨げられるようなシステム障害の発生やサイバー攻撃によるシステムダウン等を回避すべく、稼働状況

の監視等により未然防止策を実施しております。しかしながら、このような対応にもかかわらず大規模なシステム

障害が発生した場合には、サービスの提供に支障をきたし、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性が

あります。　

⑥　投資先の経営について

平成24年12月期現在、株式会社ホットスコープに７百万円を出資、SMBP Fund合同会社（投資事業有限責任匿名

組合）へ20百万円を投資しております。これら投資先の経営の悪化あるいは運用成績の悪化により投資額の価値が

著しく下落し、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

⑦　知的財産権におけるリスク

・当社グループ保有の知的財産権について

当社グループでは「ホットリンク/HOTTO LINK」「e-mining」等の社名及びサービス名について商標登録を行っ

ております。今後も知的財産権の保全に積極的に取り組む予定ですが、当社グループの知的財産権が第三者に侵害

された場合には、解決までに多くの時間及び費用がかかるなど、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能

性があります。

　

・当社による第三者の知的財産権侵害について

当社グループによる第三者の知的財産権の侵害については、可能な範囲で調査を行い対応しております。しかし

ながら、当社グループの事業領域における第三者の知的財産権を完全に把握することは困難であり、当社グループ

が認識せずに他社の特許を侵害してしまう可能性は否定できません。この場合には当社グループに対する損害賠償

請求や、ロイヤリティの支払要求等が行われることにより、当社グループの事業及び経営成績に影響を及ぼす可能

性があります。

　

⑧　「SaaS」及び「ソリューション」サービスのリスクついて

当社グループは、「SaaS」及び「ソリューション」サービスとしてソーシャルメディアを分析し、その結果を問

題解決に繋げるためのSaaS及びAPIやコンサルティングの提供を行っており、当該サービスは、細心の注意を払っ

て検討のうえで提供しております。

しかしながら、それらの分析結果が、顧客の期待するレベルの成果に届かなかった場合、当社グループに対する

信頼は揺らぎ、またソーシャルメディア自体の有用性に関して社会的な認知が低下することにより、当社グループ

の事業及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

また、今後成長が見込まれる分野に対して新規参入が相次ぎ、不十分で質の悪いサービスやレポート等のソ

リューションを提供する事業者が増えることにより、業界としての認知度が下がり、ソーシャルメディアの活用の

機運が削がれることになれば、当社グループの事業及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　

⑨　顧客ニーズの変化に伴うリスク

近年、ソーシャルメディアをマーケティングや商品開発に活かすニーズが高まっております。その背景のもと当

社は、ソーシャルメディアを活用した分析ツールやソフトウェア、レポート等を顧客に提供する事業を主力として

おりますが、万が一、顧客側のソーシャルメディアの活用ニーズに変化があった場合は、当社グループの事業及び

業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(2)当社の事業体制に係るリスクについて

①　特定の人物への依存について

当社グループの創業者であり代表取締役社長である内山幸樹は、当社の設立以来の最高経営責任者であり、経営

方針や事業戦略の決定、開発、サービスラインナップ、製品コンセプト等に関してリーダーシップを発揮してお

り、当人の属人的な能力に依存しております。そのため、各事業部門のリーダーへ権限移譲を進めることで、当人

に過度に依存しない経営体制の構築を進めておりますが、万が一、当人に不測の事態が生じた場合には、当社グ

ループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。
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②　人材確保・維持について

当社グループは人員規模が小さく（平成25年９月30日現在で29人）、社内体制も会社規模に応じたものに過ぎま

せん。そのため今後更なる業容拡大を図るためには、当社独自の技術により市場をリードしている反面、その技術

を継承し発展させる技術者の維持と拡充が重要であると認識しております。しかしながら、このような人材の維持

確保が出来ない場合には、当社グループが誇るサービスレベルの維持が困難となり、組織活動が鈍化し、業容拡大

の制約要因となり、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

③　内部管理体制の充実について

当社グループは今後の業容拡大を踏まえ、内部管理体制の強化を進めており、具体的には規程・マニュアルの制

定、監査役会の設置及び内部監査の実施により、法令やルールを順守する体制の充実を図っております。しかしな

がら、このような対応にもかかわらず法令等に抵触する事態や不正行為等が発生した場合には、当社グループの事

業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

④　海外展開について

当社グループは、グローバルにビジネス展開をされている顧客やこれから海外調査を予定されている顧客の要望

に応えるべく、シンガポールを拠点とするBrandtology社と業務提携し、アジア・パシフィック地域におけるソー

シャルメディア分析ツール及び分析レポートの提供をしております。一方で、アジア最大の市場である中国では日

中問題のこじれから生まれるあつれき、反日感情に基づくリアクションや不買運動が発生しております。現在の当

社グループは海外に対する売上高は僅少であるものの、今後海外売上高が拡大して当該地域の情勢が更に悪化した

場合には、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

⑤　関係会社の事業戦略の変更等により、当社の事業が影響を受けるリスク

本書提出日現在において、議決権の被所有割合の40.9％を所有する株式会社オプトを中核とした企業グループ

（以下オプトグループ）に属しております。オプトグループは、同社を中核として、「売上に直結するeマーケ

ティング」を事業コンセプトとし、顧客のインターネット上のマーケティング活動を支援する事業を行っていま

す。平成23年12月期以降の同社のセグメント区分としては、広告・ソリューション事業、データベース事業、ソー

シャル＆コンシューマ事業、海外事業となっております。オプトグループ内の当社の位置づけは、データベース事

業の領域においてソーシャルデータの提供と分析を担っており、現在においてもその役割は変っておりません。

また、当社グループのSaaSで提供する分析ツールは、オプトグループとして独自のブランドで販売する他、代理

店販売契約を締結しております。今後、同社の当社グループに対する事業戦略等に変更が生じた場合には、当社グ

ループの事業及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(3)その他

①　配当政策について

当社グループは現在、成長過程にあると認識しており、獲得した資金については優先的にシステム等の設備投

資、又は人材の採用、育成に充てるため、過去においては配当を行っておりませんでした。今後につきましては、

株主に対する利益還元を経営上の重要な課題の一つとして認識し、将来的には中間配当又は期末配当による株主へ

の利益還元を予定しております。しかしながら、重要な事業投資を優先する場合やキャッシュ・フローの状況に

よっては、配当を実施しない、あるいは予定していた配当を減ずる可能性もあります。

　

②　新株予約権の行使による株式価値の希薄化について

当社グループは、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に従って平成25年４月16日開催の臨時株主総会決

議に基づき、当社役員及び従業員に対するインセンティブを目的として、新株予約権を付与しております。これら

の新株予約権が行使された場合は、１株当たりの株式価値が希薄化する可能性があります。本書提出日の前月末現

在新株予約権による潜在株式数は147,400株であり、同日現在の発行済株式総数1,686,000株の8.7％に相当しま

す。

　

③　資金使途について

公募増資によって得た資金の使途としては、主として新製品の開発等に係る人材採用に伴う費用及びサーバー等

のインフラ費用等並びに展示会出展等のための広告宣伝費、本社事務所移転の敷金等、借入金の返済を中心に充当

する予定であります。しかしながら、変化する経営環境に柔軟に対応するため、現時点での計画以外の使途にも充

当される可能性があります。また、当初の計画に沿って資金を使用した場合においても、想定どおりの投資効果を

上げられない可能性もあります。
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５【経営上の重要な契約等】

(1) 株式会社ガーラバズとの合併

当社グループは、営業部門及び管理部門の集約を行い経営の効率化を図るとともに、ソーシャルクラウドサービ

ス事業における競争力強化が見込めると判断したため、平成24年７月18日開催の取締役会において株式会社ガーラ

バズ（東京都千代田区、資本金10百万円、代表取締役社長　成瀬功一郎）と合併することを決議しております。ま

た、平成24年７月20日付けで合併契約書を締結しております。

合併契約の概要は、次のとおりであります。

① 合併の方法

当社を存続会社とし、株式会社ガーラバズは解散いたします。

② 合併に際して発行する株式及び割当

株式会社ガーラバズは、当社の100％子会社であるため、株主に対して交付する株式又は金銭はありません。

③ 合併比率の算定根拠

該当事項はありません。

④ 合併の期日

平成24年10月１日

⑤ 引継資産・負債の状況

当社は、平成24年９月30日現在の株式会社ガーラバズの貸借対照表を基礎とし、資産、負債及び権利義務の一

切の効力発生日をもって引継ぎいたします。

⑥ 吸収合併存続会社となる会社の資本金・事業の内容（当該吸収合併後）

資本金　203,496千円

事業内容　ソーシャルクラウドサービス事業

　

(2) ２ちゃんねるデータの商用独占利用許諾契約

　① 契約先

東京プラス株式会社、有限会社未来検索ブラジル　

② 内容

２ちゃんねるサイトの掲載情報及び２ちゃんねるサイトのコンテンツの提供　

③ 契約期間

平成25年10月１日から平成26年９月30日　

契約終了または契約条件変更の意思表示がない限り、１年間自動更新

　

(3) Twitter データの商用利用許諾契約 　

　① 契約先

GNIP,INC.

② 内容

全Twitterデータの提供

③ 契約期間

平成24年11月12日から平成25年11月11日　

契約終了または契約条件変更の意思表示がない限り、１年間自動更新
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６【研究開発活動】

第14期事業年度（自　平成24年１月１日　至　平成24年12月31日）

当社グループはSNSやブログなどに書き込まれたキーワードを分析し、過去の株価動向などと関連づけた経験則を

もとにその日の株価動向などを予測する技術の研究開発を進めております。システムの仕組みは、当社のソーシャル

メディア分析ツール「クチコミ＠係長」が収集しているブログ記事情報と、過去の日経225出来高と価格情報との関

係を、人工知能分野の技術である機械学習技術でコンピュータに学習させる事により、株式市場価格の予測モデルを

構築するものであります。

現在の研究開発体制は、当社グループの研究開発グループのスタッフ２名が推進しております。当事業年度におけ

る研究開発費は19百万円となっております。

　　

第15期第２四半期連結累計期間（自　平成25年１月１日　至　平成25年６月30日）

当第２四半期連結累計期間における研究開発活動の金額は、10百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。　
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において当社が判断したものであります。

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。

財務諸表の作成に当たり、資産及び負債または損益の状況に影響を与える会計上の見積りは、過去の実績等の財

務諸表作成時に入手可能な情報に基づき合理的に判断しておりますが、実際の結果は見積り特有の不確実性があ

るため、これらの見積りと異なる場合があります。

当社の財務諸表の作成に当たって採用している重要な会計方針は、「第５ 経理の状況 １ 財務諸表等 (1) 財

務諸表 重要な会計方針」に記載しております。

　

(2）経営成績の分析

第14期事業年度（自　平成24年１月１日　至　平成24年12月31日）

（売上高）

当事業年度の売上高は前事業年度に比べ135百万円増加し、640百万円となりました。この主な要因は、平成24年

10月１日に当社と吸収合併した株式会社ガーラバズのサービス「e-mining」がSaaSの売上に寄与し、SaaS全体とし

て拡大したことによるものであります。

　

（売上原価）

当事業年度の売上原価は前事業年度に比べ76百万円増加し、297百万円となりました。この主な要因は、減価償

却費の増加７百万円、データセンター等の賃借料の増加12百万円、代理店等への支払手数料の増加19百万円、外注

業務委託費の増加10百万円によるものであります。

　

（販売管理費及び一般管理費）

当事業年度の販売管理費及び一般管理費は前事業年度に比べ114百万円増加し、290百万円となりました。この主

な要因は、展示会等の広告宣伝費の増加11百万円、新規採用等により人件費の増加42百万円、研究開発費の増加７

百万円、のれん償却額の計上14百万円によるものであります。

　

（営業外損益及び特別損益）

営業外損益の主な内訳は投資事業組合運用損５百万円、特別損益の主な内訳は抱合せ株式消滅差損１百万円であ

ります。　

　

以上の結果、当事業年度における業績は、売上高640百万円（前期比26.9％増）、営業利益51百万円（前期比

51.7％減）、経常利益42百万円（前期比60.2％減）、当期純利益29百万円（前期比73.0％減）となりました。　

　

第15期第２四半期連結累計期間（自　平成25年１月１日　至　平成25年６月30日）　

（売上高）

1.ソーシャルクラウドサービス事業

a.SaaS

当サービスは、ソーシャルデータの傾聴・分析ツールである「クチコミ＠係長シリーズ」とソーシャルリスクの

監視サービスである「e-mining」であります。

当第２四半期連結累計期間においては、「クチコミ＠係長」及び「e-mining」とも堅調に推移し、当第２四半期

連結会計期間末現在の契約件数としては434件となりました。この結果、当サービスの売上高は335百万円となりま

した。

　

b.ソリューション

当サービスは、クチコミ＠係長を構成する「データ」及び「分析エンジン」を他社に提供する「API提供」及び

クチコミ＠係長を利用した分析レポートやコンサルティングサービスであります。

当第２四半期連結累計期間においては、「ネット選挙解禁」に対する社会的関心の高まりから需要が増加し、当

サービスの売上高は57百万円となりました。

　

c.レコメンド

当サービスは、サイト利用者の嗜好性に合わせた商品やコンテンツを効果的に自動推薦するものであり、売上高

は21百万円となりました。
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2.その他事業

当事業は着メロ・着うたサービスであり、売上高は４百万円となりました。

　

（売上原価）

当第２四半期連結累計期間の売上原価は、156百万円となりました。この主な内容は、労務費10百万円、減価償

却費26百万円、データセンター等の賃借料40百万円、代理店等への支払手数料40百万円、外注業務委託費10百万円

によるものであります。

　

（販売費及び一般管理費）

当第２四半期連結累計期間の販売費及び一般管理費は、198百万円となりました。この主な内容は、人件費83百

万円、広告宣伝費11百万円、研究開発費10百万円及びのれん償却額28百万円の計上によるものであります。

　

（営業外損益及び特別損益）

営業外損益の主な内訳は支払利息等であります。

　

以上の結果、当第２四半期連結累計期間における業績は、売上高418百万円、営業利益63百万円、経常利益61百

万円、四半期純利益30百万円となりました。

　

(3) 財政状態の分析

第14期事業年度（自　平成24年１月１日　至　平成24年12月31日）

（流動資産）

当事業年度末における流動資産の残高は、前事業年度末に比べ183百万円増加し、307百万円となりました。この

主な要因は、売上増加に伴い売掛金が22百万円、自己株式の譲渡に伴い現金及び預金が167百万円それぞれ増加し

たことによるものであります。

　

（固定資産）

当事業年度末における固定資産の残高は、前事業年度末に比べ194百万円増加し、409百万円となりました。この

主な要因は、株式会社ガーラバズの株式を取得し当社へ吸収合併したことにより、のれんが255百万円となったこ

とによるものであります。

　

（流動負債）

当事業年度末における流動負債の残高は、前事業年度末に比べ211百万円増加し、265百万円となりました。この

主な要因は、未払金が20百万円、短期借入金及び１年内返済予定の長期借入金が168百万円それぞれ増加したこと

によるものであります。

　

（固定負債）

当事業年度末における固定負債の残高は、前事業年度末に比べ34百万円増加し、67百万円となりました。この主

な要因は、株式会社ガーラバズの株式を取得するために借入を行ったことにより、長期借入金が29百万円増加した

ことによるものであります。

　

（純資産）

当事業年度末における純資産の残高は、前事業年度末に比べ131百万円増加し、384百万円となりました。この主

な要因は、当期純利益29百万円を計上、自己株式の処分によりその他資本剰余金が74百万円増加したことによるも

のであります。

　

第15期第２四半期連結累計期間（自　平成25年１月１日　至　平成25年６月30日）　

（流動資産）

当第２四半期連結会計期間末における流動資産の残高は、272百万円となりました。この主な内訳は、現金及び

預金161百万円、売掛金87百万円、前払費用12百万円であります。

　

（固定資産）

当第２四半期連結会計期間末における固定資産の残高は、401百万円となりました。この主な内訳は、工具、器

具及び備品49百万円、のれん226百万円、ソフトウエア83百万円であります。

　

（流動負債）
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当第２四半期連結会計期間末における流動負債の残高は、225百万円となりました。この主な内訳は、短期借入

金77百万円、未払金34百万円、未払法人税等38百万円であります。
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（固定負債）

当第２四半期連結会計期間末における固定負債の残高は、33百万円となりました。この主な内訳は、長期借入金

29百万円、リース債務４百万円であります。

　

（純資産）

当第２四半期連結会計期間末における純資産の残高は、414百万円となりました。この主な内訳は資本金203百万

円、資本剰余金174百万円、利益剰余金60百万円であります。

　　

(4）キャッシュ・フローの分析

第14期事業年度（自　平成24年１月１日　至　平成24年12月31日）

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、主に営業活動によるキャッシュ・フローが

プラスになったこと及び株式会社ガーラバズの吸収合併に伴う増加により、前事業年度末（58百万円）に比べ167

百万円増加し、226百万円となりました。

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、120百万円（前期比14.1％減）となりました。これは、のれん償却額14百万

円、減価償却費62百万円、税引前当期純利益39百万円の計上等の発生があったことが主な要因であります。　

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、292百万円（前期比203.6％増）となりました。これは、長期貸付金の回収によ

る収入38百万円があったものの、子会社株式の取得による支出300百万円があったことが主な要因であります。　

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は、300百万円（前年同期は94百万円の支出）となりました。これは、短期借入金

の純増減額が159百万円増加、自己株式の売却による収入100百万円があったことが主な要因であります。

　

第15期第２四半期連結累計期間（自　平成25年１月１日　至　平成25年６月30日）

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、161百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、105百万円となりました。この主な要因は、のれん償却額28百万円、減価償却

費28百万円、税金等調整前四半期純利益61百万円の計上等の発生によるものであります。

　　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、48百万円となりました。この主な要因は、サーバーを購入したことにより有形

固定資産の取得による支出が30百万円となったことによるものであります。

　　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、121百万円となりました。この主な要因は、短期借入金と長期借入金の返済に

よるものであります。

　

(5）経営成績に重要な影響を与える要因について

当社グループは、「第２　事業の状況　４　事業等のリスク」に記載のとおり、当社の事業には、業界の動向

による影響や法的規制、人材の確保等、様々なリスク要因が当社の経営成績に重要な影響を与えると認識してお

ります。そのため、常に顧客ニーズに応えていくことにより、各リスク要因を分散・低減し、適切に対応してま

いります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

第14期事業年度（自　平成24年１月１日　至　平成24年12月31日）

当事業年度に実施しました設備投資の総額は12百万円であり、内容は事業拡大に伴う増床に10百万円、サーバー投

資に２百万円であります。

なお、当事業年度において、重要な設備の除却・売却はありません。　

　

第15期第２四半期連結累計期間（自　平成25年１月１日　至　平成25年６月30日）

当第２四半期連結累計期間に実施しました設備投資の総額は30百万円であり、内容は事業拡大に伴うサーバー投資

であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、重要な設備の除却・売却はありません。

　

２【主要な設備の状況】

当社は、東京本社に主要な設備があり、その内容は以下のとおりであります。なお、当社の事業セグメントは、

ソーシャルクラウドサービスの単一セグメントであるため、セグメント別の記載はしておりません。　

　　

　 平成24年12月31日現在

事業所名
(所在地)

事業部門の名
称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
(人)

建物附属
設備　
（千円）

工具、器具及び
備品　
（千円）

リース資産
（千円）　

合計
（千円）

本社　

(東京都千代田区)

ソーシャルク

ラウドサービ

ス事業

その他事業　

サーバー等

本社機能　
1,753 26,717 5,870　 34,342 26（8）

　（注）１．現在休止中の主要な設備はありません。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。　

３．従業員数の（　）は、臨時雇用者数を外書しております。

４．上記の本社事務所は、他の者から賃借しており、その内容は次のとおりであります。　

事業所名
(所在地)

設備の内容 賃借設備　　
 事務所面積

(㎡)

年間賃借料
（千円）　　

本社　

(東京都千代田区)
事務所　 　建物 328.2 　17,455

　

３【設備の新設、除却等の計画】（平成25年９月30日現在）

(1）重要な設備の新設等

会社名 事業所名　
サービスの

名称　

設備の内

容　

投資予定額　
資金調達方

法　　

着手年

月　　

完成予

定　

完成後の増

加能力　総額

（千円）　
既支払額　

当社　

本社

（東京都千

代田

区）　

ソーシャル

グラウド

サービス　

データ用

サーバー　
　30,000 － 増資資金

平成26年

７月　

平成26年

10月　
－

当社　

本社

（東京都千

代田

区）　

ソーシャル

グラウド

サービス　

データ用

サーバー　
　30,000 － 増資資金

平成27年

７月　

平成27年

10月　
－

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．セグメント情報を記載していないため、サービスの名称を記載しております。

３．完成後の増加能力につきましては、その測定が困難であるため、記載を省略しております。　

　

(2）重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 4,400,000

計 4,400,000

（注）平成25年７月17日開催の取締役会決議により、平成25年８月13日付で株式分割に伴う定款の変更が行われ、発
行可能株式総数は4,378,000株増加し、4,400,000株となっております。

　

②【発行済株式】

種類 発行数（株）
上場金融商品取引所名又は登録
認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 1,172,400 非上場

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式であ

り、単元株式数

は100株であり

ます。　

計 1,172,400 － －

　（注）１．平成25年７月17日開催の取締役会決議により、平成25年８月13日付で普通株式１株を200株に分割しており

ます。これにより株式数は1,120,171株増加し、1,125,800株となっております。

２．平成25年７月17日開催の取締役会決議により、平成25年８月13日付で１単元を100株とする単元株制度を採

用しております。

３．平成25年８月31日の新株予約権の行使により、46,600株増加し、1,172,400株となっております。　

４．「発行数」欄には、平成25年10月１日から本書提出日までの新株予約権行使により発行された株式数は含ま

れておりません。なお、本書提出日現在の発行数は、平成25年10月21日の新株予約権の行使により、

513,600株増加し、1,686,000株となっております。　
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（２）【新株予約権等の状況】

① 旧商法に基づき発行した新株引受権は、次のとおりであります。

平成12年７月12日臨時株主総会決議

　
最近事業年度末現在
（平成24年12月31日）

提出日の前月末現在
（平成25年10月31日）

新株予約権の数（個） 2,160 －

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 －

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,160（注）１ －

新株予約権の行使時の払込金額（円） 12,500（注）２ －

新株予約権の行使期間
　自　平成12年７月31日

　至　平成26年６月29日
－

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

　発行価格　　　12,500

　資本組入額　　 6,250
－

新株予約権の行使の条件 － －

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３　　 －

代用払込みに関する事項 －　 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －　 －

（注）１．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により付与株数を調整する。

調整後目的株式数　＝　調整前目的株式数　×　分割又は併合の比率

２．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式に

より払込金額を調整する。　

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

　また、行使価格を下回る価額で新株の発行を行う場合は、次の算式により払込金額を調整する。

調整後行使価額 ＝ 既発行株式数　 ×　調整前行使価額 ＋
新規発行株式数 × １株当たり払込金

額　

　 　 既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

３．社債と分離して新株引受権証券の引渡により譲渡することができる。　
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② 旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。　

平成15年10月30日定時株主総会決議

　
最近事業年度末現在
（平成24年12月31日）

提出日の前月末現在
（平成25年10月31日）

新株予約権の数（個） 156　 －

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －　 －　

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 －

新株予約権の目的となる株式の数（株） 156（注）１ －

新株予約権の行使時の払込金額（円） 100,000（注）２ －

新株予約権の行使期間
　自　平成18年11月１日

　至　平成25年11月１日
－

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

　発行価格　　　100,000

　資本組入額 　 100,000

　

－

新株予約権の行使の条件 （注）３　 －

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ －

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　　
（注）１．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により付与株数を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り捨てる。

調整後目的株式数　＝　調整前目的株式数　×　分割又は併合の比率

２．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式に

より払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。　

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、行使価格を下回る価額で新株の発行を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ず

る１円未満の端数は切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 新規発行前の株価

　 　 　 　 既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除し

た数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「自己株式の処分」に、「１株当たり払込金

額」を「１株当たり処分金額」と読み替えるものとする。

３．新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受けた者（以下「対象者」という。）が死亡した場合、新株予約権の相続は認められない

ものとする。

②対象者は、権利行使時においても、当社または当社子会社の取締役もしくは従業員の地位であることを要す。

ただし、取締役会が行使を認めた場合は、この限りではない。

③その他権利行使の条件については、本新株予約権発行の取締役会決議及び株主総会決議に基づき当社と対象者

との間で締結する「新株予約権割当契約」で定めるところによる。

４．新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。
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　平成16年10月26日定時株主総会決議

　
最近事業年度末現在
（平成24年12月31日）

提出日の前月末現在
（平成25年10月31日）

新株予約権の数（個） 4　 －　

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －　 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 －

新株予約権の目的となる株式の数（株） 4（注）１　 －　

新株予約権の行使時の払込金額（円） 100,000（注）２ －　

新株予約権の行使期間
　自　平成19年９月１日

　至　平成27年７月31日
－

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

　発行価格　　　100,000

　資本組入額　  100,000
－

新株予約権の行使の条件 （注）３ －

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ －

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　
（注）１．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により付与株数を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り捨てる。

調整後目的株式数　＝　調整前目的株式数　×　分割又は併合の比率

２．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式に

より払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。　

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、行使価格を下回る価額で新株の発行を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ず

る１円未満の端数は切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 新規発行前の株価

　 　 　 　 既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除し

た数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「自己株式の処分」に、「１株当たり払込金

額」を「１株当たり処分金額」と読み替えるものとする。

３．新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受けた者（以下「対象者」という。）が死亡した場合、新株予約権の相続は認められない

ものとする。

②対象者は、権利行使時においても、当社または当社子会社の取締役もしくは従業員の地位であることを要す。

ただし、取締役会が行使を認めた場合は、この限りではない。

③その他権利行使の条件については、本新株予約権発行の取締役会決議及び株主総会決議に基づき当社と対象者

との間で締結する「新株予約権割当契約」で定めるところによる。

４．新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。
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平成16年10月26日定時株主総会決議

　
最近事業年度末現在
（平成24年12月31日）

提出日の前月末現在
（平成25年10月31日）

新株予約権の数（個） 31　 －　

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －　 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 －

新株予約権の目的となる株式の数（株） 31（注）１　 －

新株予約権の行使時の払込金額（円） 100,000（注）２ －

新株予約権の行使期間
　自　平成19年10月１日

　至　平成27年８月31日
－

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

　発行価格　　　100,000

　資本組入額　  100,000
－

新株予約権の行使の条件 （注）３ －

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ －

代用払込みに関する事項 －　 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －　 －

　
（注）１．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により付与株数を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り捨てる。

調整後目的株式数　＝　調整前目的株式数　×　分割又は併合の比率

２．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式に

より払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。　

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、行使価格を下回る価額で新株の発行を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ず

る１円未満の端数は切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 新規発行前の株価

　 　 　 　 既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除し

た数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「自己株式の処分」に、「１株当たり払込金

額」を「１株当たり処分金額」と読み替えるものとする。

３．新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受けた者（以下「対象者」という。）が死亡した場合、新株予約権の相続は認められない

ものとする。

②対象者は、権利行使時においても、当社または当社子会社の取締役もしくは従業員の地位であることを要す。

ただし、取締役会が行使を認めた場合は、この限りではない。

③その他権利行使の条件については、本新株予約権発行の取締役会決議及び株主総会決議に基づき当社と対象者

との間で締結する「新株予約権割当契約」で定めるところによる。

４．新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。
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平成16年10月26日定時株主総会決議

　
最近事業年度末現在
（平成24年12月31日）

提出日の前月末現在
（平成25年10月31日）

新株予約権の数（個） 474　 15　

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －　 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 474（注）１　 3,000（注）１、５　

新株予約権の行使時の払込金額（円） 100,000（注）２ 　500（注）２、５

新株予約権の行使期間
　自　平成19年10月１日

　至　平成27年８月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

　発行価格　　　100,000

　資本組入額 　 100,000

発行価格　　 500（注）５

資本組入額　 500（注）

５　　　

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　
（注）１．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により付与株数を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り捨てる。

調整後目的株式数　＝　調整前目的株式数　×　分割又は併合の比率

２．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式に

より払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。　

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、行使価格を下回る価額で新株の発行を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ず

る１円未満の端数は切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 新規発行前の株価

　 　 　 　 既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除し

た数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「自己株式の処分」に、「１株当たり払込金

額」を「１株当たり処分金額」と読み替えるものとする。

３．新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受けた者（以下「対象者」という。）が死亡した場合、新株予約権の相続は認められない

ものとする。

②対象者は、権利行使時においても、当社または当社子会社の取締役もしくは従業員の地位であることを要す。

ただし、取締役会が行使を認めた場合は、この限りではない。

③その他権利行使の条件については、本新株予約権発行の取締役会決議及び株主総会決議に基づき当社と対象者

との間で締結する「新株予約権割当契約」で定めるところによる。

４．新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

５．平成25年７月17日開催の取締役会決議により、平成25年８月13日付で１株を200株とする株式分割を行ってお

ります。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予

約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。
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③ 会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成18年３月29日定時株主総会決議

　
最近事業年度末現在
（平成24年12月31日）

提出日の前月末現在
（平成25年10月31日）

新株予約権の数（個） 20　 20　

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －　 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 20（注）１　 4,000（注）１、５　

新株予約権の行使時の払込金額（円） 125,000（注）２ 　625（注）１、５

新株予約権の行使期間
　自　平成20年４月１日

　至　平成28年３月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

　発行価格　　　125,000

　資本組入額　  125,000

発行価格　　 625（注）５

資本組入額　 625（注）５

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　
（注）１．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により付与株数を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り捨てる。

調整後目的株式数　＝　調整前目的株式数　×　分割又は併合の比率

２．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式に

より払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。　

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、行使価格を下回る価額で新株の発行を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ず

る１円未満の端数は切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 新規発行前の株価

　 　 　 　 既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除し

た数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「自己株式の処分」に、「１株当たり払込金

額」を「１株当たり処分金額」と読み替えるものとする。

３．新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受けた者（以下「対象者」という。）が死亡した場合、新株予約権の相続は認められない

ものとする。

②対象者は、権利行使時においても、当社または当社子会社の取締役もしくは従業員の地位であることを要す。

ただし、取締役会が行使を認めた場合は、この限りではない。

③その他権利行使の条件については、本新株予約権発行の取締役会決議及び株主総会決議に基づき当社と対象者

との間で締結する「新株予約権割当契約」で定めるところによる。

４．新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

５．平成25年７月17日開催の取締役会決議により、平成25年８月13日付で１株を200株とする株式分割を行ってお

ります。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予

約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。
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平成18年３月29日定時株主総会決議

　
最近事業年度末現在
（平成24年12月31日）

提出日の前月末現在
（平成25年10月31日）

新株予約権の数（個） 17　 8　

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －　 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 17（注）１　 1,600（注）１、５　

新株予約権の行使時の払込金額（円） 125,000（注）２ 　625（注）１、５

新株予約権の行使期間
　自　平成20年４月１日

　至　平成28年３月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

　発行価格　　　125,000

　資本組入額　  125,000

発行価格　　 625（注）５

資本組入額　 625（注）５

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ 同左

代用払込みに関する事項 －　 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －　 －

　
（注）１．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により付与株数を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り捨てる。

調整後目的株式数　＝　調整前目的株式数　×　分割又は併合の比率

２．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式に

より払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。　

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、行使価格を下回る価額で新株の発行を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ず

る１円未満の端数は切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 新規発行前の株価

　 　 　 　 既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除し

た数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「自己株式の処分」に、「１株当たり払込金

額」を「１株当たり処分金額」と読み替えるものとする。

３．新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受けた者（以下「対象者」という。）が死亡した場合、新株予約権の相続は認められない

ものとする。

②対象者は、権利行使時においても、当社または当社子会社の取締役もしくは従業員の地位であることを要す。

ただし、取締役会が行使を認めた場合は、この限りではない。

③その他権利行使の条件については、本新株予約権発行の取締役会決議及び株主総会決議に基づき当社と対象者

との間で締結する「新株予約権割当契約」で定めるところによる。

４．新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

５．平成25年７月17日開催の取締役会決議により、平成25年８月13日付で１株を200株とする株式分割を行ってお

ります。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予

約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。
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平成19年３月26日定時株主総会決議

　
最近事業年度末現在
（平成24年12月31日）

提出日の前月末現在
（平成25年10月31日）

新株予約権の数（個） 20　 －　

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －　 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 －

新株予約権の目的となる株式の数（株） 20（注）１　 －　

新株予約権の行使時の払込金額（円） 125,000（注）２ 　－

新株予約権の行使期間
　自　平成20年４月１日

　至　平成28年３月31日
－

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

　発行価格　　　125,000

　資本組入額　　 62,500
－

新株予約権の行使の条件 （注）３ －

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ －

代用払込みに関する事項 －　 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －　 －

　
（注）１．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により付与株数を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り捨てる。

調整後目的株式数　＝　調整前目的株式数　×　分割又は併合の比率

２．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式に

より払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。　

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、行使価格を下回る価額で新株の発行を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ず

る１円未満の端数は切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 新規発行前の株価

　 　 　 　 既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除し

た数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「自己株式の処分」に、「１株当たり払込金

額」を「１株当たり処分金額」と読み替えるものとする。

３．新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受けた者（以下「対象者」という。）が死亡した場合、新株予約権の相続は認められない

ものとする。

②対象者は、権利行使時においても、当社または当社子会社の取締役もしくは従業員の地位であることを要す。

ただし、取締役会が行使を認めた場合は、この限りではない。

③その他権利行使の条件については、本新株予約権発行の取締役会決議及び株主総会決議に基づき当社と対象者

との間で締結する「新株予約権割当契約」で定めるところによる。

４．新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。
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平成21年３月26日定時株主総会決議

　
最近事業年度末現在
（平成24年12月31日）

提出日の前月末現在
（平成25年10月31日）

新株予約権の数（個） 390　 　237

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 390（注）１　 47,400（注）１、５　

新株予約権の行使時の払込金額（円） 125,000（注）２ 　625（注）１、５

新株予約権の行使期間
　自　平成23年３月27日

　至　平成31年３月25日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

　発行価格　　　125,000

　資本組入額　　 62,500

　発行価格　 625（注）

５　

資本組入額 312.5（注）５

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ 同左

代用払込みに関する事項 －　 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －　 －

　
（注）１．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により付与株数を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り捨てる。

調整後目的株式数　＝　調整前目的株式数　×　分割又は併合の比率

２．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式に

より払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。　

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、行使価格を下回る価額で新株の発行を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ず

る１円未満の端数は切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 新規発行前の株価

　 　 　 　 既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除し

た数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「自己株式の処分」に、「１株当たり払込金

額」を「１株当たり処分金額」と読み替えるものとする。

３．新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受けた者（以下「対象者」という。）が死亡した場合、新株予約権の相続は認められない

ものとする。

②対象者は、権利行使時においても、当社または当社子会社の取締役もしくは従業員の地位であることを要す。

ただし、取締役会が行使を認めた場合は、この限りではない。

③その他権利行使の条件については、本新株予約権発行の取締役会決議及び株主総会決議に基づき当社と対象者

との間で締結する「新株予約権割当契約」で定めるところによる。

４．新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

５．平成25年７月17日開催の取締役会決議により、平成25年８月13日付で１株を200株とする株式分割を行ってお

ります。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予

約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。
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平成25年４月16日臨時株主総会決議

　
最近事業年度末現在
（平成24年12月31日）

提出日の前月末現在
（平成25年10月31日）

新株予約権の数（個） －　 　457

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －　 －

新株予約権の目的となる株式の種類 － 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） －　 91,400（注）１、５　

新株予約権の行使時の払込金額（円） － 　1,000（注）１、５

新株予約権の行使期間 －
自　平成27年４月17日

至　平成35年４月16日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）
－

　発行価格 1,000（注）５

　資本組入額 500（注）５

新株予約権の行使の条件 － （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 － （注）４

代用払込みに関する事項 －　 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －　 －

　
（注）１．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により付与株数を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り捨てる。

調整後目的株式数　＝　調整前目的株式数　×　分割又は併合の比率

２．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式に

より払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。　

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、行使価格を下回る価額で新株の発行を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ず

る１円未満の端数は切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 新規発行前の株価

　 　 　 　 既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除し

た数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「自己株式の処分」に、「１株当たり払込金

額」を「１株当たり処分金額」と読み替えるものとする。

３．新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受けた者（以下「対象者」という。）が死亡した場合、新株予約権の相続は認められない

ものとする。

②対象者は、権利行使時においても、当社または当社子会社の取締役もしくは従業員の地位であることを要す。

ただし、取締役会が行使を認めた場合は、この限りではない。

③その他権利行使の条件については、本新株予約権発行の取締役会決議及び株主総会決議に基づき当社と対象者

との間で締結する「新株予約権割当契約」で定めるところによる。

４．新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

５．平成25年７月17日開催の取締役会決議により、平成25年８月13日付で１株を200株とする株式分割を行ってお

ります。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予

約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。
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（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数（株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成23年12月22日　

（注）１
－ 5,614 △50,000     201,996 △239,026 －

平成24年７月31日

（注）２
15 5,629 1,500 203,496 － －

平成25年８月13日

（注）３　
1,120,171 1,125,800 － 203,496 － －

平成25年８月31日

（注）２　
46,600 1,172,400 21,937 225,433 2,562 2,562

平成25年10月21日

（注）２　
513,600 1,686,000 54,300 279,733 13,500 16,062

　（注）　１．会社法第447条第１項及び第448条第１項の規定に基づき、資本金を資本準備金に、資本準備金をその他資

本剰余金へ振り替えたものであります。　

２．新株予約権の行使（取締役１名、監査役１名、社外協力者19名、その他２名）による増加であります。

３．株式分割（1：200）によるものであります。　

　　

　

（５）【所有者別状況】

　 平成25年９月30日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況

（株）
政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － － － 5 2 － 33 40 －

所有株式数

（単元）
－ － － 7,924 874 － 2,926 11,724 －

所有株式数の割

合（％）
－ － － 67.59 7.45 － 24.96 100.00 －

　（注）１．自己株式48,800株は、「個人その他」に含まれております。

２．平成25年10月21日付で新株予約権が行使されたことにより、個人株主数２人（新株予約権を行使した人数３

人）、所有者株式数5,136単元増加しております。このことにより、本書提出日現在の株主数は合計42人

（うち個人その他35人）、所有株式数16,860単元（うち個人その他8,062単元）となっております。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成25年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    48,800 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　1,123,600 11,724 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 1,172,400 － －

総株主の議決権 － 11,724 －

　

②【自己株式等】

　 平成25年９月30日現在

所有者の氏名又は名
称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

株式会社ホットリン

ク　

東京都千代田区四

番町６番　
48,800 － 48,800 4.16

計 － 48,800 － 48,800 4.16
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（７）【ストックオプション制度の内容】

当社は新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。当該制度は、会社法に基づき

新株予約権を発行する方法によるものであります。

当該制度の内容は以下のとおりであります。　　

　　

①新株予約権（平成16年10月26日定時株主総会決議）

決議年月日 平成16年10月26日　

付与対象者の区分及び人数

当社取締役　３名　

当社従業員　１名

社外協力者　７名

新株予約権の目的となる株式の種類
「(2)新株予約権等の状況」に記載しておりま

す。　　

株式の数（株） 同上　　

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上　　

新株予約権の行使期間 同上　　

新株予約権の行使の条件 同上　

新株予約権の譲渡に関する事項 同上　　

代用払込みに関する事項 ―　　　

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―　　　　

（注）　権利行使及び権利の喪失により、本書提出日現在の前月末現在における付与対象者数の区分及び人数は、当社監

査役１名となっております。

　

②新株予約権（平成18年３月29日定時株主総会決議）

決議年月日 平成18年３月29日　

付与対象者の区分及び人数 当社従業員　２名

新株予約権の目的となる株式の種類
「(2)新株予約権等の状況」に記載しておりま

す。　　

株式の数（株） 同上　　

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上　　

新株予約権の行使期間 同上　　

新株予約権の行使の条件 同上　

新株予約権の譲渡に関する事項 同上　　

代用払込みに関する事項 ―　　　

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―　　　　

（注）　権利の喪失により、本書提出日現在の前月末現在における付与対象者数の区分及び人数は、当社従業員１名と

なっております。
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③新株予約権（平成18年３月29日定時株主総会決議）

決議年月日 平成18年３月29日　

付与対象者の区分及び人数 当社従業員　11名

新株予約権の目的となる株式の種類
「(2)新株予約権等の状況」に記載しておりま

す。　　

株式の数（株） 同上　　

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上　　

新株予約権の行使期間 同上　　

新株予約権の行使の条件 同上　

新株予約権の譲渡に関する事項 同上　　

代用払込みに関する事項 ―　　　

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―　　　　

（注）　権利行使及び権利の喪失により、本書提出日現在の前月末現在における付与対象者数の区分及び人数は、当社従

業員３名となっております。

　

④新株予約権（平成21年３月26日定時株主総会決議）

決議年月日 平成21年３月26日　

付与対象者の区分及び人数

当社取締役　１名　

当社従業員　１名

社外協力者　１名

新株予約権の目的となる株式の種類
「(2)新株予約権等の状況」に記載しておりま

す。　　

株式の数（株） 同上　　

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上　　

新株予約権の行使期間 同上　　

新株予約権の行使の条件 同上　

新株予約権の譲渡に関する事項 同上　　

代用払込みに関する事項 ―　　　

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―　　　　

（注）　権利行使及び権利の喪失により、本書提出日現在の前月末現在における付与対象者数の区分及び人数は、当社取

締役１名、当社従業員１名の合計２名となっております。
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⑤新株予約権（平成25年４月16日臨時株主総会決議）

決議年月日 平成25年４月16日　

付与対象者の区分及び人数

当社取締役　３名　

当社監査役　１名　

当社従業員　23名　

新株予約権の目的となる株式の種類
「(2)新株予約権等の状況」に記載しておりま

す。　　

株式の数（株） 同上　　

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上　　

新株予約権の行使期間 同上　　

新株予約権の行使の条件 同上　

新株予約権の譲渡に関する事項 同上　　

代用払込みに関する事項 ―　　　

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―　　　　

　

EDINET提出書類

株式会社ホットリンク(E30091)

有価証券届出書（新規公開時）

 62/205



２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

　

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

　

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項はありません。

　

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分

最近事業年度 最近期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額

（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を

行った取得自己株式
－ － － －

その他（注１） 588 100,741,452 56,000 56,000,000

保有自己株式数 524 － 48,800 －

（注）　１．第三者割当による自己株式の処分であります。

２．平成25年７月17日開催の取締役会決議により、平成25年８月13日付で普通株式１株を200株に分割してお

り、最近期間につきましては、株式分割後の株式数を記載しております。

　

３【配当政策】

当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題と認識しており、今後の業容拡大と経営基盤の強化のための内部

留保を確保しつつ、安定した配当を実施していくことを基本方針としております。

また、当社は、期末配当として年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としておりますが、当社は会社法第

454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定款に定めており、配当の決定機関は、中間配当は取締役

会、期末配当は株主総会である旨を定款に定めております。

第14期事業年度の配当につきましては、無配とさせていただきました。内部留保資金につきましては、財務体質の

強化及び今後の業容拡大のための資金として有効に活用していく所存であります。

　

　

４【株価の推移】

　当社株式は非上場であるため、該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社ホットリンク(E30091)

有価証券届出書（新規公開時）

 63/205



５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役社

長　
―　 内山　幸樹　 昭和46年２月21日生

平成９年４月　株式会社マジックハウス

（現：株式会社リンクアン

ドモチベーション）入社

平成12年６月　当社設立　代表取締役社長

（現任）

平成23年４月　株式会社ホットスコープ　

代表取締役社長（現任）

(注)

2　
676,000

取締役　 COO　 成瀬　功一郎　 昭和45年１月14日生

平成９年10月　株式会社オプト入社

平成12年１月　同社　営業部門、メディ

ア部門、マーケティング部

門、モバイル部門責任者

平成18年７月　当社　社外取締役

平成19年６月　当社　取締役COO（現任）

平成23年４月　株式会社ホットスコープ　

取締役（現任）　

平成25年３月　株式会社ホットリンクコン

サルティング　代表取締役

社長（現任）　

(注)2 ―

取締役　 CFO　 髙尾　秀四郎 昭和24年２月11日生

昭和49年12月　青山監査法人（現：あらた

監査法人）入所

昭和56年９月　公認会計士登録

昭和59年９月　株式会社アシスト入社

平成４年12月　同社　財務担当取締役

平成16年２月　株式会社アイコテクノロ

ジー（現：株式会社レジェ

ンド・アプリケーション

ズ）入社　執行役員

平成18年２月　当社　監査役

平成18年３月　株式会社JTS入社

平成18年４月　同社　取締役

平成21年１月　明誠監査法人入所　パート

ナー

平成23年４月　サンデン株式会社入社　執

行役員

平成23年６月　同社　常務執行役員

平成24年４月　当社　取締役CFO（現任）

平成25年３月　株式会社ホットリンクコン

サルティング　社外監査役

（現任）　　　　

(注)2 200

取締役　 ― 池田　誠　 昭和23年３月24日生

昭和52年４月　神奈川工科大学専任講師

平成元年４月　株式会社日本抵抗器製作所

入社

平成５年４月　公立大学法人会津大学教授

平成12年６月　当社　社外取締役（現任）

平成13年４月　金沢工業大学　教授

平成21年６月　株式会社ジゾン　取締役

(注)2 ―
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役名

職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役　 ― 野内　敦　 昭和42年12月21日生

平成３年４月　森ビル株式会社　入社

平成８年10月　株式会社オプト　入社　

平成11年３月　同社　取締役

平成15年２月　同社　取締役事業部長

平成16年２月　同社　取締役CMO

平成17年５月　株式会社クラシファイド　

代表取締役社長　

平成18年１月　株式会社オプト　取締役

COO

平成22年３月　同社　取締役（現任）

平成23年７月　株式会社PlatformID　代表

取締役社長（現任）　

平成24年３月　当社　社外取締役（現

任）　

(注)2 ―

取締役　 ― 谷井　等　 昭和47年６月２日生

平成８年４月　日本電信電話株式会社入社

平成９年９月　合資会社デジタルネット

ワークサービス設立　代表

社員

平成12年１月　株式会社インフォキャスト

設立　代表取締役

平成12年９月　インデックスデジタル株式

会社設立　代表取締役　

平成17年６月　シナジーマーケティング株

式会社設立　代表取締役

平成23年１月　同社　代表取締役社長兼

CEO（現任）

平成24年３月　当社　社外取締役（現

任）　

(注)2 ―

常勤監査役 ― 山崎　美喜夫　 昭和21年１月10日生

昭和38年４月　兼松江商株式会社（現：兼

松株式会社）入社

平成10年１月　同社　参与・事業投資室室

長　

平成11年６月　同社　監査役　

平成12年７月　グルーバルアライアンス株

式会社　入社

平成13年７月　同社　取締役

平成14年10月　当社　取締役

平成14年12月　グルーバルアライアンス株

式会社　専務取締役 

平成17年８月　リネオソリューションズ株

式会社　取締役（現任）

平成24年３月　当社　監査役

平成24年９月　当社　常勤監査役（現

任）　

(注)

4　
　4,000
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

監査役 ― 福島 淳二　 昭和49年４月21日生

平成16年10月 株式会社オートバックス・

マネジメントサービス入

社　

平成17年４月　株式会社オートバックスセ

ブン入社　

平成18年５月　株式会社オプト入社

平成21年５月　同社　財務経理部　部長

平成23年６月　株式会社コンテンツワン　

社外監査役（現任）

平成23年11月　株式会社エスワンオーイン

タラクティブ　社外監査役

（現任）

平成24年２月　株式会社マルチメディアス

クール・ウェーヴ　社外監

査役（現任）

平成24年３月　eMFORCE Inc.　社外監査役

（現任）

平成24年３月　ソウルドアウト株式会社

社外監査役 （現任）

平成24年５月　Chai Communication

Co.,LTD.社外監査役（現

任）

平成24年７月　株式会社オプト　ファミ

リー経営企画本部　シニ

ア・マネジャー

平成25年１月　株式会社コードスタート　

社外監査役（現任）

平成25年１月　株式会社Consumer first　

社外監査役（現任）

平成25年３月　当社　社外監査役（現任）

平成25年7月　 株式会社オプト　計数サー

ビス本部　本部長（現

任）　　

(注)4 ―

監査役 ― 荒竹　純一 昭和31年10月１日生

昭和61年４月　東京弁護士会に登録

　　　　　　　さくら共同法律事務所入所

平成３年４月　同所パートナー

平成６年７月　ニューヨーク市コロンビア

大学ロースクール留学

平成７年５月　同大学　ロースクール修士

号(LL.M.)取得

平成８年１月　米国

SKADDEN,ARPS,SLATE,　

MEAGHER＆FLOM法律事務所

入所

平成９年１月　さくら共同法律事務所パー

トナー（現任）

平成25年３月　当社　社外監査役（現任）

(注)4 ―

計 680,200

　（注）１．取締役池田誠氏、野内敦氏、谷井等氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２．取締役の任期は、平成25年８月29日開催の臨時株主総会終了時から２年以内に終了する事業年度のうち最終

のものに関する定時株主総会終結の時までであります。

３．監査役福島淳二氏、荒竹純一氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。　

４．監査役の任期は、平成25年８月29日開催の臨時株主総会終了時から４年以内に終了する事業年度のうち最終

のものに関する定時株主総会終結の時までであります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

（コーポレート・ガバナンスに対する基本的な考え方）

当社は、お客様、株主様、さらには社会全体の信頼と期待に応え、企業価値の極大化のために、法令遵守に基づ

く企業倫理の確立が最重要課題であると認識しております。そのために、リスク管理、監督機能の強化を図り、経

営の健全性・透明性を高めていく所存であります。

　

① 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

イ．会社の機関の基本説明

当社は監査役設置会社であります。

当社の取締役会は、取締役６名（うち社外取締役３名）で構成され、定例取締役会を毎月１回、また、必要に

応じて臨時取締役会を随時開催しております。経営方針、年度予算その他重要な事項に関する意思決定や月次予

算統制その他重要事項の報告により業務執行及び各取締役の職務執行状況の監督を行っております。

当社の監査役は、監査役３名（うち社外監査役２名）から構成されており、定例監査役会を毎月１回、また、

必要に応じて臨時監査役会を随時開催している他、取締役会に出席し必要に応じ発言しております。

　

ロ．コーポレート・ガバナンス体制
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ハ．会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

当社は業務の適正性を確保するための体制として、「内部統制システムの整備に関する基本方針」を定めてお

り、現在その基本方針に基づき内部統制システムの運用を行っております。その概要は以下のとおりでありま

す。

a　取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・コンプライアンス体制の基礎として、取締役及び従業員が遵守すべき規範である「行動倫理基準」を定めて周

知徹底し、高い倫理観にもとづいて行動する企業風土を醸成し、堅持する。

・コンプライアンス体制の構築・維持は、管理担当部門を統括する役員をコンプライアンス担当として任命し取

り組む。

・コンプライアンス担当は、取締役及び従業員の規程及び法令遵守意識の向上と運用の徹底を図るため、定期的

にコンプライアンスに関する研修を実施する。

・取締役会規程を初めとする社内規程を制定・必要に応じて改訂し、業務の標準化及び経営秩序の維持を図る。

・役職員の職務執行の適正性を確保するため、社長直轄の内部監査室を設置し、「内部監査規程」に基づき内部

監査を実施する。また、内部監査責任者は、必要に応じて監査役及び会計監査人と情報交換し、効率的な内部

監査を実施する。

b　取締役の職務の執行にかかる情報の保存及び管理に関する体制

・株主総会、取締役会、その他重要な意思決定に係る情報は、管理担当部門が法令及び文書管理規程に基づき、

所定の年数を保管・管理する。

・文書管理部署の管理担当部門は、取締役及び監査役の閲覧請求に対して速やかに対応する。

c　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・当社の業務執行に係るリスクに関して、各部門におけるそれぞれ予見されるリスクの分析と識別を行い、リス

ク管理担当者が全社のリスクを網羅的・総括的に管理する。

・当社の経営に重大な影響を与えるような経営危機が発生した場合は、代表取締役社長を本部長とした対策本部

を設置し、当社の損失を最小限に抑えるとともに早期の原状回復に努める。

d　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・定例取締役会を毎月１回開催する他、機動的に意思決定を行うため、臨時取締役会を開催するものとし、適切

な職務執行が行える体制を確保する。

・職務執行に関する権限及び責任は、業務分掌規程、組織・職務権限規程等において明文化し、適宜適切に見直

しを行う。

・業務管理については、事業計画を定め、会社として達成するべき目標を明確化し、さらに各部門に対し、業績

への責任を明確にするとともに、業務効率の向上を図る。

e　会社並びにその親会社及び子会社からなる企業集団における業務の適正性を確保するための体制

・当社は、子会社の取締役を当社取締役から派遣し、子会社取締役の職務執行及び事業全般に対してガバナンス

が確保するよう監督を行う。

f　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における使用人に関する事項

・監査役が職務遂行について補助すべき使用人を求めた場合、必要な人員を配置する。

g　前号使用人の取締役からの独立性に関する事項

・監査役を補助するべき使用人の人事異動に関しては、監査役会の意見を尊重する。

h　取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

・取締役は、監査役が取締役会その他重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、重要な会議に

出席できる環境を整備する。

・取締役及び使用人は、会社に重大な損失を与える事項が発生し、または発生するおそれがあるとき、取締役に

よる違法、または不正な行為を発見したときは、直ちに監査役に報告する。

i　その他、監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・取締役は、監査役が会計監査人及び内部監査人と面談できる環境、必要に応じて随時意見交換及び監査の状況

の確認を行える体制を構築する。

j　財務報告の信頼性を確保するための体制

・当社は、財務報告の信頼性を確保するため、代表取締役社長の指示のもと、金融商品取引法に基づく内部統制

が有効に行われる体制を構築し、内部統制システムの整備及び運用を行うとともに、その仕組みが適正に機能

することを継続的に評価し、必要な是正を行う。
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k　反社会的勢力排除に向けた体制

・当社の「反社会的勢力対応規程」において、反社会的勢力との取引を含めた一切の関係遮断することを定め、

役員及び使用人の平素からの対応や事案発生時の組織対応制度を構築する。さらに警視庁管内特殊暴力防止対

策連合会、弁護士等の外部の専門機関と緊密な連携関係を構築するとともに、新規取引の際は、契約書等に反

社会的勢力排除条項を盛り込む。

　

ニ．内部監査及び監査役監査の状況

当社は、代表取締役社長直轄の内部監査室（１名）を設置しております。内部監査責任者は毎事業年度期初に

代表取締役社長の承認を得た年度計画に従い、業務執行の合理性・効率性・適正性・妥当性等について、全部門

を対象に監査しております。内部監査の結果については、内部監査報告書を作成し、被監査部門に提出いたしま

す。被監査部門は、改善要請のあった事項については、通知後遅滞なく改善提言に対する回答書を作成し、内部

監査の結果を業務改善に反映しております。

当社は、監査役制度を採用しており、経営の監視機能につきましては、監査役監査の実施により適法性を監査

しております。当社の監査役会は、監査役３名から構成されており、うち１名は、財務及び会計に関する相当程

度の知見を有しております。取締役会には原則として監査役が全員出席し、適法かつ健全なる会社経営を行って

いるか否かという観点から、取締役を監視しております。

監査役と内部監査責任者は、日ごろから情報を共有し連携をとりながら、効果的かつ効率的な監査を進めてお

ります。また、監査役及び内部監査責任者は、定期的に監査法人と面談し、また必要に応じて随時意見交換及び

指摘事項の改善状況の確認を行っております。

　

ホ．会計監査の状況

平成24年12月期における会計監査の体制は以下のとおりであります。

・業務を執行した公認会計士の氏名等

公認会計士の氏名等 所属する監査法人

指定有限責任社員　

業務執行社員
轟　芳英 有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員　

業務執行社員
坂井　知倫 有限責任 あずさ監査法人

　（注）　継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。

　

・監査業務に係る補助者の構成

公認会計士　７名

　

ヘ．社外取締役及び社外監査役

・社外取締役

当社の社外取締役は、池田誠氏、野内敦氏、谷井等氏の３名であります。

池田誠氏は、元大学教授でありインターネット分野を含む幅広い見識を有していることから、当社の社外取締

役として適任であると判断しております。なお、池田誠氏は、当社の株主で同氏の資産管理会社であるOn

Fortune International Limitedの代表でありますが、これ以外に人的関係、資本的関係または取引関係その他

特別な利害関係はありません。

野内敦氏は、事業戦略立案等における豊富な経験と幅広い見識を有していることから、当社の社外取締役とし

て適任であると判断しております。なお、野内敦氏は、当社の親会社である株式会社オプトの取締役及び同社子

会社である株式会社PlatformIDの代表取締役社長であります。取引については、株式会社オプトには製品の販売

及び経費の支払い、データ利用があります。株式会社PlatformIDには製品の販売があります。

谷井等氏は、経営者として豊富な経験と幅広い見識を有していることから、当社の社外取締役として適任であ

ると判断しております。なお、谷井等氏は、株主のシナジーマーケティング株式会社の代表取締役社長でありま

す。取引については、同社が提供するマーケティングツールを利用しております。

・社外監査役

社外監査役は、福島淳二氏、荒竹純一氏の２名であります。

福島淳二氏は、財務や会計に関する豊富な知識・経験と幅広い見識を有していることから、当社の社外監査役

として適任であると判断しております。なお、福島淳二氏は、株式会社オプトの計数サービス本部　本部長であ

り、取引については、同社には製品の販売及び経費の支払い、データ利用があります。

荒竹純一氏は、弁護士として企業法務に精通していることから、当社の社外監査役として適任であると判断し

ております。なお、人的関係、資本的関係または取引関係その他特別な利害関係はありません。
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なお、当社は、社外取締役又は社外監査役の独立性に関する基準や方針についての特段の定めはありません

が、独立性に関しては、株式会社東京証券取引所が定める基準を参考にしており、一般株主と利益相反が生じる

おそれのない社外監査役を選任しており、経営の独立性を確保していると認識しております。

　

②リスク管理体制の整備の状況

会社運営上発生するリスクについては、コンプライアンスの体制を確立するために、弁護士、税理士、会計士、

社会保険労務士と顧問契約あるいは業務委託契約を締結して、適宜適切な助言と指導を受けられる体制を構築して

おります。

　

③取締役の定数

当社の取締役は10名以内とする旨を定款に定めております。

　

④役員報酬の内容

　イ．提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

（千円）

　

報酬等の種類別の総額（千円）

　

対象となる

役員の員数

（名）
基本報酬

ストック・

オプション
賞与 退職慰労金

取締役

（社外取締役を

除く）

48,327 48,327 ― ― ― 3

監査役

（社外監査役を

除く）

2,680 2,680 ― ― ― 1

社外役員 4,500 4,500 ― ― ― 3

（注）事業年度末現在の人数は、取締役７名（うち社外取締役４名）、監査役２名（うち社外監査役１名）であります。

　

ロ．提出会社の役員ごとの報酬等の総額等

報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

　

ハ．使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

該当事項はありません。

　

ニ．役員の報酬等の額の決定に関する方針

取締役の報酬額は、平成23年３月30日開催の第12期定時株主総会において年額100百万円以内（ただし、使用

人分給与は含まない。）と決議いただいております。また、監査役の報酬額には、平成25年３月15日開催の第14

期定時株主総会において年額20百万円以内と決議いただいております。これらの報酬額の決定は、役位や会社へ

の貢献度等を勘案して決定しております。

　

⑤株式の保有状況

該当事項はありません。　

　

⑥取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらないものとする旨を定款に定めております。

　

⑦取締役及び監査役の責任免除

当社では、取締役及び監査役が期待される役割を十分に発揮できるよう、会社法第426条第１項の規定により、取

締役会の決議をもって、取締役（取締役であった者を含む）及び監査役（監査役であった者を含む）の損害賠償責

任を法令の限度において、免除することができる旨を定款に定めております。
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⑧責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役、社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を

限定する契約を締結しております。当該契約に基づく賠償責任の限度額は、社外取締役及び社外監査役とも、会社

法第425条第１項各号が定める額の合計額としております。なお、当該社外取締役または社外監査役が責任の原因と

なった職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限られます。

　

⑨中間配当　

当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎年６月30日を基準日として、中間配当を

行うことができる旨定款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元を可能にするためであります。

　

⑩株主総会の特別決議要件

　　　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。

これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とす

るものであります。

　

⑪自己の株式の取得

　　　当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって、自己の株式を取得することができる旨を

定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、市場取引

等により自己の株式を取得することを目的とするものであります。

　　

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

最近事業年度の前事業年度 最近事業年度

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

5,000 300 6,500 ―

　

②【その他重要な報酬の内容】

（最近事業年度の前事業年度）

該当事項はありません。

　　

（最近事業年度）

該当事項はありません。

　　

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（最近事業年度の前事業年度）

監査公認会計士等の非監査業務に関しては、株式公開を前提とした監査受嘱のための調査であります。

　

（最近事業年度）

該当事項はありません。

　　　

④【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士等に関する監査報酬の決定方針としましては、監査報酬の見積り内容（監査業務に係る

人数や日数等）を確認したうえで決定しております。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づ

いて作成しております。

　

２．監査証明について

(1）当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成25年４月１日から

平成25年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成25年１月１日から平成25年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。

(2）当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前事業年度（平成23年１月１日から平成23年12月

31日まで）及び当事業年度（平成24年１月１日から平成24年12月31日まで）の財務諸表について、有限責任 あず

さ監査法人により監査を受けております。

　

３．連結財務諸表について

連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和51年大蔵省令第28号）第５条第２項により、当社で

は、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財政状

態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものとして、

連結財務諸表は作成しておりません。

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準　　　　　1.2％

売上高基準　　　　0.6％

利益基準　　　　　5.5％

利益剰余金基準　△0.2％

　

　

４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容及

び改正等を適切に把握し的確に対応するために、適切な財務報告のための社内体制構築、セミナーへの参加などを通

じて、積極的な専門知識の蓄積並びに情報収集活動に努めております。
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１【連結財務諸表等】
（１）【四半期連結財務諸表】
①【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 161,925

売掛金 87,939

前払費用 12,741

繰延税金資産 9,400

その他 2,427

貸倒引当金 △1,834

流動資産合計 272,601

固定資産

有形固定資産

建物附属設備 1,840

減価償却累計額 △252

建物附属設備（純額） 1,588

工具、器具及び備品 150,561

減価償却累計額 △100,966

工具、器具及び備品（純額） 49,595

リース資産 6,290

減価償却累計額 △1,048

リース資産（純額） 5,241

有形固定資産合計 56,425

無形固定資産

のれん 226,928

商標権 277

ソフトウエア 83,249

ソフトウエア仮勘定 6,828

その他 66

無形固定資産合計 317,349

投資その他の資産

投資有価証券 14,412

関係会社株式 7,920

出資金 2,000

長期前払費用 667

繰延税金資産 2,769

投資その他の資産合計 27,770

固定資産合計 401,545

資産合計 674,146

EDINET提出書類

株式会社ホットリンク(E30091)

有価証券届出書（新規公開時）

 73/205



（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

負債の部

流動負債

短期借入金 77,000

1年内返済予定の長期借入金 9,996

リース債務 1,284

未払金 34,321

未払費用 19,727

未払法人税等 38,207

未払消費税等 4,587

前受金 19,582

預り金 7,473

賞与引当金 13,716

その他 10

流動負債合計 225,906

固定負債

長期借入金 29,175

リース債務 4,299

固定負債合計 33,474

負債合計 259,380

純資産の部

株主資本

資本金 203,496

資本剰余金 174,742

利益剰余金 60,088

自己株式 △23,561

株主資本合計 414,765

純資産合計 414,765

負債純資産合計 674,146
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　②【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
　【四半期連結損益計算書】
　【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成25年１月１日
　至　平成25年６月30日)

売上高 418,722

売上原価 156,391

売上総利益 262,331

販売費及び一般管理費
※ 198,974

営業利益 63,356

営業外収益

受取利息 12

為替差益 58

受取手数料 260

その他 18

営業外収益合計 349

営業外費用

支払利息 1,156

支払保証料 611

投資事業組合運用損 142

営業外費用合計 1,910

経常利益 61,795

税金等調整前四半期純利益 61,795

法人税、住民税及び事業税 34,715

法人税等調整額 △3,672

法人税等合計 31,042

少数株主損益調整前四半期純利益 30,752

四半期純利益 30,752
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　【四半期連結包括利益計算書】
　【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成25年１月１日
　至　平成25年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 30,752

四半期包括利益 30,752

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 30,752

少数株主に係る四半期包括利益 －
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③【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成25年１月１日
　至　平成25年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 61,795

減価償却費 28,227

のれん償却額 28,969

貸倒引当金の増減額（△は減少） △85

賞与引当金の増減額（△は減少） 4,907

受取利息及び受取配当金 △12

支払利息 1,156

投資事業組合運用損益（△は益） 142

売上債権の増減額（△は増加） △16,843

未払金の増減額（△は減少） △2,067

未払消費税等の増減額（△は減少） △425

その他 7,054

小計 112,818

利息及び配当金の受取額 12

利息の支払額 △1,076

法人税等の支払額 △5,966

営業活動によるキャッシュ・フロー 105,788

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △30,476

無形固定資産の取得による支出 △17,085

出資金の払込による支出 △1,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △48,561

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 80,000

短期借入金の返済による支出 △162,000

長期借入金の返済による支出 △38,774

リース債務の返済による支出 △629

財務活動によるキャッシュ・フロー △121,403

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △64,176

現金及び現金同等物の期首残高 226,101

現金及び現金同等物の四半期末残高
※ 161,925
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

(1）連結の範囲の重要な変更

平成25年３月19日に設立した子会社である株式会社ホットリンクコンサルティングは、重要性が増したた

め、当第２四半期連結会計期間より連結の範囲に含めております。　

　　

(2）持分法適用の範囲の重要な変更

該当事項はありません。　

　

【会計方針の変更】

（会計上の見積りの変更と区分することが困難な会計方針の変更）

法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成25年１月１日以後に取得した有形固定資産につ

いては、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。これによる損益に与える影響はあり

ません。　

　

【会計上の見積りの変更】

該当事項はありません。　

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。

　

【追加情報】

当社は、当第２四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しております。四半期連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項は以下のとおりであります。

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　１社

株式会社ホットリンクコンサルティング

(2) 非連結子会社の名称等

株式会社ホットスコープ

　

２．持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

　

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の四半期決算日と四半期連結決算日は一致しております。

　

４．会計処理基準に関する事項　

(1) 重要な資産の基準及び評価方法

有価証券　

(イ)子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

(ロ)その他有価証券

投資事業有限責任組合等への出資

入手可能な直近の決算書に基づき、組合の損益のうち当社の持分相当額を加減する方法によっておりま

す。　

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物附属設備　８年～15年

工具、器具及び備品　５年　
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②無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によって

おります。

また、のれんは５年均等償却を行っております。

③リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 繰延資産の処理方法

株式交付費は支出時に全額費用処理しております。　

(4) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。　

②賞与引当金

従業員の賞与金の支払に備えて、賞与支給見込額の当連結会計年度負担額を計上しております。　　　　

　　

(5) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。　

　

(6) その他四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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【注記事項】

（四半期連結損益計算書関係）

　※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成25年１月１日
至　平成25年６月30日）

従業員給与及び手当 42,571千円

役員報酬 33,315

賞与引当金繰入額 7,614

広告宣伝費 11,885

業務委託費 4,404

支払報酬　 6,800

研究開発費 10,214

減価償却費 1,486

のれん償却費　 28,969

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のと

おりであります。

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成25年１月１日
至　平成25年６月30日）

現金及び預金勘定 161,925千円

現金及び現金同等物 161,925

　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第２四半期連結累計期間（自　平成25年１月１日　至　平成25年６月30日）

当社グループは、ソーシャルクラウドサービスの単一セグメントであるため、記載は省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成25年１月１日
至　平成25年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 30.12円

（算定上の基礎） 　

四半期純利益金額（千円） 30,752

普通株主に帰属しない金額（千円） ―

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 30,752

普通株式の期中平均株式数（株） 1,021,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

新株予約権１種類。

　詳細は「第４提出会社の状況

１ 株式等の状況(2)新株予約権

等の状況」に記載のとおりであ

ります。　

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場で

あるため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。

２．平成25年７月17日開催の取締役会の決議により、平成25年８月13日付で普通株式１株につき200株の株式分

割を行っております。当連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益

金額を算定しております。
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（重要な後発事象）

（株式分割について）　

当社は、平成25年７月17日開催の取締役会決議に基づき、平成25年８月13日付をもって株式分割を行ってお

ります。また、上記株式分割に伴い、定款の一部を変更し単元株制度を採用しております。

　

１．株式分割、単元株制度の採用の目的

当社株式の流動性の向上と投資家層の拡大を図ることを目的として株式分割を実施するとともに、単元株式

数(売買単位)を100株に統一することを目標とする全国証券取引所の「売買単位の集約に向けた行動計画」を

考慮し、１単元を100株とする単元株制度を採用いたします。

２．株式分割の概要

(1) 分割により増加した株式数

　　　普通株式　1,120,171株

(2) 分割方法

平成25年８月12日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有株式数を、１株につき200株の割合を

もって分割しております。

なお、「１株当たり情報」は、当該株式分割が当連結会計年度の期首に行われたと仮定して算出してお

り、これによる影響については、当該箇所に記載しております。

３．単元株制度の採用

単元株制度を採用し、普通株式の単元株式数を100株といたしました。

　

（新株予約権の行使による増資について）

平成25年10月21日に第１回新株引受権2,160個、第４回新株予約権100個、第９回新株予約権308個について権

利行使がありました。当該新株予約権の権利行使の概況は次のとおりです。

１．第１回新株引受権　　

(1) 発行した株式の種類及び数　普通株式　　　432,000株

(2) 発行価格　　　　　　　　　　　　　　　　　 62.5円

(3) 発行総額　　　　　　　　　　　　　　　 27,000千円

(4) 発行総額のうち資本へ組み入れた額　　 　13,500千円

　

２．第４回新株予約権

(1) 発行した株式の種類及び数　普通株式　　　 20,000株

(2) 発行価格　　　　　　　　　　　　　　　　　  500円

(3) 発行総額　　　　　　　　　　　　　　　 10,000千円

(4) 発行総額のうち資本へ組み入れた額　　 　10,000千円

　

３．第９回新株予約権

(1) 発行した株式の種類及び数　普通株式　　　 61,600株

(2) 発行価格　　　　　　　　　　　　　　　　　 500円

(3) 発行総額　　　　　　　　　　　　　　　 30,800千円

(4) 発行総額のうち資本へ組み入れた額　　　 30,800千円
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（２）【その他】

最近の経営成績及び財政状態の概況

　平成25年10月31日開催の取締役会において承認された第15期連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成

25年７月１日から平成25年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年１月１日から平成25年９月

30日まで）の四半期連結財務諸表は次のとおりであります。

　なお、この四半期連結財務諸表は「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号）に基づいて作成しておりますが、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく四半

期レビューは未了であり四半期レビュー報告書は受領しておりません。
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①【四半期連結財務諸表】

イ【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

　 　 　 　 　
当第３四半期連結会計期間
（平成25年９月30日）

資産の部 　

　 流動資産 　

　 　 現金及び預金 281,321

　 　 売掛金 93,820

　 　 前払費用 10,532

　 　 繰延税金資産 8,751

　 　 その他 933

　 　 貸倒引当金 △1,817

　 　 流動資産合計 393,541

　 固定資産 　

　 　 有形固定資産 　

　 　 　 建物附属設備 1,840

　 　 　 　 減価償却累計額 △335

　 　 　 　 建物附属設備（純額） 1,505

　 　 　 工具、器具及び備品 142,554

　 　 　 　 減価償却累計額 △98,673

　 　 　 　 工具、器具及び備品（純額） 43,880

　 　 　 リース資産 6,290

　 　 　 　 減価償却累計額 △1,362

　 　 　 　 リース資産（純額） 4,927

　 　 　 有形固定資産合計 50,313

　 　 無形固定資産 　

　 　 　 のれん 212,443

　 　 　 商標権 264

　 　 　 ソフトウエア 75,564

　 　 　 ソフトウエア仮勘定 12,690

　 　 　 その他 66

　 　 　 無形固定資産合計 301,030

　 　 投資その他の資産 　

　 　 　 投資有価証券 14,384

　 　 　 関係会社株式 7,920

　 　 　 出資金 2,000

　 　 　 長期前払費用 595

　 　 　 繰延税金資産 2,196

　 　 　 投資その他の資産合計 27,096

　 　 固定資産合計 378,440

　 資産合計 771,981
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（単位：千円）

　 　 　
当第３四半期連結会計期間

（平成25年９月30日）

負債の部 　

　 流動負債 　

　 　 短期借入金 68,000

　 　 １年内返済予定の長期借入金 9,996

　 　 リース債務 1,292

　 　 未払金 37,086

　 　 未払費用 19,392

　 　 未払法人税等 48,745

　 　 未払消費税等 6,925

　 　 前受金 15,469

　 　 預り金 6,251

　 　 賞与引当金 8,817

　 　 その他 10

　 　 流動負債合計 221,987

　 固定負債 　

　 　 長期借入金 26,676

　 　 リース債務 3,973

　 　 固定負債合計 30,649

　 負債合計 252,636

純資産の部 　

　 株主資本 　

　 　 資本金 225,433

　 　 資本剰余金 220,714

　 　 利益剰余金 84,168

　 　 自己株式 △10,971

　 　 株主資本合計 519,345

　 純資産合計 519,345

負債純資産合計 771,981
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ロ【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

　 　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成25年１月１日
至　平成25年９月30日）

売上高 667,090

売上原価 246,689

売上総利益 420,401

販売費及び一般管理費 307,759

営業利益 112,641

営業外収益 　

　 受取利息 36

　 受取手数料 399

　 その他 135

　 営業外収益合計 570

営業外費用 　

　 支払利息 1,456

　 支払保証料 652

　 為替差損 63

　 投資事業組合運用損 170

　 営業外費用合計 2,343

経常利益 110,868

特別損失 　

　 固定資産売却損 496

　 特別損失合計 496

税金等調整前四半期純利益 110,372

法人税、住民税及び事業税 57,990

法人税等調整額 △2,450

法人税等合計 55,540

少数株主損益調整前四半期純利益 54,832

四半期純利益 54,832
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

　 　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成25年１月１日
至　平成25年９月30日）

少数株主損益調整前四半期純利益 54,832

四半期包括利益 54,832

（内訳） 　

　 親会社株主に係る四半期包括利益 54,832
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成23年12月31日)

当事業年度
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 58,952 226,101

売掛金
※1 49,077 ※1 71,096

原材料及び貯蔵品 2 －

前払費用 4,736 6,384

繰延税金資産 12,306 5,433

その他 1,197 529

貸倒引当金 △1,687 △1,919

流動資産合計 124,585 307,626

固定資産

有形固定資産

建物附属設備 － 1,840

減価償却累計額 － △87

建物附属設備（純額） － 1,753

工具、器具及び備品 116,738 120,085

減価償却累計額 △70,353 △93,367

工具、器具及び備品（純額） 46,385 26,717

リース資産 － 6,290

減価償却累計額 － △419

リース資産（純額） － 5,870

有形固定資産合計 46,385 34,342

無形固定資産

のれん － 255,898

特許権 526 －

商標権 16 308

ソフトウエア 94,372 85,938

ソフトウエア仮勘定 4,537 4,457

その他 577 66

無形固定資産合計 100,030 346,668

投資その他の資産

投資有価証券 20,000 14,554

関係会社株式 7,920 7,920

出資金 1,000 1,000

役員に対する長期貸付金 38,000 －

長期前払費用 1,903 1,932

繰延税金資産 － 3,064

投資その他の資産合計 68,823 28,471

固定資産合計 215,239 409,482

資産合計 339,824 717,108
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（単位：千円）

前事業年度
(平成23年12月31日)

当事業年度
(平成24年12月31日)

負債の部

流動負債

短期借入金 － 159,000

1年内返済予定の長期借入金 4,992 14,988

リース債務 － 1,267

未払金
※1 13,511 ※1 33,988

未払費用 11,496 17,753

未払法人税等 1,248 7,546

未払消費税等 2,926 5,012

前受金 2,791 10,606

預り金 4,232 6,210

賞与引当金 12,385 8,809

製品保証引当金 12 －

その他 15 10

流動負債合計 53,612 265,192

固定負債

長期借入金 33,776 62,957

リース債務 － 4,945

固定負債合計 33,776 67,902

負債合計 87,388 333,095

純資産の部

株主資本

資本金 201,996 203,496

資本剰余金

その他資本剰余金 289,026 174,742

資本剰余金合計 289,026 174,742

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △188,586 29,336

利益剰余金合計 △188,586 29,336

自己株式 △50,000 △23,561

株主資本合計 252,435 384,013

純資産合計 252,435 384,013

負債純資産合計 339,824 717,108
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②【損益計算書】
（単位：千円）

前事業年度
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年12月31日)

当事業年度
(自　平成24年１月１日
　至　平成24年12月31日)

売上高
※1 504,415 ※1 640,177

売上原価
※2 220,841 ※2 297,572

売上総利益 283,574 342,604

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 5,229 16,839

役員報酬 41,450 55,507

従業員給料及び手当 47,520 75,135

賞与 1,026 3,382

賞与引当金繰入額 12,385 6,260

法定福利費 12,242 16,892

業務委託費 3,684 11,634

支払報酬 210 7,480

研究開発費
※2 11,887 ※2 19,174

減価償却費 682 1,667

のれん償却額 － 14,484

貸倒引当金繰入額 － 96

製品保証引当金繰入額 4 △12

その他 40,096 62,289

販売費及び一般管理費合計 176,420 290,834

営業利益 107,153 51,769

営業外収益

受取利息 584 571

為替差益 － 103

その他 176 693

営業外収益合計 760 1,368

営業外費用

支払利息 903 2,106

投資事業組合運用損 － 5,445

支払手数料 － 2,733

その他 3 288

営業外費用合計 906 10,573

経常利益 107,007 42,564

特別利益

貸倒引当金戻入額 188 －

特別利益合計 188 －

特別損失

固定資産除却損 －
※3 1,137

減損損失 －
※4 421

抱合せ株式消滅差損 － 1,894

特別損失合計 － 3,452
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（単位：千円）

前事業年度
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年12月31日)

当事業年度
(自　平成24年１月１日
　至　平成24年12月31日)

税引前当期純利益 107,195 39,111

法人税、住民税及び事業税 359 5,966

法人税等調整額 △1,693 3,808

法人税等合計 △1,333 9,775

当期純利益 108,529 29,336
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【売上原価明細書】

　 　
前事業年度

（自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日）

当事業年度
（自　平成24年１月１日
至　平成24年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　労務費
※

２　
29,869 13.5 24,398 8.2

Ⅱ　経費
※

３　
190,972 86.5 273,174 91.8

　当期総費用 　 220,841 100.0 297,572 100.0

　当期売上原価　 　 220,841 　 297,572 　

（注）　

前事業年度
（自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日）

当事業年度
（自　平成24年１月１日
至　平成24年12月31日）

　１．原価計算の方法

個別原価計算によっております。　

　１．原価計算の方法

個別原価計算によっております。　

※２．労務費の内訳

賃金給与　　　　　　　　　　　　　29,869千円

※２．労務費の内訳

賃金給与　　　　　　　　　　　　　24,398千

円　

※３．経費の主な内訳

減価償却費　　　　　　　　　　　　53,597千円

賃借料　　　　　　　　　　　　　　57,058

支払手数料　　　　　　　　　　　　29,119

外注業務委託費　　　　　　　　　　19,427　　

※３．経費の主な内訳

減価償却費　　　　　　　　　　　　60,967千円

賃借料　　　　　　　　　　　　　　70,006

支払手数料　　　　　　　　　　　　48,980

外注業務委託費　　　　　　　　　　30,277　　
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③【株主資本等変動計算書】
（単位：千円）

前事業年度
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年12月31日)

当事業年度
(自　平成24年１月１日
　至　平成24年12月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 251,996 201,996

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） － 1,500

資本金から準備金への振替 △50,000 －

当期変動額合計 △50,000 1,500

当期末残高 201,996 203,496

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 239,026

当期変動額

資本金から準備金への振替 50,000 －

準備金から剰余金への振替 △289,026 －

当期変動額合計 △239,026 －

その他資本剰余金

当期首残高 － 289,026

当期変動額

準備金から剰余金への振替 289,026 －

自己株式の処分 － 74,302

欠損填補 － △188,586

当期変動額合計 289,026 △114,283

当期末残高 289,026 174,742

資本剰余金合計

当期首残高 239,026 289,026

当期変動額

資本金から準備金への振替 50,000 －

準備金から剰余金への振替 － －

自己株式の処分 － 74,302

欠損填補 － △188,586

当期変動額合計 50,000 △114,283

当期末残高 289,026 174,742

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 △297,115 △188,586

当期変動額

当期純利益 108,529 29,336

欠損填補 － 188,586

当期変動額合計 108,529 217,922
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（単位：千円）

前事業年度
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年12月31日)

当事業年度
(自　平成24年１月１日
　至　平成24年12月31日)

当期末残高 △188,586 29,336

利益剰余金合計

当期首残高 △297,115 △188,586

当期変動額

当期純利益 108,529 29,336

欠損填補 － 188,586

当期変動額合計 108,529 217,922

当期末残高 △188,586 29,336

自己株式

当期首残高 － △50,000

当期変動額

自己株式の取得 △50,000 －

自己株式の処分 － 26,438

当期変動額合計 △50,000 26,438

当期末残高 △50,000 △23,561

株主資本合計

当期首残高 193,906 252,435

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） － 1,500

資本金から準備金への振替 － －

準備金から剰余金への振替 － －

当期純利益 108,529 29,336

欠損填補 － －

自己株式の取得 △50,000 －

自己株式の処分 － 100,741

当期変動額合計 58,529 131,577

当期末残高 252,435 384,013

純資産合計

当期首残高 193,906 252,435

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） － 1,500

資本金から準備金への振替 － －

準備金から剰余金への振替 － －

当期純利益 108,529 29,336

欠損填補 － －

自己株式の取得 △50,000 －

自己株式の処分 － 100,741

当期変動額合計 58,529 131,577

当期末残高 252,435 384,013
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④【キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前事業年度
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年12月31日)

当事業年度
(自　平成24年１月１日
　至　平成24年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 107,195 39,111

減価償却費 54,280 62,635

減損損失 － 421

のれん償却額 － 14,484

貸倒引当金の増減額（△は減少） △188 96

賞与引当金の増減額（△は減少） 745 △3,576

製品保証引当金の増減額（△は減少） 4 △12

受取利息及び受取配当金 △584 △571

支払利息 903 2,106

投資事業組合運用損益（△は益） － 5,445

抱合せ株式消滅差損益（△は益） － 1,894

固定資産除却損 － 1,137

売上債権の増減額（△は増加） △6,630 699

たな卸資産の増減額（△は増加） △2 2

未払金の増減額（△は減少） △6,978 4,055

未払消費税等の増減額（△は減少） △11,182 △620

その他 3,299 11,296

小計 140,862 138,604

利息及び配当金の受取額 565 589

利息の支払額 △829 △2,136

法人税等の支払額 △290 △16,532

営業活動によるキャッシュ・フロー 140,308 120,525

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △47,447 △6,329

有形固定資産の売却による収入 － 1,387

無形固定資産の取得による支出 △20,125 △29,018

投資有価証券の取得による支出 △20,000 －

子会社株式の取得による支出 △7,920 △300,000

出資金の払込による支出 △1,000 －

短期貸付金の回収による収入 － 3,000

長期貸付金の回収による収入 － 38,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △96,493 △292,960
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（単位：千円）

前事業年度
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年12月31日)

当事業年度
(自　平成24年１月１日
　至　平成24年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 － 180,000

短期借入金の返済による支出 △40,000 △21,000

長期借入れによる収入 － 70,000

長期借入金の返済による支出 △4,992 △30,823

リース債務の返済による支出 － △77

ストックオプションの行使による収入 － 1,500

自己株式の取得による支出 △50,000 －

自己株式の売却による収入 － 100,741

財務活動によるキャッシュ・フロー △94,992 300,341

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △51,177 127,905

現金及び現金同等物の期首残高 110,129 58,952

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 39,243

現金及び現金同等物の期末残高
※1 58,952 ※1 226,101
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【重要な会計方針】

前事業年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法を採用しております。

　

(2）その他有価証券

投資事業有限責任組合等への出資

入手可能な直近の決算書に基づき、組合の損益のうち当社の持分相当額を加減する方法によっており

ます。　

　　

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 原材料及び貯蔵品　

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算

定）を採用しております。

　

３．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

工具、器具及び備品　５年　

　

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。

　

(3) リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。なお、所有権移転外

ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年12月31日以前のリース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。　

　　

４．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。　

　

(2）賞与引当金

従業員の賞与金の支払に備えて、賞与支給見込額の当期負担額を計上しております。　　　　

　

(3）製品保証引当金

製品保証期間中における無償補修に備えて、過去の補修実績に基づき見積もった将来の発生見込額を

計上しております。　

　

５．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。　

　

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。　
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当事業年度（自　平成24年１月１日　至　平成24年12月31日）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法を採用しております。

　

(2）その他有価証券

投資事業有限責任組合等への出資

入手可能な直近の決算書に基づき、組合の損益のうち当社の持分相当額を加減する方法によっており

ます。　

　　　

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物附属設備　８年～15年

工具、器具及び備品　５年　

　

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。

また、のれんは５年均等償却を行っております。　

　

(3) リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　

３．繰延資産の処理方法

株式交付費は支出時に全額費用処理しております。　

　　

４．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。　

　

(2）賞与引当金

従業員の賞与金の支払に備えて、賞与支給見込額の当期負担額を計上しております。　　　　

　　

５．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。　

　

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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【会計方針の変更】

前事業年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

下記の会計方針の変更に関する注記は、財務諸表等規則附則第３項の規定に基づき、平成24年１月１日に開始す

る事業年度（以下「翌事業年度」という。）における会計方針の変更の注記と同様の内容を記載しております。

　

（資産除去債務に関する会計基準等の適用）

当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産

除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しておりま

す。

これによる損益に与える影響はありません。　　

　

当事業年度（自　平成24年１月１日　至　平成24年12月31日）

（１株当たり当期純利益に関する会計基準等の適用）　

当事業年度より「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成22年６月30日）、

「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月30日公表

分）及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号　平成22年６月30日）を適用

しております。　

この適用により、当事業年度の貸借対照表日後に行った株式分割は、前事業年度の期首に当該株式分割が行わ

れたと仮定して、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額を算定しております。

なお、１株当たり情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。　

　

【未適用の会計基準等】

当事業年度（自　平成24年１月１日　至　平成24年12月31日）

該当事項はありません。　

　　

　

【表示方法の変更】

前事業年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

該当事項はありません。　

　　

当事業年度（自　平成24年１月１日　至　平成24年12月31日）

該当事項はありません。

　

　

【会計上の見積りの変更】

当事業年度（自　平成24年１月１日　至　平成24年12月31日）

　該当事項はありません。

　　

　

【追加情報】

前事業年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

該当事項はありません。　　

　

当事業年度（自　平成24年１月１日　至　平成24年12月31日）

当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

※１　関係会社に対する資産及び負債

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれているものは、次のとおりであります。

　
前事業年度

（平成23年12月31日）
当事業年度

（平成24年１月１日）

売掛金 6,012千円  5,279千円

未払金 3,453   3,741

　　　　　　　　　　　　 　

　　

２　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行１行と当座貸越契約を締結しております。この契約に基づ

く事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

　
前事業年度

（平成23年12月31日）
当事業年度

（平成24年12月31日）

当座貸越極度額 100,000千円 ― 千円

借入実行残高 ― ― 　

差引額 100,000       ― 

　　

（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

　
前事業年度

（自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日）

当事業年度
（自　平成24年１月１日
至　平成24年12月31日）

関係会社への売上高 87,413千円 93,959千円

　

※２　研究開発費の総額

　
前事業年度

（自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日）

当事業年度
（自　平成24年１月１日
至　平成24年12月31日）

一般管理費に含まれる研究開発費 11,887千円 19,174千円

　

※３　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

　
前事業年度

（自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日）

当事業年度
（自　平成24年１月１日
至　平成24年12月31日）

工具、器具及び備品　 ―千円 547千円

ソフトウエア　 　― 　103

その他　 　― 486

　

※４　減損損失

前事業年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

　該当事項はありません。

　

当事業年度（自　平成24年１月１日　至　平成24年12月31日）

当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所　 用途　 種類　

東京都千代田区　 遊休資産　 特許権　

当社は減損会計の適用にあたり、サービス単位を基準として資産グルーピングを行っており、遊休資産に

ついては当該資産ごとにグルーピングを行っております。遊休資産については、事業の用に供さないことが

明らかになったため、帳簿価額を正味売却価額まで減額し、当該減少額を減損損失（421千円）として特別

損失に計上いたしました。なお、正味売却価額はゼロ円としております。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
当事業年度期首

株式数
（株）

当事業年度
増加株式数
（株）

当事業年度
減少株式数
（株）

当事業年度末
株式数
（株）

発行済株式 　 　 　 　

普通株式 5,614 ― ― 5,614

合計 5,614 ― ― 5,614

自己株式 　 　 　 　

普通株式（注） ― 1,112 ― 1,112

合計 ― 1,112 ― 1,112

　（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加1,112株は、株主総会決議による取得であります。

　　　

２．新株予約権等に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種

類

新株予約権の目的となる株式の数（株）　

当事業年度
末（千円）

当事業年度
期首　

当事業年度
増加　

当事業年度
減少　

当事業年度
末

提出会社
ストック・オプションとしての

新株予約権
― ― ― ― ― ―

合計　 ― ― ― ― ― ―

　　　　

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

該当事項はありません。

　

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

該当事項はありません。
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当事業年度（自　平成24年１月１日　至　平成24年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
当事業年度期首

株式数
（株）

当事業年度
増加株式数
（株）

当事業年度
減少株式数
（株）

当事業年度末
株式数
（株）

発行済株式 　 　 　 　

普通株式（注１） 5,614 15 ― 5,629

合計 5,614 15 ― 5,629

自己株式 　 　 　 　

普通株式（注２） 1,112 ―　 588 524

合計 1,112 ― 588 524

　（注）１．普通株式の増加15株は、ストック・オプションの行使によるものであります。

２．自己株式の株式数の減少588株は、処分によるものであります。

　　　

２．新株予約権等に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種

類

新株予約権の目的となる株式の数（株）　

当事業年度
末（千円）

当事業年度
期首　

当事業年度
増加　

当事業年度
減少　

当事業年度
末

提出会社
ストック・オプションとしての

新株予約権
― ― ― ― ― ―

合計　 ― ― ― ― ― ―

　　　　

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

該当事項はありません。

　

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

該当事項はありません。
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　
前事業年度

（自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日）

当事業年度
（自　平成24年１月１日
至　平成24年12月31日）

現金及び預金勘定 58,952千円 226,101千円

現金及び現金同等物 58,952 226,101

　

２　当事業年度に合併した株式会社ガーラバズより引き継いだ資産及び負債の主な内訳は次のとおりであり

ます。

流動資産 65,155千円

固定資産 2,780

資産合計 　67,936

流動負債 　37,878

負債合計 　37,878

　　

（リース取引関係）

前事業年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

リース取引開始日が平成20年12月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

（借主側）

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

　
取得価額相当額

（千円）　

減価償却累計額相当額

（千円）

期末残高相当額

（千円）

工具、器具及び備品　 3,720　 3,720　 ―　

合計 3,720　 3,720　 　―

②未経過リース料期末残高相当額　

１年以内 ―　千円

１年超 ―　

合計 ―　　

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 532 千円

減価償却費相当額 442 千円

支払利息相当額 12 千円　

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法　

減価償却費相当額の算定方法

・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

利息相当額の算定方法

・リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。　

　

当事業年度（自　平成24年１月１日　至　平成24年12月31日）

ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引　

①リース資産の内容

有形固定資産

主として、本社事務所における什器・備品（「工具、器具及び備品」）であります。

②リース資産の減価償却の方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。　
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（金融商品関係）

前事業年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

当社は、資金の状況及び金融市場の状況を鑑み、資金運用については安全性、流動性を重視した金

融資産を購入する方針であります。また、資金調達については、安全性、経済性、機動性に配慮した

手段を採用しております。デリバティブについては行わない方針であります。　

　

(2）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

投資有価証券は、投資事業有限責任組合等への出資であり、市場リスクに晒されております。　

長期貸付金は、役員に対するものであり、貸付先の信用リスクに晒されております。　

借入金は、運転資金及び設備投資に係る資金調達であり、流動性リスクに晒されております。

　

(3）金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

取引先ごとに期日管理及び残高管理を行い、リスク低減を図っております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、市況や取引先企業との関

係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。　

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

財務担当部署において、短期の資金繰表を作成し、流動性リスクを管理しております。

　

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額の他、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件

等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。　

　

２．金融商品の時価等に関する事項

　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

　
貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 58,952 58,952 ―

(2）売掛金 49,077 49,077 ―

(3）役員に対する長期貸付金 38,000 37,981 △18

資産計 146,029 146,011 △18

(1）長期借入金（＊） 38,768 38,979 211

負債計 38,768 38,979 211

（＊）長期借入金には、１年内返済予定の金額を含めております。
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（注）１．金融商品の時価の算定方法

資　産

　(1) 現金及び預金、(2) 売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。

(3）役員に対する長期貸付金

役員に対する長期貸付金の時価は、新規に同様の貸付を行った場合に想定される利率で割り引いて算出す

る方法によっております。　

　

負　債

(1) 長期借入金

この時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値に

より算定しております。

　　

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分
貸借対照表計上額

（千円）　

投資事業有限責任組合等への出資 20,000

関係会社株式 7,920

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、記載

しておりません。

　　

３．金銭債権の決算日後の償還予定額

　
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 58,952 ― ― ―

売掛金 49,077 ― ― ―

役員に対する長期貸付金 ― 38,000 ― ―

合計 108,029 38,000 ― ―

　

４．長期借入金の決算日後の返済予定額

　
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金 4,992 4,992 4,992 4,992 4,992 13,808

合計 4,992 4,992 4,992 4,992 4,992 13,808
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当事業年度（自　平成24年１月１日　至　平成24年12月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

当社は、資金の状況及び金融市場の状況を鑑み、資金運用については安全性、流動性を重視した金

融資産を購入する方針であります。また、資金調達については、安全性、経済性、機動性に配慮した

手段を採用しております。デリバティブについては行わない方針であります。

　

(2）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

投資有価証券は、投資事業有限責任組合等への出資であり、市場リスクに晒されております。　

借入金は、運転資金及び設備投資に係る資金調達であり、流動性リスクに晒されております。

　

(3）金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

取引先ごとに期日管理及び残高管理を行い、リスク低減を図っております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、市況や取引先企業との関

係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。　

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

財務担当部署において、短期の資金繰表を作成し、流動性リスクを管理しております。　

　

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額の他、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件

等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。　

　

２．金融商品の時価等に関する事項

　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

　
貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 226,101 226,101 ―

(2）売掛金 71,096 71,096 ―

資産計 297,197 297,197 ―

(1）短期借入金 159,000 159,000 ―

(2）未払法人税等 7,546 7,546 ―

(3）長期借入金（＊） 77,945 78,295 350

負債計 244,491 244,841 350

（＊）長期借入金には、１年内返済予定の金額を含めております。
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（注）１．金融商品の時価の算定方法

資　産

　(1) 現金及び預金、(2) 売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。

　

負　債

(1) 短期借入金、(2）未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。

(3) 長期借入金

この時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値に

より算定しております。

　

　　

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分
貸借対照表計上額

（千円）　

投資事業有限責任組合等への出資 14,554

関係会社株式 7,920

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、記載

しておりません。

　　

３．金銭債権の決算日後の償還予定額

　
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 226,101 ― ― ―

売掛金 71,096 ― ― ―

合計 297,197 ― ― ―

　

４．長期借入金の決算日後の返済予定額

　
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金 14,988 14,988 14,988 14,988 9,177 8,816

合計 14,988 14,988 14,988 14,988 9,177 8,816
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（有価証券関係）

前事業年度（平成23年12月31日）

１．子会社株式

子会社株式（貸借対照表計上額は7,920千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、記載しておりません。

　

２．その他有価証券

投資有価証券（貸借対照表計上額は20,000千円）については、市場価格がなく、時価を把握するのが極

めて困難と認められることから、記載しておりません。

　

当事業年度（平成24年12月31日）

１．子会社株式

子会社株式（貸借対照表計上額は7,920千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、記載しておりません。

　

２．その他有価証券

投資有価証券（貸借対照表計上額は14,554千円）については、市場価格がなく、時価を把握するのが極

めて困難と認められることから、記載しておりません。

　

（デリバティブ取引関係）

前事業年度（平成23年12月31日）

当社はデリバティブを全く利用していないため該当事項はありません。

　

当事業年度（平成24年12月31日）

当社はデリバティブを全く利用していないため該当事項はありません。

　

（退職給付関係）

前事業年度（平成23年12月31日）

退職給付制度がないため該当事項はありません。

　

当事業年度（平成24年12月31日）

退職給付制度がないため該当事項はありません。
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（ストック・オプション等関係）

前事業年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

１．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名

該当事項はありません。

　　

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

　 平成12年新株引受権（注）４ 平成13年新株引受権

付与対象者の区分及び人数 当社取締役　１名　
当社取締役　１名

当社従業員　３名　　

株式の種類別のストック・オプションの

数（注）１
普通株式　2,400株　 普通株式　152株

付与日 平成12年７月27日　 平成13年10月４日

権利確定条件 ―　 （注）２　

対象勤務期間 ―　
自　平成13年10月４日

至　平成15年10月31日　

権利行使期間
自　平成12年７月31日

至　平成26年６月29日　

自　平成15年11月１日

至　平成23年10月３日　

　

　 平成15年新株予約権 平成16年新株予約権①

付与対象者の区分及び人数
当社従業員　６名

社外協力者　３名　

当社従業員　１名

社外協力者　３名　　

株式の種類別のストック・オプションの

数（注）１
普通株式　72株　 普通株式　24株

付与日 平成15年５月16日　 平成16年２月27日

権利確定条件 （注）３　 （注）３　

対象勤務期間
自　平成15年５月16日

至　平成17年５月31日　

自　平成16年２月27日

至　平成18年７月30日　

権利行使期間
自　平成17年６月１日

至　平成24年４月30日　

自　平成18年７月31日

至　平成24年７月31日　

　

　 平成16年新株予約権② 平成17年新株予約権②

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　５名

当社従業員　６名　
当社従業員　７名　　

株式の種類別のストック・オプションの

数（注）１
普通株式　217株　 普通株式　38株

付与日 平成16年10月１日　 平成17年７月27日

権利確定条件 （注）３　　 （注）３　

対象勤務期間
自　平成16年10月１日

至　平成18年10月31日　

自　平成17年７月27日

至　平成19年８月31日　

権利行使期間
自　平成18年11月１日

至　平成25年11月１日　

自　平成19年９月１日

至　平成27年７月31日　
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　 平成17年新株予約権③ 平成17年新株予約権⑤

付与対象者の区分及び人数 社外協力者　６名　

当社取締役　３名

当社従業員　１名

社外協力者　７名　　

株式の種類別のストック・オプションの

数（注）１
普通株式　34株　 普通株式　475株

付与日 平成17年９月28日　 平成17年10月26日

権利確定条件 （注）３　 （注）３　

対象勤務期間
自　平成17年９月28日

至　平成19年９月30日　　

自　平成17年10月26日

至　平成19年９月30日　

権利行使期間
自　平成19年10月１日

至　平成27年８月31日　

自　平成19年10月１日

至　平成27年８月31日　

　

　 平成18年新株予約権 平成19年新株予約権①

付与対象者の区分及び人数 当社従業員　２名　 当社従業員　11名　　

株式の種類別のストック・オプションの

数（注）１
普通株式　40株　 普通株式　27株

付与日 平成18年４月19日　 平成19年３月14日

権利確定条件 （注）３　 （注）３　

対象勤務期間
自　平成18年４月19日

至　平成20年３月31日　

自　平成19年３月14日

至　平成20年３月31日　

権利行使期間
自　平成20年４月１日

至　平成28年３月31日　

自　平成20年４月１日

至　平成28年３月31日　

　

　 平成19年新株予約権③ 平成21年新株予約権

付与対象者の区分及び人数 社外協力者　１名　

当社取締役　１名

当社従業員　１名　

社外協力者　１名　　

株式の種類別のストック・オプションの

数（注）１
普通株式　20株　 普通株式　390株

付与日 平成19年９月１日　 平成21年４月15日

権利確定条件 （注）３　 （注）３　

対象勤務期間
自　平成19年９月１日

至　平成20年３月31日　

自　平成21年４月15日

至　平成23年３月26日　

権利行使期間
自　平成20年４月１日

至　平成28年３月31日　

自　平成23年３月27日

至　平成31年３月25日　
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（注）１． 株式数に換算して記載しております。

なお、上記に記載されたストック・オプション等の数は、平成13年10月17日付株式分割（１株につき４株）に

よる分割後の株式数に換算して記載しております。

２．権利確定条件は、以下のとおりであります。

①権利者は、退職した時（取締役、監査役への就任を除く）、新株予約権を行使できないものとする。

②権利者は、権利行使時において株式が日本国内もしくは世界中いずれかにおける証券取引所に上場しまたは店

頭市場に登録されることにより公開されてより６ヶ月を経過している場合のみ、新株予約権を行使できるもの

とする。

③その他については、臨時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、付与対象者との間で締結する契約に定める

ところによる。　

３．権利確定条件は、以下のとおりであります。

①新株予約権の割当を受けた者（以下「対象者」という。）が死亡した場合、新株予約権の相続は認められない

ものとする。

②対象者は、権利行使時においても、当社または当社子会社の取締役もしくは当社の従業員の地位にあることを

要す。ただし、取締役会が行使を認めた場合はこの限りではない。

③その他の権利行使の条件については、本新株予約権発行の取締役会決議及び株主総会決議に基づき当社と対象

者との間で締結する「新株予約権割当契約」で定めるところにある。

４．平成12年新株引受権は、商法等改正整備法第19条第２項の規定により、新株予約権付社債とみなされる第１回

新株引受権付無担保社債の新株引受権であります。同社債は、新株引受権部分につき成功報酬型ワラントとし

て利用したストック・オプション制度を実施するため、取締役に対し支給することを目的として発行したもの

であります。　

　

(2)ストック・オプション等の規模及び変動状況

当事業年度（平成23年12月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ

ションの数については、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

　 平成12年新株引受権 平成13年新株引受権

権利確定前 　 　 　

前事業年度末 （株） ― ―

付与 （株） ― ―

失効 （株） ― ―

権利確定 （株） ― ―

未確定残 （株） ― ―

権利確定後 　 　 　

前事業年度末 （株） 2,160 24

権利確定 （株） ― ―

権利行使 （株） ― ―

失効 （株） ― 24

未行使残 （株） 2,160 ―
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　 平成15年新株予約権 平成16年新株予約権①

権利確定前 　 　 　

前事業年度末 （株） ― ―

付与 （株） ― ―

失効 （株） ― ―

権利確定 （株） ― ―

未確定残 （株） ― ―

権利確定後 　 　 　

前事業年度末 （株） 41 20

権利確定 （株） ― ―

権利行使 （株） ― ―

失効 （株） ― ―

未行使残 （株） 41 20

　

　 平成16年新株予約権② 平成17年新株予約権②

権利確定前 　 　 　

前事業年度末 （株） ― ―

付与 （株） ― ―

失効 （株） ― ―

権利確定 （株） ― ―

未確定残 （株） ― ―

権利確定後 　 　 　

前事業年度末 （株） 156 4

権利確定 （株） ― ―

権利行使 （株） ― ―

失効 （株） ― ―

未行使残 （株） 156 4
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　 平成17年新株予約権③ 平成17年新株予約権⑤

権利確定前 　 　 　

前事業年度末 （株） ― ―

付与 （株） ― ―

失効 （株） ― ―

権利確定 （株） ― ―

未確定残 （株） ― ―

権利確定後 　 　 　

前事業年度末 （株） 31 474

権利確定 （株） ― ―

権利行使 （株） ― ―

失効 （株） ― ―

未行使残 （株） 31 474

　

　 平成18年新株予約権 平成19年新株予約権①

権利確定前 　 　 　

前事業年度末 （株） ― 　―

付与 （株） ― ―

失効 （株） ― ―

権利確定 （株） ― ―

未確定残 （株） ― ―

権利確定後 　 　 　

前事業年度末 （株） 20 17

権利確定 （株） ― ―

権利行使 （株） ― ―

失効 （株） ― ―

未行使残 （株） 20 17
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　 平成19年新株予約権③ 平成21年新株予約権

権利確定前 　 　 　

前事業年度末 （株） ― 390

付与 （株） ― ―

失効 （株） ― ―

権利確定 （株） ― 390

未確定残 （株） ― ―

権利確定後 　 　 　

前事業年度末 （株） 20 ―

権利確定 （株） ― 390

権利行使 （株） ― ―

失効 （株） ―　 ―

未行使残 （株） 20 390

（注）１．上記に掲載された株式数は、平成13年10月17日付株式分割（株式１株につき４株）による株式数の調整を行っ

ております。

２．平成13年新株引受権については、平成23年10月４日をもって行使期間を満了したことにより失効いたしまし

た。
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　②　単価情報

　 平成12年新株引受権 平成13年新株引受権

権利行使価格 （円） 12,500 88,000

行使時平均株価 （円） ― ―

付与日における公正な評価単価 （円） ― ―

　

　 平成15年新株予約権 平成16年新株予約権①

権利行使価格 （円） 100,000 100,000

行使時平均株価 （円） ― ―

付与日における公正な評価単価 （円） ― ―

　

　 平成16年新株予約権② 平成17年新株予約権②

権利行使価格 （円） 100,000 100,000

行使時平均株価 （円） ― ―

付与日における公正な評価単価 （円） ― ―

　

　 平成17年新株予約権③ 平成17年新株予約権⑤

権利行使価格 （円） 100,000 100,000

行使時平均株価 （円） ― ―

付与日における公正な評価単価 （円） ― ―

　

　 平成18年新株予約権 平成19年新株予約権①

権利行使価格 （円） 125,000 125,000

行使時平均株価 （円） ― ―

付与日における公正な評価単価 （円） ― ―

　

　 平成19年新株予約権③ 平成21年新株予約権

権利行使価格 （円） 125,000 125,000

行使時平均株価 （円） ― ―

付与日における公正な評価単価 （円） ― ―

（注）１．上記に掲載された権利行使価格は、平成13年10月17日付株式分割（株式１株につき４株）による権利行使価格

の調整を行っております。

２．行使時平均株価は、権利行使時点において当社が非上場のため記載しておりません。

　

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

当社は非上場であるため、付与日におけるストック・オプションの公正な評価単価を合理的に見積もる

ことができないことから、ストック・オプションの公正な評価単価の本源的価値をもってストック・オプ

ションの評価単価としております。

また、当事業年度において付与されたストック・オプションはありません。　

　

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

将来の失効数の合理的な見積は困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しておりま

す。

EDINET提出書類

株式会社ホットリンク(E30091)

有価証券届出書（新規公開時）

115/205



５．ストック・オプションの単位当たりの本源的価値により算定を行う場合の当事業年度末における本源的

価値の合計額及び当事業年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的

価値の合計額

①当事業年度末における本源的価値の合計額　　　　―　千円

②当事業年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合計額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　―　千円
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当事業年度（自　平成24年１月１日　至　平成24年12月31日）

１．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名

該当事項はありません。

　　

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

　 平成12年新株引受権（注）３ 平成15年新株予約権

付与対象者の区分及び人数 当社取締役　１名　
当社従業員　６名

社外協力者　３名　

株式の種類別のストック・オプションの

数（注）１
普通株式　480,000株　 普通株式　14,400株　

付与日 平成12年７月27日　 平成15年５月16日　

権利確定条件 ―　 （注）２　

対象勤務期間 ―　
自　平成15年５月16日

至　平成17年５月31日　

権利行使期間
自　平成12年７月31日

至　平成26年６月29日　

自　平成17年６月１日

至　平成24年４月30日　

　

　 平成16年新株予約権① 平成16年新株予約権②

付与対象者の区分及び人数
当社従業員　１名

社外協力者　３名　　

当社取締役　５名

当社従業員　６名　

株式の種類別のストック・オプションの

数（注）１
普通株式　4,800株 普通株式　43,400株　

付与日 平成16年２月27日 平成16年10月１日　

権利確定条件 （注）２　 （注）２　　

対象勤務期間
自　平成16年２月27日

至　平成18年７月30日　

自　平成16年10月１日

至　平成18年10月31日　

権利行使期間
自　平成18年７月31日

至　平成24年７月31日　

自　平成18年11月１日

至　平成25年11月１日　

　

　 平成17年新株予約権② 平成17年新株予約権③

付与対象者の区分及び人数 当社従業員　７名　　 社外協力者　６名　

株式の種類別のストック・オプションの

数（注）１
普通株式　7,600株 普通株式　6,800株　

付与日 平成17年７月27日 平成17年９月28日　

権利確定条件 （注）２　 （注）２　

対象勤務期間
自　平成17年７月27日

至　平成19年８月31日　

自　平成17年９月28日

至　平成19年９月30日　　

権利行使期間
自　平成19年９月１日

至　平成27年７月31日　

自　平成19年10月１日

至　平成27年８月31日　
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　 平成17年新株予約権⑤ 平成18年新株予約権

付与対象者の区分及び人数

当社取締役　３名

当社従業員　１名

社外協力者　７名　　

当社従業員　２名　

株式の種類別のストック・オプションの

数（注）１
普通株式　95,000株 普通株式　8,000株　

付与日 平成17年10月26日 平成18年４月19日　

権利確定条件 （注）２　 （注）２　

対象勤務期間
自　平成17年10月26日

至　平成19年９月30日　

自　平成18年４月19日

至　平成20年３月31日　

権利行使期間
自　平成19年10月１日

至　平成27年８月31日　

自　平成20年４月１日

至　平成28年３月31日　

　

　 平成19年新株予約権① 平成19年新株予約権③

付与対象者の区分及び人数 当社従業員　11名　　 社外協力者　１名　

株式の種類別のストック・オプションの

数（注）１
普通株式　5,400株 普通株式　4,000株　

付与日 平成19年３月14日 平成19年９月１日　

権利確定条件 （注）２　 （注）２　

対象勤務期間
自　平成19年３月14日

至　平成20年３月31日　

自　平成19年９月１日

至　平成20年３月31日　

権利行使期間
自　平成20年４月１日

至　平成28年３月31日　

自　平成20年４月１日

至　平成28年３月31日　

　

　 平成21年新株予約権

付与対象者の区分及び人数

当社取締役　１名

当社従業員　１名　

社外協力者　１名　　

株式の種類別のストック・オプションの

数（注）１
普通株式　78,000株

付与日 平成21年４月15日

権利確定条件 （注）２　

対象勤務期間
自　平成21年４月15日

至　平成23年３月26日　

権利行使期間
自　平成23年３月27日

至　平成31年３月25日　
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（注）１．株式数に換算して記載しております。

なお、上記に記載されたストック・オプション等の数は、平成13年10月17日付株式分割（１株につき４株）及

び平成25年８月13日付株式分割（１株につき200株）による分割後の株式数に換算して記載しております。

２．権利確定条件は、以下のとおりであります。

①新株予約権の割当を受けた者（以下「対象者」という。）が死亡した場合、新株予約権の相続は認められない

ものとする。

②対象者は、権利行使時においても、当社または当社子会社の取締役もしくは当社の従業員の地位にあることを

要す。ただし、取締役会が行使を認めた場合はこの限りではない。

③その他の権利行使の条件については、本新株予約権発行の取締役会決議及び株主総会決議に基づき当社と対象

者との間で締結する「新株予約権割当契約」で定めるところにある。

３．平成12年新株引受権は、商法等改正整備法第19条第２項の規定により、新株予約権付社債とみなされる第１回

新株引受権付無担保社債の新株引受権であります。同社債は、新株引受権部分につき成功報酬型ワラントとし

て利用したストック・オプション制度を実施するため、取締役に対し支給することを目的として発行したもの

であります。　

　

(2)ストック・オプション等の規模及び変動状況

当事業年度（平成24年12月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ

ションの数については、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

　 平成12年新株引受権 平成15年新株予約権

権利確定前 　 　 　

前事業年度末 （株） ― ―

付与 （株） ― ―

失効 （株） ― ―

権利確定 （株） ― ―

未確定残 （株） ― ―

権利確定後 　 　 　

前事業年度末 （株） 432,000 8,200

権利確定 （株） ― ―

権利行使 （株） ― ―

失効 （株） ― 8,200

未行使残 （株） 432,000 ―
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　 平成16年新株予約権① 平成16年新株予約権②

権利確定前 　 　 　

前事業年度末 （株） ― ―

付与 （株） ― ―

失効 （株） ― ―

権利確定 （株） ― ―

未確定残 （株） ― ―

権利確定後 　 　 　

前事業年度末 （株） 4,000 31,200

権利確定 （株） ― ―

権利行使 （株） 3,000 ―

失効 （株） 1,000 ―

未行使残 （株） ― 31,200

　

　 平成17年新株予約権② 平成17年新株予約権③

権利確定前 　 　 　

前事業年度末 （株） ― ―

付与 （株） ― ―

失効 （株） ― ―

権利確定 （株） ― ―

未確定残 （株） ― ―

権利確定後 　 　 　

前事業年度末 （株） 800 6,200

権利確定 （株） ― ―

権利行使 （株） ― ―

失効 （株） ― ―

未行使残 （株） 800 6,200
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　 平成17年新株予約権⑤ 平成18年新株予約権

権利確定前 　 　 　

前事業年度末 （株） ― ―

付与 （株） ― ―

失効 （株） ― ―

権利確定 （株） ― ―

未確定残 （株） ― ―

権利確定後 　 　 　

前事業年度末 （株） 94,800 4,000

権利確定 （株） ― ―

権利行使 （株） ― ―

失効 （株） ― ―

未行使残 （株） 94,800 4,000

　

　 平成19年新株予約権① 平成19年新株予約権③

権利確定前 　 　 　

前事業年度末 （株） 　― ―

付与 （株） ― ―

失効 （株） ― ―

権利確定 （株） ― ―

未確定残 （株） ― ―

権利確定後 　 　 　

前事業年度末 （株） 3,400 4,000

権利確定 （株） ― ―

権利行使 （株） ― ―

失効 （株） ― ―　

未行使残 （株） 3,400 4,000
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　 平成21年新株予約権

権利確定前 　 　

前事業年度末 （株） ―

付与 （株） ―

失効 （株） ―

権利確定 （株） ―

未確定残 （株） ―

権利確定後 　 　

前事業年度末 （株） 78,000

権利確定 （株） ―

権利行使 （株） ―

失効 （株） ―

未行使残 （株） 78,000

（注）１．上記に掲載された株式数は、平成13年10月17日付株式分割（株式１株につき４株）及び平成25年８月13日付株

式分割（株式１株につき200株）による株式数の調整を行っております。

２．平成15年新株予約権及び平成16年新株予約権①については、平成24年５月１日及び平成24年８月１日をもって

それぞれ権利行使期間を満了したことにより失効いたしました。
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　②　単価情報

　 平成12年新株引受権 平成15年新株予約権

権利行使価格 （円） 62.5 500

行使時平均株価 （円） ― ―

付与日における公正な評価単価 （円） ― ―

　

　 平成16年新株予約権① 平成16年新株予約権②

権利行使価格 （円） 500 500

行使時平均株価 （円） ― ―

付与日における公正な評価単価 （円） ― ―

　

　 平成17年新株予約権② 平成17年新株予約権③

権利行使価格 （円） 500 500

行使時平均株価 （円） ― ―

付与日における公正な評価単価 （円） ― ―

　

　 平成17年新株予約権⑤ 平成18年新株予約権

権利行使価格 （円） 500 625

行使時平均株価 （円） ― ―

付与日における公正な評価単価 （円） ― ―

　

　 平成19年新株予約権① 平成19年新株予約権③

権利行使価格 （円） 625 625

行使時平均株価 （円） ― ―

付与日における公正な評価単価 （円） ― ―

　

　 平成21年新株予約権

権利行使価格 （円） 625

行使時平均株価 （円） ―

付与日における公正な評価単価 （円） ―

（注）１．上記に掲載された権利行使価格は、平成13年10月17日付株式分割（株式１株につき４株）及び平成25年８月13

日付株式分割（１株につき200株）による権利行使価格の調整を行っております。

２．行使時平均株価は、権利行使時点において当社が非上場のため記載しておりません。

　

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

当社は非上場であるため、付与日におけるストック・オプションの公正な評価単価を合理的に見積もる

ことができないことから、ストック・オプションの公正な評価単価の本源的価値をもってストック・オプ

ションの評価単価としております。

また、当事業年度において付与されたストック・オプションはありません。　

　

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

将来の失効数の合理的な見積は困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しておりま

す。
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５．ストック・オプションの単位当たりの本源的価値により算定を行う場合の当事業年度末における本源的

価値の合計額及び当事業年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的

価値の合計額

①当事業年度末における本源的価値の合計額　　　　―　千円

②当事業年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合計額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　―　千円
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（税効果会計関係）

前事業年度（平成23年12月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
当事業年度

（平成23年12月31日）

繰延税金資産 　

賞与引当金 5,038千円

減損損失 9,128

繰越欠損金 11,249

その他　 1,064

繰延税金資産小計　 26,481

評価性引当額　 △14,174

繰延税金資産計 12,306

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

　
当事業年度

（平成23年12月31日）

法定実効税率 40.7％

（調整） 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.5

役員賞与 1.0

住民税均等割 0.3

評価性引当額の増減 △43.7

その他 △0.0　

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △1.2

　

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成

23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関

する特別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開

始する事業年度から法人税率の引下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴

い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の40.7％から、平成25年１月１

日に開始する事業年度から平成27年１月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については

38.0％に、平成28年１月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については35.6％とな

ります。この税率変更により、繰延税金資産及び法人税等の金額に影響はありません。
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　　当事業年度（平成24年12月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
当事業年度

（平成24年12月31日）

繰延税金資産 　

賞与引当金 3,348千円

減損損失 3,865

のれん 5,162

その他　 3,451

繰延税金資産小計　 15,827

評価性引当額　 △7,329

繰延税金資産計 8,498

　　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

　
当事業年度

（平成24年12月31日）

法定実効税率 40.7％

（調整） 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.4　

住民税均等割 1.8　

評価性引当額の増減 △13.9　

合併による影響額 △3.4　

その他 △1.6　

税効果会計適用後の法人税等の負担率 25.0　
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（持分法損益等）

前事業年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

該当事項はありません。

　

当事業年度（自　平成24年１月１日　至　平成24年12月31日）

該当事項はありません。

　

（企業結合等関係）

前事業年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

該当事項はありません。　

　

当事業年度（自　平成24年１月１日　至　平成24年12月31日）

取得による企業結合

１．企業結合の概要

（1）被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称：株式会社ガーラバズ

事業の内容：ソーシャルメディア分析

（2）企業結合を行った主な理由

ソーシャルメディアソリューション事業における競争力強化が見込めると判断したためであります。

（3）企業結合日

平成24年５月31日

（4）企業結合の法的形式

株式取得

（5）結合後企業の名称

株式会社ホットリンク

（6）取得した議決権比率

100％

（7）取得企業を決定するに至った主な論拠

当社が現金を対価とした株式取得により、株式会社ガーラバズの全株式を取得し、取得企業となってお

ります。

　

２. 財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間

平成24年６月１日から平成24年９月30日まで

　

３. 被取得企業の取得原価及びその内訳

被取得企業の取得原価は300,000千円であり、現金による取得であります。

　

４. 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（1）発生したのれんの金額

289,696千円

（2）発生原因

今後の事業展開によって期待される、将来の超過収益力から生じたものであります。

（3）償却方法及び償却期間

５年間の定額法により償却

　

５. 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産　　　　　　　 　36,914千円

固定資産　　　　　　　　　3,205千円

　資産合計　　　　　　   40,119千円

流動負債　　　　　　　 　29,815千円

固定負債　　　　　　　　 　　－千円

　負債合計　　　　　　 　29,815千円
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６. 企業結合が当事業年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当事業年度に係る損益計算書に及ぼす影

響の概算額及びその算定方法

売上高　　　　　　　　 　105,336千円

営業利益　　　　　　　　　29,369千円

経常利益　　　　　　　　　30,829千円

税引前当期純利益　　　 △224,062千円

当期純利益　　　　　 　△232,328千円

（概算額の算定方法）

企業結合が事業年度開始の日に完了したと仮定して算定された売上高及び損益情報と、取得企業の損益

計算書における売上高及び損益情報との差額を、影響の概算額としております。

なお、当該注記は監査証明を受けておりません。

　

共通支配下の取引等

１. 取引の概要

（1）結合当事企業及び当該事業の内容

結合企業：当社

被結合企業：株式会社ガーラバズ（当社の子会社）

（2）企業結合日

 平成24年10月１日

（3）企業結合の法的形式

 当社を存続会社とする吸収合併

（4）結合後企業の名称

 株式会社ホットリンク

（5）その他の取引の概要に関する事項

企業結合を行った理由は、営業部門及び管理部門の集約を行い経営の効率化を図るためであります。

　

２. 実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準及

び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日）に基づ

き、共通支配下の取引として処理しております。

　

（資産除去債務関係）

前事業年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

該当事項はありません。

　

当事業年度（自　平成24年１月１日　至　平成24年12月31日）

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前事業年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

当社は、ソーシャルクラウドサービスの単一セグメントであるため、記載は省略しております。

　　

当事業年度（自　平成24年１月１日　至　平成24年12月31日）

当社は、ソーシャルクラウドサービスの単一セグメントであるため、記載は省略しております。

　

【関連情報】

前事業年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

１．製品及びサービスごとの情報　

当社は、ソーシャルクラウドサービスの単一セグメントであるため、記載は省略しております。

２．地域ごとの情報

(1) 売上高　

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社トライバルメディアハウス 123,210 ソーシャルクラウドサービス

株式会社オプト 87,413 ソーシャルクラウドサービス

　　

当事業年度（自　平成24年１月１日　至　平成24年12月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

当社は、ソーシャルクラウドサービスの単一セグメントであるため、記載は省略しております。

２．地域ごとの情報

(1) 売上高　

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報

　（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社トライバルメディアハウス 156,975 ソーシャルクラウドサービス

株式会社オプト 93,959 ソーシャルクラウドサービス
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

当社は、ソーシャルクラウドサービスの単一セグメントであるため、記載は省略しております。

　　

当事業年度（自　平成24年１月１日　至　平成24年12月31日）

当社は、ソーシャルクラウドサービスの単一セグメントであるため、記載は省略しております。

　

【報告セグメントごとののれん償却額及び未償却残高に関する情報】

前事業年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

該当事項はありません。

　　

当事業年度（自　平成24年１月１日　至　平成24年12月31日）

当社は、ソーシャルクラウドサービスの単一セグメントであるため、記載は省略しております。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前事業年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

該当事項はありません。

　　

当事業年度（自　平成24年１月１日　至　平成24年12月31日）

該当事項はありません。

　

（追加情報）

前事業年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

当事業年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27

日公表分）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号

平成20年３月21日）を適用しております。

　

当事業年度（自　平成24年１月１日 至　平成24年12月31日）

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前事業年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

１．関連当事者との取引

（ア）財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る）等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有（被所
有）割合

（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

親会社 ㈱オプト　
東京都千

代田区　
7,595,514

広告代理

店　

（被所有）

直接

74.36　　

親会社

役員の兼

任　

製品の販

売　
87,413 売掛金　 6,012

経費の支払 12,026

未払金　　 3,453データ利

用　
3,791

 経費の前払  3 前払費用　 3

　

（イ）財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会

社等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有（被所
有）割合

（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

同一の親

会社を持

つ会社

㈱モディ

ファイ　

東京都千

代田区　
22,500　

WEB開

発　
―　

営業上の取

引　

製品の販

売　
160 ―　 ―　

ツール利用 1,200 未払金 105

同一の親

会社を持

つ会社

ソウルドア

ウト㈱

東京都千

代田区　
8,880　

広告代理

店　
―

営業上の取

引　

製品の販

売　
960 売掛金 84

同一の親

会社を持

つ会社

㈱Platform

ID　

東京都千

代田区　
30,000　

データプ

ラット

フォー

ム　

―
営業上の取

引　

製品の販

売　
9,240 売掛金 1,574

同一の親

会社を持

つ会社

㈱デジミ

ホ　

東京都千

代田区　
100,000　

WEBマー

ケティン

グ　

―
営業上の取

引　

製品の販

売　
1,800 売掛金 157
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（ウ）財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る）等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有（被所
有）割合

（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員
内山幸

樹　　
―　　 ―

当社代表

取締役社

長

（被所有）

直接 19.36

資金の貸付
― ―

役員に対す

る長期貸付

金

38,000

利息の受取 562 未収収益 18

債務被保証

当社銀行借

入に対する

債務被保証

38,768 ― ―

　（注）１．上記（ア）～（ウ）の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含ま

れております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) 製品の販売については、一般の取引条件と同様に決定しております。

(2) 経費の支払は、主に家賃や水道光熱費等の費用であり、使用面積や人数比に応じて取引金額を定めてお

ります。

(3) 資金の貸付については、貸付利率は市場金利を勘案して取締役会にて合理的に決定しております。　

(4) データ利用及びツール利用は、一般の取引条件と同様に決定しております。

(5) 当社は金融機関からの借入金に対して、代表取締役社長内山幸樹より債務保証を受けております。な

お、保証料の支払いはありません。

　

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1）親会社情報

㈱オプト(大阪証券取引所JASDAQ市場に上場)

　

(2）重要な関連会社の要約財務情報

　該当事項はありません。
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当事業年度（自　平成24年１月１日　至　平成24年12月31日）

１．関連当事者との取引

（ア）財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る）等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有（被所
有）割合

（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

親会社 ㈱オプト　
東京都千

代田区　
7,600,567

広告代理

店　

（被所有）

直接 65.58

親会社

役員の兼

任　　

製品の販

売　
93,959　 売掛金　 5,279　

経費の支払 26,314　
未払金　　 3,741　　

データ利用 4,533　

　

（イ）財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会

社等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有（被所
有）割合

（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

同一の親

会社を持

つ会社

ソウルドア

ウト㈱

東京都千

代田区　
8,880　

広告代理

店　
―

営業上の取

引　

製品の販

売　
80　 ― ―　　

同一の親

会社を持

つ会社

㈱デジミホ
東京都千

代田区
100,000

WEBマー

ケティン

グ

―　
営業上の取

引
製品の販売 1,800 売掛金 157　

同一の親

会社を持

つ会社

㈱Platform

ID　

東京都千

代田区　
30,000　

データプ

ラット

フォー

ム　

―

営業上の取

引

役員の兼

任　

製品の販

売　
14,001　 売掛金 1,148　
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（ウ）財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る）等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有（被所
有）割合

（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

　役員

　

内山幸樹　

　

―　

　

―

　

当社代表

取締役社

長

　

（被所有）

直接 17.08

　

資金の貸付

貸付金の回

収　
38,000　 ―　 ―　

利息の受取 557　 ― ―　

債務被保証

当社銀行借

入に対する

債務被保証

236,945 ― ―

　（注）１．上記（ア）～（ウ）の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含ま

れております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) 製品の販売については、一般の取引条件と同様に決定しております。

(2) 経費の支払は、主に家賃や水道光熱費等の費用であり、使用面積や人数比に応じて取引金額を定めてお

ります。

(3) 資金の貸付については、貸付利率は市場金利を勘案して取締役会にて合理的に決定しております。　

(4) データ利用は、一般の取引条件と同様に決定しております。

(5) 当社は金融機関からの借入金に対して、代表取締役社長内山幸樹より債務保証を受けております。な

お、保証料の支払いはありません。
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２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1）親会社情報

㈱オプト(大阪証券取引所JASDAQ市場（現　東京証券取引所１部上場）に上場)

　

(2）重要な関連会社の要約財務情報

　該当事項はありません。　
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（１株当たり情報）

前事業年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

　
　
　

当事業年度
（自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日）

１株当たり純資産額 280.36円

１株当たり当期純利益金額 97.20円

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であ

るため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。

２．当社は、平成25年８月13日付で株式１株につき200株の株式分割を行っております。当事業年度の期首に当

該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額を算定しております。

（会計方針の変更）

下記の会計方針の変更に関する注記は、財務諸表等規則附則第３項の規定に基づき、平成24年１月１日に開始

する事業年度（以下「翌事業年度」という。）における会計方針の変更の注記と同様の内容を記載しておりま

す。

翌事業年度より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成22年６月30日）、

「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月30日公表

分）及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号　平成22年６月30日）を適用

しております。当該会計方針の変更は遡及適用され、財務諸表等規則附則第３項の規定に基づき、当事業年度に

ついても当該会計基準等を適用しております。

この適用により、翌事業年度の貸借対照表日後に行った株式分割は、当事業年度の期首に行われたと仮定して

１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額を算定しております。

これらの会計基準等を適用しなかった場合の当事業年度の１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額

は、以下のとおりであります。

１株当たり純資産額　　　　　　56,071.87円

１株当たり当期純利益金額　　　19,439.24円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場

であるため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。

３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当事業年度

（自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日）

当期純利益金額（千円） 108,529

普通株主に帰属しない金額（千円） ―

普通株式に係る当期純利益金額（千円） 108,529

期中平均株式数（株） 1,116,600

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要

新株引受権２種類及び新株予約

権10種類。

詳細は「第４提出会社の状況　

１ 株式等の状況(2)新株予約権

等の状況」に記載のとおりであ

ります。
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当事業年度（自　平成24年１月１日　至　平成24年12月31日）

　
　
　

当事業年度
（自　平成24年１月１日
至　平成24年12月31日）

１株当たり純資産額 376.12円

１株当たり当期純利益金額 32.32円

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であ

るため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。

２．当社は、平成25年８月13日付で株式１株につき200株の株式分割を行っております。前事業年度の期首に当

該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額を算定しております。

（会計方針の変更）

当事業年度より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成22年６月30日）、

「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月30日公表

分）及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号　平成22年６月30日）を適用

しております。

この適用により、当事業年度の貸借対照表日後に行った株式分割は、前事業年度の期首に行われたと仮定して

１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額を算定しております。

これらの会計基準等を適用しなかった場合の前事業年度の１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額

は、以下のとおりであります。

１株当たり純資産額　　　　　　56,071.87円

１株当たり当期純利益金額　　　19,439.24円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場

であるため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。

３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当事業年度

（自　平成24年１月１日
至　平成24年12月31日）

当期純利益金額（千円） 29,336

普通株主に帰属しない金額（千円） ―

普通株式に係る当期純利益金額（千円） 29,336

期中平均株式数（株） 907,600

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要

新株引受権１種類及び新株予約

権10種類。

詳細は「第４提出会社の状況

１ 株式等の状況(2)新株予約権

等の状況」に記載のとおりであ

ります。
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（重要な後発事象）

前事業年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

該当事項はありません。

　

当事業年度（自　平成24年１月１日　至　平成24年12月31日）　

（ストック・オプションについて）

平成25年４月16日の臨時株主総会及び取締役会決議に基づき、平成25年４月16日に新株予約権を付与いた

しました。

(1) 新株予約権の割当日

平成25年４月16日

(2) 新株予約権の数

457個(新株予約権１個につき200株)

(3) 新株予約権の発行価格

無償　

(4) 新株予約権の目的たる株式の種類及び数

当社普通株式91,400株

(5) 新株予約権の行使に際して払い込むべき金額

新株予約権１個当たり1,000円

(6) 新株予約権の行使期間

平成27年４月17日から平成35年４月16日まで

(7) 新株予約権の割当対象者の内訳

当社取締役 ３名

当社監査役　１名

当社従業員　23名

　

なお、平成25年７月17日開催の取締役会決議により、平成25年８月13日付で普通株式１株を200株に分割

しております。これにより、「新株予約権の目的たる株式の種類及び数」及び「新株予約権の行使に際して

払い込むべき金額」が調整されております。

　

（株式分割について）　

当社は、平成25年７月17日開催の取締役会決議に基づき、平成25年８月13日付をもって株式分割を行って

おります。また、上記株式分割に伴い、定款の一部を変更し単元株制度を採用しております。

１．株式分割、単元株制度の採用の目的

当社株式の流動性の向上と投資家層の拡大を図ることを目的として株式分割を実施するとともに、単元株

式数(売買単位)を100株に統一することを目標とする全国証券取引所の「売買単位の集約に向けた行動計画」

を考慮し、１単元を100株とする単元株制度を採用いたします。

２．株式分割の概要

(1) 分割により増加した株式数

普通株式　1,120,171株

(2) 分割方法

平成25年８月12日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有株式数を、１株につき200株の割合を

もって分割しております。

なお、「１株当たり情報」は、当該株式分割が前事業年度の期首に行われたと仮定して算出しており、こ

れによる影響については、当該箇所に記載しております。

３．単元株制度の採用

単元株制度を採用し、普通株式の単元株式数を100株といたしました。

　

（新株予約権の行使による増資について）

平成25年10月21日に第１回新株引受権2,160個、第４回新株予約権100個、第９回新株予約権308個について

権利行使がありました。当該新株予約権の権利行使の概況は次のとおりです。

１．第１回新株引受権　　

(1) 発行した株式の種類及び数　普通株式　　　432,000株

(2) 発行価格　　　　　　　　　　　　　　　　　 62.5円

(3) 発行総額　　　　　　　　　　　　　　　 27,000千円

(4) 発行総額のうち資本へ組み入れた額　　 　13,500千円
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２．第４回新株予約権

(1) 発行した株式の種類及び数　普通株式　　　 20,000株

(2) 発行価格　　　　　　　　　　　　　　　　　  500円

(3) 発行総額　　　　　　　　　　　　　　　 10,000千円

(4) 発行総額のうち資本へ組み入れた額　　 　10,000千円

　

３．第９回新株予約権

(1) 発行した株式の種類及び数　普通株式　　　 61,600株

(2) 発行価格　　　　　　　　　　　　　　　　　 500円

(3) 発行総額　　　　　　　　　　　　　　　 30,800千円

(4) 発行総額のうち資本へ組み入れた額　　　 30,800千円
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

　【その他】

種類及び銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額

（千円）

投資有価証券 その他有価証券 投資事業有限責任匿名組合 200
　

14,554
　

計 200 14,554

　

　

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額

（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

建物附属設備 ― 3,410 1,569 1,840 87 268 1,753

工具、器具及び備品 116,738 13,247 9,901 120,085 93,367 24,135 26,717

リース資産　 ― 6,290 ― 6,290 419 419 5,870

有形固定資産計 116,738 22,947 11,470 128,216 93,873 24,822 34,342

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

のれん　 ― 270,383 ― 270,383 14,484 14,484 255,898

特許権　 846 ―
421

(421)　
425 425 105 ―

商標権　 1,211 679 ― 1,890 1,581 35 308

ソフトウエア　 212,625 41,007 238 253,394 167,455 37,670 85,938

ソフトウエア仮勘定　 4,537 26,635 26,715 4,457 ― ― 4,457

その他　 577 ― 511 66 ―  ― 66

無形固定資産計 219,797 338,705
27,886

(421)　
530,616 183,948 52,296 346,668

長期前払費用 2,270 777 117 2,930 997 485 1,932

　（注）１．当期増加額には、株式会社ガーラバズとの合併に伴い「工具、器具及び備品」10,328千円、「商標権」679

千円、「ソフトウエア」11,908千円、「長期前払費用」117千円が含まれております。

２．「のれん」の増加額は、株式会社ガーラバズの買収に伴うものであります。　

３．「ソフトウエア」及び「ソフトウエア仮勘定」の増加額は、ソフトウエア開発に係るものであります。

４．「工具、器具及び備品」の当期減少額は、「工具、器具及び備品」の除却によるものであります。

５．当期減少額欄の（）内は内書きで、減損損失の金額であります。　
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【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 ― 159,000 0.93 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 4,992 14,988 ― ―

１年以内に返済予定のリース債務 ― 1,267 ― ―

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除

く。）
33,776 62,957 1.28 平成29年～31年　

リース債務（１年以内に返済予定のものを除

く。）
― 4,945 ― 平成29年　

合計 38,768 243,157 ― ―

　（注）１．平均利率については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の貸借対照表日後５年間の返済予定額は

以下のとおりであります。

区分
１年超２年以内

（千円）
２年超３年以内

（千円）
３年超４年以内

（千円）
４年超５年以内

（千円）

長期借入金 14,988 14,988 14,988 9,177

リース債務 1,301 1,336 1,372 935

　

　

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 1,687 1,919 ― 1,687 1,919

賞与引当金 12,385 8,809 12,385 ― 8,809

製品保証引当金 12 ― ― 12 ―

　（注）１．貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。

２．製品保証引当金の「当期減少額（その他）」は、洗替額であります。

３．各引当金の増加額のうち、合併による増加額は、貸倒引当金136千円であります。　

　

【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

　流動資産

イ．現金及び預金

区分 金額（千円）

預金 　

普通預金 226,101

合計 226,101

　

ロ．売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

㈱トライバルメディアハウス　 14,669

㈱オプト　 5,279

㈱電通　 3,471

㈱ＣＳＫサービスウェア　 1,848

サントリービジネスエキスパート㈱　 1,680

その他 44,145

合計 71,096

　

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

当期末残高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────

２
──────

(B)
─────

366

49,077 678,703 656,685 71,096 90.2 32.4

　（注）　当期発生高には消費税等が含まれております。
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（３）【その他】

該当事項はありません。　
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 毎年１月１日から12月31日まで

定時株主総会 毎事業年度終了後３ヶ月以内

基準日 12月31日

株券の種類 －　

剰余金の配当の基準日 ６月30日、12月31日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え 　

取扱場所 －　

株主名簿管理人 －

取次所 －　

名義書換手数料 －

新券交付手数料 －

単元未満株式の買取り 　

取扱場所
東京都中央区八重洲一丁目２番１号

みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部　

株主名簿管理人
東京都中央区八重洲一丁目２番１号

みずほ信託銀行株式会社　

取次所 みずほ信託銀行株式会社　全国各支店

買取手数料 無料　

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他やむを

得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載URL

http://www.hottolink.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。

　（注）　当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない

旨、定款に定めております。

(1）会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2）会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(3）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　

２【その他の参考情報】

　該当事項はありません。
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第三部【特別情報】

第１【提出会社及び連動子会社の最近の財務諸表】
　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸

表等規則」という。）に基づいて作成しております。また、連動子会社はありません。
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１【貸借対照表】
　 　 　 （単位：千円）　　

　
第10期

（平成20年12月31日）
第11期

（平成21年12月31日）
第12期

（平成22年12月31日）

資産の部 　 　 　

流動資産 　 　 　

現金及び預金 75,083 108,249 110,129

受取手形 － 1,470 －

売掛金 ※1　37,373 ※1　31,306 ※1　42,446

仕掛品 23 － －

前払費用 4,369 7,316 5,207

未収消費税 4,000 671 －

繰延税金資産 － － 10,613

役員に対する短期貸付金　 － － 38,000

その他 924 932 1,470

貸倒引当金 △1,644 △1,442 △1,875

流動資産合計 120,130 148,503 205,992

固定資産 　 　 　

有形固定資産 　 　 　

建物附属設備 4,081 － －

減価償却累計額 △1,745 － －

建物附属設備（純額） 2,336 － －

工具、器具及び備品 29,377 73,116 72,265

減価償却累計額 △18,005 △26,477 △45,977

工具、器具及び備品（純額） 11,371 46,639 26,287

建設仮勘定 － － 2,019

有形固定資産合計 13,708 46,639 28,306

無形固定資産 　 　 　

特許権 392 329 266

商標権 173 108 44

ソフトウエア 79,503 107,888 98,359

ソフトウエア仮勘定 27,330 34,625 11,838

その他 66 66 140

無形固定資産合計 107,466 143,018 110,649

投資その他の資産 　 　 　

役員に対する長期貸付金 38,000 38,000 －

長期前払費用 584 2,078 2,254

投資その他の資産合計 38,584 40,078 2,254

固定資産合計 159,759 229,736 141,210

資産合計 279,889 378,240 347,203
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　 　 　 （単位：千円）

　
第10期

（平成20年12月31日）
第11期

（平成21年12月31日）　
第12期

（平成22年12月31日）

　 　 　 　

負債の部 　 　 　

流動負債 　 　 　

買掛金 7,823 － －

短期借入金 － 　150,000 　　40,000

１年内返済予定の長期借入金　 － 5,408 4,992

未払金 ※1　26,944 ※1　49,147 ※1　26,323

未払費用 2,800 4,400 9,723

未払消費税等　 － － 14,108

未払法人税等 837 833 1,698

前受金 375 2,258 2,277

預り金 1,900 813 3,731

賞与引当金　 － － 11,640

製品保証引当金 1,390 1,076 8

その他 － － 26

流動負債合計 42,071 213,937 114,528

固定負債 　 　 　

長期借入金 － 43,344 38,768

固定負債合計 － 43,344 38,768

負債合計 42,071 257,281 153,296
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　 　 　 （単位：千円）

　
第10期

（平成20年12月31日）
第11期

（平成21年12月31日）　
第12期

（平成22年12月31日）

純資産の部 　 　 　

株主資本 　 　 　

資本金 251,996 251,996 251,996

資本剰余金 　 　 　

資本準備金 239,026 239,026 239,026

資本剰余金合計 239,026 239,026 239,026

利益剰余金 　 　 　

その他利益剰余金　 　 　 　

繰越利益剰余金 △253,204 △370,063 △297,115

利益剰余金合計 △253,204 △370,063 △297,115

株主資本合計 237,817 120,958 193,906

純資産合計 237,817 120,958 193,906

負債純資産合計 279,889 378,240 347,203
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２【損益計算書】
　 　 　 （単位：千円）

　
第10期

（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

第11期
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

第12期
（自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日）

売上高 　※1　491,310 ※1　289,746 ※1　428,478

売上原価 　345,646 　152,712 　185,672

売上総利益 145,663 137,033 242,805

販売費及び一般管理費 　 　 　

従業員給与及び手当 31,943 79,732 47,970

役員報酬 30,165 30,525 32,937

賞与 3,668 6,881 1,884

賞与引当金繰入額　 － － 11,640

貸倒引当金繰入額 － 6,438 433

業務委託費 32,822 11,766 4,112

支払報酬 11,626 12,453 4,393

研究開発費 ※2　29,122 ※2　12,669 ※2　9,722

減価償却費 5,242 3,569 1,721

法定福利費 7,016 12,023 9,137

その他 50,852 62,872 33,935

販売費及び一般管理費合計 202,459 238,933 157,889

営業利益又は営業損失（△） △56,795 △101,899 84,916

営業外収益 　 　 　

受取利息 533 634 584

その他 1,680 333 357

営業外収益合計 2,214 968 942
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　 　 　 （単位：千円）

　
第10期

（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）　

第11期
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）　

第12期
（自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日）　

営業外費用 　 　 　

支払利息 33 1,512 2,648

その他 3 1 4

営業外費用合計 37 1,513 2,652

経常利益又は経常損失（△） △54,618 △102,445 83,206

特別利益 　 　 　

貸倒引当金戻入額 5,940 6,641 －

製品保証引当金戻入額 12,528 314 1,067

固定資産受贈益 － － ※3　970

特別利益合計 18,469 6,956 2,038

特別損失 　 　 　

固定資産除却損 － ※4　3,479 ※4　326

減損損失 － ※5　17,600 ※5　22,290

特別損失合計 － 21,079 22,617

税引前当期純利益又は税引前当期純損失
（△）

△36,149 △116,568 62,626

法人税、住民税及び事業税 290 290 293

法人税等調整額 － － △10,613

法人税等合計 290 290 △10,320

当期純利益又は当期純損失（△） △36,439 △116,858 72,947
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３【株主資本等変動計算書】
　 　 　 （単位：千円）

　
第10期

（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

第11期
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

第12期
（自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日）

株主資本 　 　 　

資本金 　 　 　

前期末残高 251,996 251,996 251,996

当期変動額 　 　 　

当期変動額合計 ― ― ―

当期末残高 251,996 251,996 251,996

資本剰余金 　 　 　

資本準備金 　 　 　

前期末残高 239,026 239,026 239,026

当期変動額 　 　 　

当期変動額合計 ― ― ―

当期末残高 239,026 239,026 239,026

資本剰余金合計 　 　 　

前期末残高 239,026 239,026 239,026

当期変動額 　 　 　

当期変動額合計 ― ― ―

当期末残高 239,026 239,026 239,026

利益剰余金 　 　 　

その他利益剰余金 　 　 　

繰越利益剰余金 　 　 　

前期末残高 △216,765 △253,204 △370,063

当期変動額 　 　 　

当期純利益又は当期純損失
（△）

△36,439 △116,858 72,947

当期変動額合計 △36,439 △116,858 72,947

当期末残高 △253,204 △370,063 △297,115

利益剰余金合計 　 　 　

前期末残高 △216,765 △253,204 △370,063

当期変動額 　 　 　

当期純利益又は当期純損失
（△）

△36,439 △116,858 72,947

当期変動額合計 △36,439 △116,858 72,947

当期末残高 △253,204 △370,063 △297,115
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　 　 　 （単位：千円）

　
第10期

（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）　

第11期
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）　

第12期
（自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日）　

株主資本合計 　 　 　

前期末残高 274,256 237,817 120,958

当期変動額 　 　 　

当期純利益又は当期純損失（△） △36,439 △116,858 72,947

当期変動額合計 △36,439 △116,858 72,947

当期末残高 237,817 120,958 193,906

純資産合計 　 　 　

前期末残高 274,256 237,817 120,958

当期変動額 　 　 　

当期純利益又は当期純損失（△） △36,439 △116,858 72,947

当期変動額合計 △36,439 △116,858 72,947

当期末残高 237,817 120,958 193,906

　 　 　 　

　

EDINET提出書類

株式会社ホットリンク(E30091)

有価証券届出書（新規公開時）

153/205



【重要な会計方針】

項目
第10期

（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

第11期
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

第12期
（自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日）

１．たな卸資産の評価

基準及び評価方法

仕掛品　

　個別法による原価法を採

用しております。　

──────

　

　

──────

２．固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産　

　

　定率法（ただし、平成10

年４月１日以降に取得した

建物（建物附属設備を除

く）については定額法）を

採用しております。

建物附属設備　　　　　　

３年から15年

工具、器具及び備品　

４年～10年

　

（追加情報）　

当事業年度から、法人税

法の改正に伴い、平成19年

３月31日以前に取得の固定

資産については、改正前の

法人税法に基づく減価償却

の方法の適用により取得価

額の５％に達した事業年度

の翌事業年度から取得価額

の５％相当額と備忘価額と

の差額を５年間にわたり、

均等償却し、減価償却費に

含めて計上しております。

これによる損益に与える影

響は軽微であります。

(2) 無形固定資産

　

　定額法を採用しておりま

す。

　なお、自社利用のソフト

ウエアについては、社内に

おける利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっ

ております。　

(1) 有形固定資産（リース資

産を除く）

　定率法（ただし、平成10

年４月１日以降に取得した

建物（建物附属設備を除

く）については定額法）を

採用しております。

工具、器具及び備品　

４年～10年

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

(2) 無形固定資産（リース資

産を除く）

同左　

　

　

　

　

　

(1) 有形固定資産（リース資

産を除く）

　定率法（ただし、平成10

年４月１日以降に取得した

建物（建物附属設備を除

く）については定額法）を

採用しております。

工具、器具及び備品　

４年～10年

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

(2) 無形固定資産（リース資

産を除く）

同左
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項目
第10期

（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

第11期
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

第12期
（自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日）

　 ──────

　

(3)リース資産

　リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファ

イナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が平

成20年12月31日以前のリー

ス取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっており

ます。　

(3)リース資産

同左

　

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権等の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しておりま

す。

(1）貸倒引当金

同左　

(1）貸倒引当金

同左　

　 ──────

　

　

────── (2）賞与引当金

　従業員の賞与金の支払に

備えて、賞与支給見込額の

当期負担額を計上しており

ます。

（追加情報）

　当事業年度より従業員に

対する賞与支給見込額のう

ち当事業年度における負担

額を「賞与引当金」として

計上しております。これに

より、従来の方法によった

場合と比較して、営業利

益、経常利益及び税引前当

期純利益はそれぞれ11,640

千円減少しております。　

　 (3）製品保証引当金

　製品保証期間中における

無償補修に備えて、過去の

補修実績に基づき見積もっ

た将来の発生見込額を計上

しております。　

(3）製品保証引当金

同左　

(3）製品保証引当金

同左
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項目
第10期

（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

第11期
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

第12期
（自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日）

４．リース取引の処理

方法

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

────── ──────

５．その他財務諸表作

成のための基本と

なる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税

抜方式によっております。　

消費税等の会計処理

同左　

　

消費税等の会計処理

同左　
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【会計処理方法の変更】

第10期
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

第11期
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

第12期
（自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日）

──────　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

（棚卸資産の評価に関する会計基

準）　

当事業年度より「棚卸資産の評

価に関する会計基準」（企業会計

基準第９号　平成18年７月５日公

表分）を適用しております。

これによる損益に与える影響は

ありません。　

　

（リース取引に関する会計基準）

　所有権移転外ファイナンス・リース

取引については、従来、賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によってお

りましたが、当事業年度より、「リー

ス取引に関する会計基準」（企業会計

基準第13号（平成５年６月17日（企業

会計審議会第一部会）、平成19年３月

30日改正））及び「リース取引に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第16号（平成６年１月18日

（日本公認会計士協会会計制度委員

会）、平成19年３月30日改正））を適

用し、通常の売買取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。

　これによる損益に与える影響はあり

ません。

──────　

　

【注記事項】

（貸借対照表関係）

第10期
（平成20年12月31日）

第11期
（平成21年12月31日）

第12期
（平成22年12月31日）

※１　関係会社に対する資産及び負

債　

区分掲記されたもの以外で各科目に

含まれるものは、次のとおりでありま

す。　

売掛金 1,522千円

未払金       3,190

　　

※１　関係会社に対する資産及び負

債　

区分掲記されたもの以外で各科目に

含まれるものは、次のとおりでありま

す。　

売掛金 3,135千円

未払金 　5,841

　

※１　関係会社に対する資産及び負

債　

区分掲記されたもの以外で各科目に

含まれるものは、次のとおりでありま

す。

売掛金 8,240千円

未払金 　4,066

　２　当座貸越契約の総額　

当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため取引銀行１行と当座貸越契約

を締結しております。この契約に基づ

く事業年度末の借入未実行残高は次の

とおりであります。　

当座貸越極度額 100,000千円

借入実行残高       －

差引額 　　 100,000

　　

　２　当座貸越契約の総額　

当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため取引銀行１行と当座貸越契約

を締結しております。この契約に基づ

く事業年度末の借入未実行残高は次の

とおりであります。　

当座貸越極度額 100,000千円

借入実行残高 　40,000

差引額 　　 60,000

　

　２　当座貸越契約の総額　

当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため取引銀行１行と当座貸越契約

を締結しております。この契約に基づ

く事業年度末の借入未実行残高は次の

とおりであります。

当座貸越極度額 100,000千円

借入実行残高 　40,000

差引額 　　  60,000
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（損益計算書関係）

第10期
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

第11期
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

第12期
（自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日）

※１　関係会社との取引に係るものが

次のとおり含まれております。

関係会社への売上高　　 7,593千

円　　

※１　関係会社との取引に係るものが

次のとおり含まれております。

関係会社への売上高　 20,761千

円　　

※１　関係会社との取引に係るものが

次のとおり含まれております。

関係会社への売上高　 115,830千円

　　

※２　研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費

29,122千円

※２　研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費

12,669千円　

※２　研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費

9,722千円

　

──────

　

────── ※３　固定資産受贈益の主な内訳は、

工具、器具及び備品970千円であ

ります。

　

──────

　

※４　固定資産除却損の主な内訳は、

建物附属設備2,216千円、工具、

器具及び備品1,262千円でありま

す。

　

※４　固定資産除却損の主な内訳は、

工具、器具及び備品326千円であ

ります。

──────

　

　

※５　減損損失

当事業年度において、当社は以下の

資産グループについて減損損失を計上

しました。

場所　 用途　 種類　

東京都

千代田区　
遊休資産　

ソフト

ウエア　

当社は減損会計の適用にあたり、

サービス単位を基準として資産グルー

ピングを行っており、遊休資産につい

ては当該資産ごとにグルーピングを

行っております。

遊休資産については、事業の用に供

さないことが明らかになったため、帳

簿価額を正味売却価額まで減額し、当

該減少額を減損損失（17,600千円）と

して特別損失に計上いたしました。

なお、正味売却価額はゼロ円として

おります。　

　

※５　減損損失

当事業年度において、当社は以下の

資産グループについて減損損失を計上

しました。

場所　 用途　 種類　

東京都

千代田区　
遊休資産　

ソフト

ウエア　

当社は減損会計の適用にあたり、

サービス単位を基準として資産グルー

ピングを行っており、遊休資産につい

ては当該資産ごとにグルーピングを

行っております。

遊休資産については、事業の用に供

さないことが明らかになったため、帳

簿価額を正味売却価額まで減額し、当

該減少額を減損損失（22,290千円）と

して特別損失に計上いたしました。

なお、正味売却価額はゼロ円として

おります。　
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（株主資本等変動計算書関係）

第10期（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末

株式数
（株）

当事業年度
増加株式数
（株）

当事業年度
減少株式数
（株）

当事業年度末
株式数
（株）

発行済株式 　 　 　 　

普通株式 5,614 － － 5,614

合計 5,614 － － 5,614

自己株式 　 　 　 　

普通株式 － － － －

合計 － － － －

　　

２．新株予約権等に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当事業年度
末残高
（千円）

前事業
年度末

当事業
年度増加

当事業
年度減少

当事業
年度末

提出会社
ストック・オプションと

しての新株予約権　
－　 － － － － －

合計 －　 － － － － －

　　

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

該当事項はありません。

　

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

該当事項はありません。
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第11期（自　平成21年１月１日　至　平成21年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末

株式数
（株）

当事業年度
増加株式数
（株）

当事業年度
減少株式数
（株）

当事業年度末
株式数
（株）

発行済株式 　 　 　 　

普通株式 5,614 － － 5,614

合計 5,614 － － 5,614

自己株式 　 　 　 　

普通株式 － － － －

合計 － － － －

　　

２．新株予約権等に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当事業年度
末残高
（千円）

前事業
年度末

当事業
年度増加

当事業
年度減少

当事業
年度末

提出会社
ストック・オプションと

しての新株予約権　
－　 － － － － －

合計 －　 － － － － －

　

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

該当事項はありません。

　

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

該当事項はありません。
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第12期（自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末

株式数
（株）

当事業年度
増加株式数
（株）

当事業年度
減少株式数
（株）

当事業年度末
株式数
（株）

発行済株式 　 　 　 　

普通株式 5,614 － － 5,614

合計 5,614 － － 5,614

自己株式 　 　 　 　

普通株式 － － － －

合計 － － － －

　

２．新株予約権等に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当事業年度
末残高
（千円）

前事業
年度末

当事業
年度増加

当事業
年度減少

当事業
年度末

提出会社
ストック・オプションと

しての新株予約権　
－　 － － － － －

合計 －　 － － － － －

　

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

該当事項はありません。

　

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

該当事項はありません。
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（リース取引関係）

第10期
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

第11期
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

第12期
（自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日）

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース（借主側）

(1) リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高相

当額

リース開始日が平成20年12月31日以

前の所有権移転外ファイナンス・リー

ス（借主側）

(1) リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高相

当額

リース開始日が平成20年12月31日以

前の所有権移転外ファイナンス・リー

ス（借主側）

(1) リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高相

当額

　

取得価
額相当
額（千
円）　

減価償却
累計額相
当額（千
円）　　

期末残高
相当額
（千
円）　　

　
工具、器具
及び備品
　

22,381 15,081 7,299

合計　 22,381 15,081 7,299

　

取得価
額相当
額（千
円）　

減価償
却累計
額相当
額（千
円）　

期末残
高相当
額（千
円）　

　
工具、器具及
び備品
　

14,344 12,903 1,440

合計　 14,344 12,903 1,440

　

取得価
額相当
額（千
円）　

減価償
却累計
額相当
額（千
円）　

期末残
高相当
額（千
円）　

　
工具、器具及
び備品
　

3,720 3,277 　442

合計　 3,720 3,277 442　

(2) 未経過リース料期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内　 6,285千円

１年超　 1,628

合計　 7,913

１年内 1,109千円

１年超 519

合計 1,628

１年内 519千円

１年超 ―

合計 519

(3) 支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額及び

減損損失　

(3) 支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額及び

減損損失　

(3) 支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額及

び減損損失

支払リース料　 7,615千円

減価償却費相当

額　

6,751千円

支払利息相当額　 835千円

支払リース料 4,596千円

減価償却費相当額 4,072千円

支払利息相当額 265千円

支払リース料 638千円

減価償却費相当額 531千円

支払利息相当額 45千円

(4) 減価償却費相当額及び利息相当額

の算定方法　

(4) 減価償却費相当額及び利息相当額

の算定方法　

(4) 減価償却費相当額及び利息相当額

の算定方法　

減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっており

ます。

利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、

利息法によっております。

　（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失は

ありません。　　

減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっており

ます。

利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、

利息法によっております。

　（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失は

ありません。　

減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっており

ます。

利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、

利息法によっております。

　（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失は

ありません。
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（金融商品関係）

第12期（自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

当社は、資金の状況及び金融市場の状況を鑑み、資金運用については安全性、流動性を重視した金融

資産を購入する方針であります。また、資金調達については、安全性、経済性、機動性に配慮した手段

を採用しております。デリバティブについては行わない方針であります。

　

(2）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

短期貸付金は、役員に対するものであり、貸付先の信用リスクに晒されております。　

借入金は、運転資金及び設備投資に係る資金調達であり、流動性リスクに晒されております

　

(3）金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に関するリスク）の管理

取引先ごとに期日管理及び残高管理を行い、リスク低減を行っております。

② 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

財務担当部署において、短期の資金繰表を作成し、流動性リスクを管理しております。

　

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額の他、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を

採用することにより、当該価額が変動することがあります。　
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２．金融商品の時価等に関する事項

　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

　
貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 110,129 110,129 －

(2）売掛金 42,446 42,446 －

(3）役員に対する短期貸付金 38,000 38,000 －

資産計 190,575 190,575 －

(1）短期借入金 40,000 40,000 －

(2）未払消費税等 14,108 14,108 －

(3）長期借入金（＊） 43,760 43,897 137

負債計 97,868 98,005 137

（＊）長期借入金には、１年内返済予定の金額を含めております。

　

（注）１．金融商品の時価の算定方法

資　産

(1) 現金及び預金、(2) 売掛金、(3) 役員に対する短期貸付金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。　

　

負　債

(1) 短期借入金、(2) 未払消費税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。　

(3) 長期借入金

この時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値に

より算定しております。　
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

該当事項はありません。

　　

３．金銭債権の決算日後の償還予定額

　
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 110,129 － － －

売掛金 42,446 － － －

役員に対する短期貸付金 38,000 － － －

合計 190,575 － － －

　

４．長期借入金の決算日後の返済予定額

　
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金　 4,992 4,992 4,992 4,992 4,992 18,800

合計 4,992 4,992 4,992 4,992 4,992 18,800

　

（追加情報）

　当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び「金融商品

の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日公表分）を適用しており

ます。
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（有価証券関係）

第10期（平成20年12月31日）

　該当事項はありません。　

　

第11期（平成21年12月31日）

　該当事項はありません。

　

第12期（平成22年12月31日）

　該当事項はありません。　

　

（デリバティブ取引関係）

第10期（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

当社はデリバティブを全く利用していないため該当事項はありません。

　

第11期（自　平成21年１月１日　至　平成21年12月31日）

当社はデリバティブを全く利用していないため該当事項はありません。　

　

第12期（自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日）

当社はデリバティブを全く利用していないため該当事項はありません。

　

（退職給付関係）

第10期（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

退職給付制度がないため該当事項はありません。

　

第11期（自　平成21年１月１日　至　平成21年12月31日）

退職給付制度がないため該当事項はありません。　

　

第12期（自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日）

退職給付制度がないため該当事項はありません。
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（ストック・オプション等関係）

第10期（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

１．ストック・オプションに係る当事業年度における費用計上額及び科目名

該当事項はありません。

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

　 平成12年新株引受権（注）４ 平成13年新株引受権

付与対象者の区分及び人数 当社取締役　１名　
当社取締役　１名

当社従業員　３名　　

株式の種類別のストック・オプションの

数（注）１
普通株式　2,400株　 普通株式　152株

付与日 平成12年７月27日　 平成13年10月４日

権利確定条件 ―　 （注）２　

対象勤務期間 ―　
自　平成13年10月４日

至　平成15年10月31日　

権利行使期間
自　平成12年７月31日

至　平成26年６月29日　

自　平成15年11月１日

至　平成23年10月３日　

　

　 平成15年新株予約権 平成16年新株予約権①

付与対象者の区分及び人数
当社従業員　６名

社外協力者　３名　

当社従業員　１名

社外協力者　３名　　

株式の種類別のストック・オプションの

数（注）１
普通株式　72株　 普通株式　24株

付与日 平成15年５月16日　 平成16年２月27日

権利確定条件 （注）３　 （注）３　

対象勤務期間
自　平成15年５月16日

至　平成17年５月31日　

自　平成16年２月27日

至　平成18年７月30日　

権利行使期間
自　平成17年６月１日

至　平成24年４月30日　

自　平成18年７月31日

至　平成24年７月31日　

　

　 平成16年新株予約権② 平成17年新株予約権②

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　５名

当社従業員　６名　
当社従業員　７名　　

株式の種類別のストック・オプションの

数（注）１
普通株式　217株　 普通株式　38株

付与日 平成16年10月１日　 平成17年７月27日

権利確定条件 （注）３　　 （注）３　

対象勤務期間
自　平成16年10月１日

至　平成18年10月31日　

自　平成17年７月27日

至　平成19年８月31日　

権利行使期間
自　平成18年11月１日

至　平成25年11月１日　

自　平成19年９月１日

至　平成27年７月31日　
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　 平成17年新株予約権③ 平成17年新株予約権⑤

付与対象者の区分及び人数 社外協力者　６名　

当社取締役　３名

当社従業員　１名

社外協力者　７名　　

株式の種類別のストック・オプションの

数（注）１
普通株式　34株　 普通株式　475株

付与日 平成17年９月28日　 平成17年10月26日

権利確定条件 （注）３　 （注）３　

対象勤務期間
自　平成17年９月28日

至　平成19年９月30日　　

自　平成17年10月26日

至　平成19年９月30日　

権利行使期間
自　平成19年10月１日

至　平成27年８月31日　

自　平成19年10月１日

至　平成27年８月31日　

　

　 平成18年新株予約権 平成19年新株予約権①

付与対象者の区分及び人数 当社従業員　２名　 当社従業員　11名　　

株式の種類別のストック・オプションの

数（注）１
普通株式　40株　 普通株式　27株

付与日 平成18年４月19日　 平成19年３月14日

権利確定条件 （注）３　 （注）３　

対象勤務期間
自　平成18年４月19日

至　平成20年３月31日　

自　平成19年３月14日

至　平成20年３月31日　

権利行使期間
自　平成20年４月１日

至　平成28年３月31日　

自　平成20年４月１日

至　平成28年３月31日　

　

　 平成19年新株予約権② 平成19年新株予約権③

付与対象者の区分及び人数 当社従業員　１名　 社外協力者　１名　　

株式の種類別のストック・オプションの

数（注）１
普通株式　17株　 普通株式　20株

付与日 平成19年７月18日　 平成19年９月１日

権利確定条件 （注）３　 （注）３　

対象勤務期間
自　平成19年７月18日

至　平成20年３月31日　

自　平成19年９月１日

至　平成20年３月31日　

権利行使期間
自　平成20年４月１日

至　平成28年３月31日　

自　平成20年４月１日

至　平成28年３月31日　
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（注）１. 株式数に換算して記載しております。

なお、上記に記載されたストック・オプション等の数は、平成13年10月17日付株式分割（１株につき４株）に

よる分割後の株式数に換算して記載しております。

２．権利確定条件は、以下のとおりであります。

①権利者は、退職した時（取締役、監査役への就任を除く）、新株予約権を行使できないものとする。

②権利者は、権利行使時において株式が日本国内もしくは世界中いずれかにおける証券取引所に上場しまたは店

頭市場に登録されることにより公開されてより６ヶ月を経過している場合のみ、新株予約権を行使できるもの

とする。

③その他については、臨時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、付与対象者との間で締結する契約に定める

ところによる。　

３．権利確定条件は、以下のとおりであります。

①新株予約権の割当を受けた者（以下「対象者」という。）が死亡した場合、新株予約権の相続は認められない

ものとする。

②対象者は、権利行使時においても、当社または当社子会社の取締役もしくは当社の従業員の地位にあることを

要す。ただし、取締役会が行使を認めた場合はこの限りではない。

③その他の権利行使の条件については、本新株予約権発行の取締役会決議及び株主総会決議に基づき当社と対象

者との間で締結する「新株予約権割当契約」で定めるところにある。

４．平成12年新株引受権は、商法等改正整備法第19条第２項の規定により、新株予約権付社債とみなされる第１回

新株引受権付無担保社債の新株引受権であります。同社債は、新株引受権部分につき成功報酬型ワラントとし

て利用したストック・オプション制度を実施するため、取締役に対し支給することを目的として発行したもの

であります。　

　

　(2)ストック・オプション等の規模及び変動状況

当事業年度（平成20年12月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ

ションの数については、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプション等の数

　 平成12年新株引受権 平成13年新株引受権

権利確定前 　 　 　

前事業年度末 （株） ― ―

付与 （株） ― ―

失効 （株） ― ―

権利確定 （株） ― ―

未確定残 （株） ― ―

権利確定後 　 　 　

前事業年度末 （株） 2,160 24

権利確定 （株） ― ―

権利行使 （株） ― ―

失効 （株） ― ―

未行使残 （株） 2,160 24
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　 平成15年新株予約権 平成16年新株予約権①

権利確定前 　 　 　

前事業年度末 （株） ― ―

付与 （株） ― ―

失効 （株） ― ―

権利確定 （株） ― ―

未確定残 （株） ― ―

権利確定後 　 　 　

前事業年度末 （株） 41 20

権利確定 （株） ― ―

権利行使 （株） ― ―

失効 （株） ― ―

未行使残 （株） 41 20

　

　 平成16年新株予約権② 平成17年新株予約権②

権利確定前 　 　 　

前事業年度末 （株） ― ―

付与 （株） ― ―

失効 （株） ― ―

権利確定 （株） ― ―

未確定残 （株） ― ―

権利確定後 　 　 　

前事業年度末 （株） 156 7

権利確定 （株） ― ―

権利行使 （株） ― ―

失効 （株） ― 3

未行使残 （株） 156 4
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　 平成17年新株予約権③ 平成17年新株予約権⑤

権利確定前 　 　 　

前事業年度末 （株） ― ―

付与 （株） ― ―

失効 （株） ― ―

権利確定 （株） ― ―

未確定残 （株） ― ―

権利確定後 　 　 　

前事業年度末 （株） 31 474

権利確定 （株） ― ―

権利行使 （株） ― ―

失効 （株） ― ―

未行使残 （株） 31 474

　

　 平成18年新株予約権 平成19年新株予約権①

権利確定前 　 　 　

前事業年度末 （株） 20 19

付与 （株） ― ―

失効 （株） ― ―

権利確定 （株） 20 19

未確定残 （株） ― ―

権利確定後 　 　 　

前事業年度末 （株） ― ―

権利確定 （株） 20 19

権利行使 （株） ― ―

失効 （株） ― 2

未行使残 （株） 20 17
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　 平成19年新株予約権② 平成19年新株予約権③

権利確定前 　 　 　

前事業年度末 （株） 17 20

付与 （株） ― ―

失効 （株） ― ―

権利確定 （株） 17 20

未確定残 （株） ― ―

権利確定後 　 　 　

前事業年度末 （株） ― ―

権利確定 （株） 17 20

権利行使 （株） ― ―

失効 （株） 17 ―

未行使残 （株） ― 20

（注）１．上記に掲載された株式数は、平成13年10月17日付株式分割（株式１株につき４株）による株式数の調整を行っ

ております。

２．平成19年新株予約権②については、平成20年６月１日に消却したことにより失効いたしました。
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　②　単価情報

　 平成12年新株引受権 平成13年新株引受権

権利行使価格 （円） 12,500 88,000

行使時平均株価 （円） ― ―

付与日における公正な評価単価 （円） ― ―

　

　 平成15年新株予約権 平成16年新株予約権①

権利行使価格 （円） 100,000 100,000

行使時平均株価 （円） ― ―

付与日における公正な評価単価 （円） ― ―

　

　 平成16年新株予約権② 平成17年新株予約権②

権利行使価格 （円） 100,000 100,000

行使時平均株価 （円） ― ―

付与日における公正な評価単価 （円） ― ―

　

　 平成17年新株予約権③ 平成17年新株予約権⑤

権利行使価格 （円） 100,000 100,000

行使時平均株価 （円） ― ―

付与日における公正な評価単価 （円） ― ―

　

　 平成18年新株予約権 平成19年新株予約権①

権利行使価格 （円） 125,000 125,000

行使時平均株価 （円） ― ―

付与日における公正な評価単価 （円） ― ―

　

　 平成19年新株予約権② 平成19年新株予約権③

権利行使価格 （円） 125,000 125,000

行使時平均株価 （円） ― ―

付与日における公正な評価単価 （円） ― ―

（注）１．上記に掲載された権利行使価格は、平成13年10月17日付株式分割（株式１株につき４株）による権利行使価格

の調整を行っております。

２．行使時平均株価は、権利行使時点において当社が非上場のため記載しておりません。

　

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

当社は非上場であるため、付与日におけるストック・オプションの公正な評価単価を合理的に見積もる

ことができないことから、ストック・オプションの公正な評価単価の本源的価値をもってストック・オプ

ションの評価単価としております。

また、当事業年度において付与されたストック・オプションはありません。　

　

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

将来の失効数の合理的な見積は困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しておりま

す。
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５．ストック・オプションの単位当たりの本源的価値により算定を行う場合の当事業年度末における本源的

価値の合計額及び当事業年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的

価値の合計額

①当事業年度末における本源的価値の合計額　　　　―　千円

②当事業年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合計額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　―　千円
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第11期（自　平成21年１月１日　至　平成21年12月31日）

１．ストック・オプションに係る当事業年度における費用計上額及び科目名

該当事項はありません。

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

　 平成12年新株引受権（注）４ 平成13年新株引受権

付与対象者の区分及び人数 当社取締役　１名　
当社取締役　１名

当社従業員　３名　　

株式の種類別のストック・オプションの

数（注）１
普通株式　2,400株　 普通株式　152株

付与日 平成12年７月27日　 平成13年10月４日

権利確定条件 ―　 （注）２　

対象勤務期間 ―　
自　平成13年10月４日

至　平成15年10月31日　

権利行使期間
自　平成12年７月31日

至　平成26年６月29日　

自　平成15年11月１日

至　平成23年10月３日　

　

　 平成15年新株予約権 平成16年新株予約権①

付与対象者の区分及び人数
当社従業員　６名

社外協力者　３名　

当社従業員　１名

社外協力者　３名　　

株式の種類別のストック・オプションの

数（注）１
普通株式　72株　 普通株式　24株

付与日 平成15年５月16日　 平成16年２月27日

権利確定条件 （注）３　 （注）３　

対象勤務期間
自　平成15年５月16日

至　平成17年５月31日　

自　平成16年２月27日

至　平成18年７月30日　

権利行使期間
自　平成17年６月１日

至　平成24年４月30日　

自　平成18年７月31日

至　平成24年７月31日　

　

　 平成16年新株予約権② 平成17年新株予約権②

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　５名

当社従業員　６名　
当社従業員　７名　　

株式の種類別のストック・オプションの

数（注）１
普通株式　217株　 普通株式　38株

付与日 平成16年10月１日　 平成17年７月27日

権利確定条件 （注）３　　 （注）３　

対象勤務期間
自　平成16年10月１日

至　平成18年10月31日　

自　平成17年７月27日

至　平成19年８月31日　

権利行使期間
自　平成18年11月１日

至　平成25年11月１日　

自　平成19年９月１日

至　平成27年７月31日　
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　 平成17年新株予約権③ 平成17年新株予約権⑤

付与対象者の区分及び人数 社外協力者　６名　

当社取締役　３名

当社従業員　１名

社外協力者　７名　　

株式の種類別のストック・オプションの

数（注）１
普通株式　34株　 普通株式　475株

付与日 平成17年９月28日　 平成17年10月26日

権利確定条件 （注）３　 （注）３　

対象勤務期間
自　平成17年９月28日

至　平成19年９月30日　　

自　平成17年10月26日

至　平成19年９月30日　

権利行使期間
自　平成19年10月１日

至　平成27年８月31日　

自　平成19年10月１日

至　平成27年８月31日　

　

　 平成18年新株予約権 平成19年新株予約権①

付与対象者の区分及び人数 当社従業員　２名　 当社従業員　11名　　

株式の種類別のストック・オプションの

数（注）１
普通株式　40株　 普通株式　27株

付与日 平成18年４月19日　 平成19年３月14日

権利確定条件 （注）３　 （注）３　

対象勤務期間
自　平成18年４月19日

至　平成20年３月31日　

自　平成19年３月14日

至　平成20年３月31日　

権利行使期間
自　平成20年４月１日

至　平成28年３月31日　

自　平成20年４月１日

至　平成28年３月31日　

　

　 平成19年新株予約権③ 平成21年新株予約権

付与対象者の区分及び人数 社外協力者　１名　

当社取締役　１名

当社従業員　１名　

社外協力者　１名　　

株式の種類別のストック・オプションの

数（注）１
普通株式　20株　 普通株式　390株

付与日 平成19年９月１日　 平成21年４月15日

権利確定条件 （注）３　 （注）３　

対象勤務期間
自　平成19年９月１日

至　平成20年３月31日　

自　平成21年４月15日

至　平成23年３月26日　

権利行使期間
自　平成20年４月１日

至　平成28年３月31日　

自　平成23年３月27日

至　平成31年３月25日　
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（注）１．株式数に換算して記載しております。

なお、上記に記載されたストック・オプション等の数は、平成13年10月17日付株式分割（１株につき４株）に

よる分割後の株式数に換算して記載しております。

２．権利確定条件は、以下のとおりであります。

①権利者は、退職した時（取締役、監査役への就任を除く）、新株予約権を行使できないものとする。

②権利者は、権利行使時において株式が日本国内もしくは世界中いずれかにおける証券取引所に上場しまたは店

頭市場に登録されることにより公開されてより６ヶ月を経過している場合のみ、新株予約権を行使できるもの

とする。

③その他については、臨時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、付与対象者との間で締結する契約に定める

ところによる。　

３．権利確定条件は、以下のとおりであります。

①新株予約権の割当を受けた者（以下「対象者」という。）が死亡した場合、新株予約権の相続は認められない

ものとする。

②対象者は、権利行使時においても、当社または当社子会社の取締役もしくは当社の従業員の地位にあることを

要す。ただし、取締役会が行使を認めた場合はこの限りではない。

③その他の権利行使の条件については、本新株予約権発行の取締役会決議及び株主総会決議に基づき当社と対象

者との間で締結する「新株予約権割当契約」で定めるところにある。

４．平成12年新株引受権は、商法等改正整備法第19条第２項の規定により、新株予約権付社債とみなされる第１回

新株引受権付無担保社債の新株引受権であります。同社債は、新株引受権部分につき成功報酬型ワラントとし

て利用したストック・オプション制度を実施するため、取締役に対し支給することを目的として発行したもの

であります。　

　

(2)ストック・オプション等の規模及び変動状況

当事業年度（平成21年12月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ

ションの数については、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプション等の数

　 平成12年新株引受権 平成13年新株引受権

権利確定前 　 　 　

前事業年度末 （株） ― ―

付与 （株） ― ―

失効 （株） ― ―

権利確定 （株） ― ―

未確定残 （株） ― ―

権利確定後 　 　 　

前事業年度末 （株） 2,160 24

権利確定 （株） ― ―

権利行使 （株） ― ―

失効 （株） ― ―

未行使残 （株） 2,160 24
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　 平成15年新株予約権 平成16年新株予約権①

権利確定前 　 　 　

前事業年度末 （株） ― ―

付与 （株） ― ―

失効 （株） ― ―

権利確定 （株） ― ―

未確定残 （株） ― ―

権利確定後 　 　 　

前事業年度末 （株） 41 20

権利確定 （株） ― ―

権利行使 （株） ― ―

失効 （株） ― ―

未行使残 （株） 41 20

　

　 平成16年新株予約権② 平成17年新株予約権②

権利確定前 　 　 　

前事業年度末 （株） ― ―

付与 （株） ― ―

失効 （株） ― ―

権利確定 （株） ― ―

未確定残 （株） ― ―

権利確定後 　 　 　

前事業年度末 （株） 156 4

権利確定 （株） ― ―

権利行使 （株） ― ―

失効 （株） ― ―

未行使残 （株） 156 4
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　 平成17年新株予約権③ 平成17年新株予約権⑤

権利確定前 　 　 　

前事業年度末 （株） ― ―

付与 （株） ― ―

失効 （株） ― ―

権利確定 （株） ― ―

未確定残 （株） ― ―

権利確定後 　 　 　

前事業年度末 （株） 31 474

権利確定 （株） ― ―

権利行使 （株） ― ―

失効 （株） ― ―

未行使残 （株） 31 474

　

　 平成18年新株予約権 平成19年新株予約権①

権利確定前 　 　 　

前事業年度末 （株） ― 　―

付与 （株） ― ―

失効 （株） ― ―

権利確定 （株） ― ―

未確定残 （株） ― ―

権利確定後 　 　 　

前事業年度末 （株） 20 17

権利確定 （株） ― ―

権利行使 （株） ― ―

失効 （株） ― ―

未行使残 （株） 20 17
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　 平成19年新株予約権③ 平成21年新株予約権

権利確定前 　 　 　

前事業年度末 （株） ― ―

付与 （株） ― 390

失効 （株） ― ―

権利確定 （株） ― ―

未確定残 （株） ― 390

権利確定後 　 　 　

前事業年度末 （株） 20 ―

権利確定 （株） ― ―

権利行使 （株） ― ―

失効 （株） ―　 ―

未行使残 （株） 20 ―

（注）上記に掲載された株式数は、平成13年10月17日付株式分割（株式１株につき４株）による株式数の調整を行なって

おります。

　

　②　単価情報

　 平成12年新株引受権 平成13年新株引受権

権利行使価格 （円） 12,500 88,000

行使時平均株価 （円） ― ―

付与日における公正な評価単価 （円） ― ―

　

　 平成15年新株予約権 平成16年新株予約権①

権利行使価格 （円） 100,000 100,000

行使時平均株価 （円） ― ―

付与日における公正な評価単価 （円） ― ―

　

　 平成16年新株予約権② 平成17年新株予約権②

権利行使価格 （円） 100,000 100,000

行使時平均株価 （円） ― ―

付与日における公正な評価単価 （円） ― ―

　

　 平成17年新株予約権③ 平成17年新株予約権⑤

権利行使価格 （円） 100,000 100,000

行使時平均株価 （円） ― ―

付与日における公正な評価単価 （円） ― ―
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　 平成18年新株予約権 平成19年新株予約権①

権利行使価格 （円） 125,000 125,000

行使時平均株価 （円） ― ―

付与日における公正な評価単価 （円） ― ―

　

　 平成19年新株予約権③ 平成21年新株予約権

権利行使価格 （円） 125,000 125,000

行使時平均株価 （円） ― ―

付与日における公正な評価単価 （円） ― ―

（注）１．上記に掲載された株式数は、平成13年10月17日付株式分割（株式１株につき４株）による株式数の調整を行っ

ております。

２．行使時平均株価は、権利行使時点において当社が非上場のため記載しておりません。

　

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

当社は非上場であるため、付与日におけるストック・オプションの公正な評価単価を合理的に見積もる

ことができないことから、ストック・オプションの公正な評価単価の本源的価値をもってストック・オプ

ションの評価単価としております。

　

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

将来の失効数の合理的な見積は困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しておりま

す。

　

５．ストック・オプションの単位当たりの本源的価値により算定を行う場合の当事業年度末における本源的

価値の合計額及び当事業年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的

価値の合計額

①当事業年度末における本源的価値の合計額　　　　―　千円

②当事業年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合計額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　―　千円
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第12期（自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日）

１．ストック・オプションに係る当事業年度における費用計上額及び科目名

該当事項はありません。

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

　 平成12年新株引受権（注）４ 平成13年新株引受権

付与対象者の区分及び人数 当社取締役　１名　
当社取締役　１名

当社従業員　３名　　

株式の種類別のストック・オプションの

数（注）１
普通株式　2,400株　 普通株式　152株

付与日 平成12年７月27日　 平成13年10月４日

権利確定条件 ―　 （注）２　

対象勤務期間 ―　
自　平成13年10月４日

至　平成15年10月31日　

権利行使期間
自　平成12年７月31日

至　平成26年６月29日　

自　平成15年11月１日

至　平成23年10月３日　

　

　 平成15年新株予約権 平成16年新株予約権①

付与対象者の区分及び人数
当社従業員　６名

社外協力者　３名　

当社従業員　１名

社外協力者　３名　　

株式の種類別のストック・オプションの

数（注）１
普通株式　72株　 普通株式　24株

付与日 平成15年５月16日　 平成16年２月27日

権利確定条件 （注）３　 （注）３　

対象勤務期間
自　平成15年５月16日

至　平成17年５月31日　

自　平成16年２月27日

至　平成18年７月30日　

権利行使期間
自　平成17年６月１日

至　平成24年４月30日　

自　平成18年７月31日

至　平成24年７月31日　

　

　 平成16年新株予約権② 平成17年新株予約権②

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　５名

当社従業員　６名　
当社従業員　７名　　

株式の種類別のストック・オプションの

数（注）１
普通株式　217株　 普通株式　38株

付与日 平成16年10月１日　 平成17年７月27日

権利確定条件 （注）３　　 （注）３　

対象勤務期間
自　平成16年10月１日

至　平成18年10月31日　

自　平成17年７月27日

至　平成19年８月31日　

権利行使期間
自　平成18年11月１日

至　平成25年11月１日　

自　平成19年９月１日

至　平成27年７月31日　
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　 平成17年新株予約権③ 平成17年新株予約権⑤

付与対象者の区分及び人数 社外協力者　６名　

当社取締役　３名

当社従業員　１名

社外協力者　７名　　

株式の種類別のストック・オプションの

数（注）１
普通株式　34株　 普通株式　475株

付与日 平成17年９月28日　 平成17年10月26日

権利確定条件 （注）３　 （注）３　

対象勤務期間
自　平成17年９月28日

至　平成19年９月30日　　

自　平成17年10月26日

至　平成19年９月30日　

権利行使期間
自　平成19年10月１日

至　平成27年８月31日　

自　平成19年10月１日

至　平成27年８月31日　

　

　 平成18年新株予約権 平成19年新株予約権①

付与対象者の区分及び人数 当社従業員　２名　 当社従業員　11名　　

株式の種類別のストック・オプションの

数（注）１
普通株式　40株　 普通株式　27株

付与日 平成18年４月19日　 平成19年３月14日

権利確定条件 （注）３　 （注）３　

対象勤務期間
自　平成18年４月19日

至　平成20年３月31日　

自　平成19年３月14日

至　平成20年３月31日　

権利行使期間
自　平成20年４月１日

至　平成28年３月31日　

自　平成20年４月１日

至　平成28年３月31日　

　

　 平成19年新株予約権③ 平成21年新株予約権

付与対象者の区分及び人数 社外協力者　１名　

当社取締役　１名

当社従業員　１名　

社外協力者　１名　　

株式の種類別のストック・オプションの

数（注）１
普通株式　20株　 普通株式　390株

付与日 平成19年９月１日　 平成21年４月15日

権利確定条件 （注）３　 （注）３　

対象勤務期間
自　平成19年９月１日

至　平成20年３月31日　

自　平成21年４月15日

至　平成23年３月26日　

権利行使期間
自　平成20年４月１日

至　平成28年３月31日　

自　平成23年３月27日

至　平成31年３月25日　
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（注）１．株式数に換算して記載しております。

なお、上記に記載されたストック・オプション等の数は、平成13年10月17日付株式分割（１株につき４株）に

よる分割後の株式数に換算して記載しております。

２．権利確定条件は、以下のとおりであります。

①権利者は、退職した時（取締役、監査役への就任を除く）、新株予約権を行使できないものとする。

②権利者は、権利行使時において株式が日本国内もしくは世界中いずれかにおける証券取引所に上場しまたは店

頭市場に登録されることにより公開されてより６ヶ月を経過している場合のみ、新株予約権を行使できるもの

とする。

③その他については、臨時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、付与対象者との間で締結する契約に定める

ところによる。　

３．権利確定条件は、以下のとおりであります。

①新株予約権の割当を受けた者（以下「対象者」という。）が死亡した場合、新株予約権の相続は認められない

ものとする。

②対象者は、権利行使時においても、当社または当社子会社の取締役もしくは当社の従業員の地位にあることを

要す。ただし、取締役会が行使を認めた場合はこの限りではない。

③その他の権利行使の条件については、本新株予約権発行の取締役会決議及び株主総会決議に基づき当社と対象

者との間で締結する「新株予約権割当契約」で定めるところにある。

４．平成12年新株引受権は、商法等改正整備法第19条第２項の規定により、新株予約権付社債とみなされる第１回

新株引受権付無担保社債の新株引受権であります。同社債は、新株引受権部分につき成功報酬型ワラントとし

て利用したストック・オプション制度を実施するため、取締役に対し支給することを目的として発行したもの

であります。　

　

(2)ストック・オプション等の規模及び変動状況

当事業年度（平成22年12月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ

ションの数については、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

　 平成12年新株引受権 平成13年新株引受権

権利確定前 　 　 　

前事業年度末 （株） ― ―

付与 （株） ― ―

失効 （株） ― ―

権利確定 （株） ― ―

未確定残 （株） ― ―

権利確定後 　 　 　

前事業年度末 （株） 2,160 24

権利確定 （株） ― ―

権利行使 （株） ― ―

失効 （株） ― ―

未行使残 （株） 2,160 24
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　 平成15年新株予約権 平成16年新株予約権①

権利確定前 　 　 　

前事業年度末 （株） ― ―

付与 （株） ― ―

失効 （株） ― ―

権利確定 （株） ― ―

未確定残 （株） ― ―

権利確定後 　 　 　

前事業年度末 （株） 41 20

権利確定 （株） ― ―

権利行使 （株） ― ―

失効 （株） ― ―

未行使残 （株） 41 20

　

　 平成16年新株予約権② 平成17年新株予約権②

権利確定前 　 　 　

前事業年度末 （株） ― ―

付与 （株） ― ―

失効 （株） ― ―

権利確定 （株） ― ―

未確定残 （株） ― ―

権利確定後 　 　 　

前事業年度末 （株） 156 4

権利確定 （株） ― ―

権利行使 （株） ― ―

失効 （株） ― ―

未行使残 （株） 156 4
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　 平成17年新株予約権③ 平成17年新株予約権⑤

権利確定前 　 　 　

前事業年度末 （株） ― ―

付与 （株） ― ―

失効 （株） ― ―

権利確定 （株） ― ―

未確定残 （株） ― ―

権利確定後 　 　 　

前事業年度末 （株） 31 474

権利確定 （株） ― ―

権利行使 （株） ― ―

失効 （株） ― ―

未行使残 （株） 31 474

　

　 平成18年新株予約権 平成19年新株予約権①

権利確定前 　 　 　

前事業年度末 （株） ― 　―

付与 （株） ― ―

失効 （株） ― ―

権利確定 （株） ― ―

未確定残 （株） ― ―

権利確定後 　 　 　

前事業年度末 （株） 20 17

権利確定 （株） ― ―

権利行使 （株） ― ―

失効 （株） ― ―

未行使残 （株） 20 17
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　 平成19年新株予約権③ 平成21年新株予約権

権利確定前 　 　 　

前事業年度末 （株） ― 390

付与 （株） ― ―

失効 （株） ― ―

権利確定 （株） ― ―

未確定残 （株） ― 390

権利確定後 　 　 　

前事業年度末 （株） 20 ―

権利確定 （株） ― ―

権利行使 （株） ― ―

失効 （株） ―　 ―

未行使残 （株） 20 ―

（注）上記に掲載された株式数は、平成13年10月17日付株式分割（株式１株につき４株）による株式数の調整を行ってお

ります。

　

　②　単価情報

　 平成12年新株引受権 平成13年新株引受権

権利行使価格 （円） 12,500 88,000

行使時平均株価 （円） ― ―

付与日における公正な評価単価 （円） ― ―

　

　 平成15年新株予約権 平成16年新株予約権①

権利行使価格 （円） 100,000 100,000

行使時平均株価 （円） ― ―

付与日における公正な評価単価 （円） ― ―

　

　 平成16年新株予約権② 平成17年新株予約権②

権利行使価格 （円） 100,000 100,000

行使時平均株価 （円） ― ―

付与日における公正な評価単価 （円） ― ―

　

　 平成17年新株予約権③ 平成17年新株予約権⑤

権利行使価格 （円） 100,000 100,000

行使時平均株価 （円） ― ―

付与日における公正な評価単価 （円） ― ―
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　 平成18年新株予約権 平成19年新株予約権①

権利行使価格 （円） 125,000 125,000

行使時平均株価 （円） ― ―

付与日における公正な評価単価 （円） ― ―

　

　 平成19年新株予約権③ 平成21年新株予約権

権利行使価格 （円） 125,000 125,000

行使時平均株価 （円） ― ―

付与日における公正な評価単価 （円） ― ―

（注）１．上記に掲載された権利行使価格は、平成13年10月17日付株式分割（株式１株につき４株）による権利行使価格

の調整を行っております。

２．行使時平均株価は、権利行使時点において当社が非上場のため記載しておりません。

　

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

当社は非上場であるため、付与日におけるストック・オプションの公正な評価単価を合理的に見積もる

ことができないことから、ストック・オプションの公正な評価単価の本源的価値をもってストック・オプ

ションの評価単価としております。

また、当事業年度において付与されたストック・オプションはありません。　

　

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

将来の失効数の合理的な見積は困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しておりま

す。

　

５．ストック・オプションの単位当たりの本源的価値により算定を行う場合の当事業年度末における本源的

価値の合計額及び当事業年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的

価値の合計額

①当事業年度末における本源的価値の合計額　　　　―　千円

②当事業年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合計額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　―　千円　

EDINET提出書類

株式会社ホットリンク(E30091)

有価証券届出書（新規公開時）

188/205



（税効果会計関係）

第10期
（平成20年12月31日）

第11期
（平成21年12月31日）

第12期
（平成22年12月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の

主な原因別の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の

主な原因別の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の

主な原因別の内訳

繰延税金資産 （千円）

未払賞与 2,405

繰越欠損金 48,403

その他 2,248

繰延税金資産小計 53,058

評価性引当額 △53,058

繰延税金資産計 ―

繰延税金資産 （千円）

未払賞与 2,799

減損損失 7,357

繰越欠損金 88,154

その他 1,761

繰延税金資産小計 100,073

評価性引当額 △100,073

繰延税金資産計 ―

繰延税金資産 （千円）

賞与引当金 4,750

減損損失 14,739

繰越欠損金 51,100

その他　 1,134

繰延税金資産小計 71,724

評価性引当額 △61,110

繰延税金資産計 10,613

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人

税等の負担率との間に重要な差異があると

きの、当該差異の原因となった主要な項目

別の内訳

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人

税等の負担率との間に重要な差異があると

きの、当該差異の原因となった主要な項目

別の内訳

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人

税等の負担率との間に重要な差異があると

きの、当該差異の原因となった主要な項目

別の内訳

税引前当期純損失を計上しているため、

記載を省略しております。
　

税引前当期純損失を計上しているため、

記載を省略しております。
　

　 （％）

法定実効税率 40.7

（調整）     

交際費等永久に損金に算入され

ない項目
0.3

住民税均等割 0.5

評価性引当額の増減 △58.4

その他　 0.4

税効果会計適用後の法人税等の負

担率
△16.5
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（持分法損益等）

第10期（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

該当事項はありません。　

　

第11期（自　平成21年１月１日　至　平成21年12月31日）

該当事項はありません。

　

第12期（自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日）

該当事項はありません。

　

【関連当事者情報】

第10期（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

（ア）親会社及び法人主要株主等

属性　
会社等の
名称又は
氏名

住所　
資本金又
は出資金
(千円)　

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有(被
所有)割合
(％)　

関係内容
取引の
内容　

取引金額
（千円）　

科目　
期末残高
（千

円）　　役員の
兼任等　

事業上の関
係　

親会社
㈱オプ

ト　

東京都千

代田区　
7,595,514

広告代理

店　

(被所

有)　

直接

59.6

２名　 親会社　

製品の販

売　
7,593 売掛金　 1,522

経費の支

払
36,743 未払金　 3,190

　

（イ）兄弟会社等

属性　
会社等の
名称又は
氏名

住所　
資本金又
は出資金
(千円)　

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有(被
所有)割合
(％)　

関係内容
取引の
内容　

取引金額
（千円）　

科目　
期末残高
（千

円）　　役員の
兼任等　

事業上の関
係　

同一の

親会社

を持つ

会社

㈱クラシ

ファイド

東京都千

代田区　
119,800

広告企画

販売　
― ―　

営業上の

取引　

製品の販

売　
 16,035 売掛金　  446

　

（ウ）役員及び個人主要株主等

属性　
会社等の
名称又は
氏名

住所　
資本金又
は出資金
(千円)　

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有(被
所有)割合
(％)　

関係内容
取引の
内容　

取引金額
（千円）　

科目　
期末残高
（千

円）　　役員の
兼任等　

事業上の関
係　

役員
内山

幸樹
―　 ―

当社代表

取締役社

長

(被所有)

直接

15.5

　

―　 ―　 ― 38,000　

役員に対す

る長期貸付

金　　

38,000　

　（注）１．上記（ア）～（ウ）の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含ま

れております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) 製品の販売については、一般の取引条件と同様に決定しております。

(2) 経費の支払は、主に家賃や水道光熱費等の費用であり、使用面積や人数比に応じて取引金額を定めてお

ります。

(3) 資金の貸付については、貸付利率は市場金利を勘案して取締役会にて合理的に決定しております。　
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第11期（自　平成21年１月１日　至　平成21年12月31日）

（追加情報）

　当事業年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17日）及

び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月17日）

を適用しております。これによる開示対象範囲の変更はありません。

１．関連当事者との取引

（ア）財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る）等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有（被所
有）割合

（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

親会社

　

㈱オプト　

　

東京都千

代田区　

　

7,595,514

　

広告代理

店　

　

(被所有)　

直接 59.6

　

親会社

役員の兼

任　

　

製品の販

売　
20,761　　

売掛金　 3,135　

前受金　 630

経費の支

払　
27,266　　

未払金　 5,841　

未収入金　 714　

　

（イ）財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会

社等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有（被所
有）割合

（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

同一の親

会社を持

つ会社

㈱クラシ

ファイド　

東京都千

代田区　
119,800　

広告企画

販売
―

営業上の取

引　

製品の販

売　
5,737　 売掛金 223

　

（ウ）財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る）等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有（被所
有）割合

（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員
内山　幸

樹　　
― ―

当社代表

取締役社

長

（被所有）

直接 15.5

資金の貸付
―　 ―　

役員に対す

る長期貸付

金

38,000　

利息の受取 589　 未収収益 47

債務被保証

当社銀行借

入に対する

債務被保証

198,752　 ― ―

　（注）１．上記（ア）～（ウ）の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含ま

れております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) 製品の販売については、一般の取引条件と同様に決定しております。

(2) 経費の支払は、主に家賃や水道光熱費等の費用であり、使用面積や人数比に応じて取引金額を定めてお

ります。

(3) 資金の貸付については、貸付利率は市場金利を勘案して取締役会にて合理的に決定しております。

(4) 当社は金融機関からの借入金に対して、代表取締役社長内山幸樹より債務保証を受けております。な

お、保証料の支払いはありません。　

　

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1）親会社情報

㈱オプト(大阪証券取引所JASDAQ市場（現　東京証券取引所１部上場）に上場)

　

(2）重要な関連会社の要約財務情報

　該当事項はありません。
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第12期（自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日）

１．関連当事者との取引

（ア）財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る）等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有（被所
有）割合

（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

親会社

　

㈱オプト　

　

東京都千

代田区　

　

7,595,514

広告代理

店　

　

(被所有)　

直接

59.6　

　

親会社　

役員の兼任

製品の販

売　
115,830　 売掛金　 8,240　

経費の支払 15,079　　
未払金　 3,809　

未収入金 315

データ利用  2,035 未払金　 256　

　

（イ）財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会

社等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有（被所
有）割合

（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

同一の親

会社を持

つ会社

㈱モディ

ファイ　

東京都千

代田区　
22,500　

WEB開

発　
―　

営業上の取

引　

データ利

用　
1,200 未払金 105

同一の親

会社を持

つ会社

ソウルドア

ウト㈱

東京都千

代田区　
8,880　

広告代理

店　
―

営業上の取

引　

製品の販

売　
2,330 売掛金 84

同一の親

会社を持

つ会社

㈱クラシ

ファイド

東京都千

代田区　
119,800　

広告企画

販売　
―

営業上の取

引　

製品の販

売　
3,825 ― ―

同一の親

会社を持

つ会社

㈱デジミホ
東京都千

代田区　
100,000　

webマー

ケティン

グ　

―
営業上の取

引　

製品の販

売　
665 売掛金 157

　

（ウ）財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る）等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有（被所
有）割合

（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員
内山　幸

樹　　
― ―

当社代表

取締役社

長

（被所有）

直接 15.5

資金の貸付
―　 ―　

役員に対す

る短期貸付

金

38,000　

利息の受取 560 未収収益 47

債務被保証

当社銀行借

入に対する

債務被保証

83,760　 ― ―

　（注）１．上記（ア）～（イ）の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含ま

れております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) 製品の販売については、一般の取引条件と同様に決定しております。

(2) 経費の支払は、主に家賃や水道光熱費等の費用であり、使用面積や人数比に応じて取引金額を定めてお

ります。

(3) 資金の貸付については、貸付利率は市場金利を勘案して取締役会にて合理的に決定しております。　

(4) データ利用料は、一般の取引条件と同様に決定しております。

(5) 当社は金融機関からの借入金に対して、代表取締役社長内山幸樹より債務保証を受けております。な

お、保証料の支払いはありません。

　　

EDINET提出書類

株式会社ホットリンク(E30091)

有価証券届出書（新規公開時）

192/205



２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1）親会社情報

㈱オプト(大阪証券取引所JASDAQ市場（現　東京証券取引所１部上場）に上場)

　

(2）重要な関連会社の要約財務情報

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

第10期
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

第11期
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

第12期
（自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり

純資産額
42,361.58円

１株当たり

当期純損失金額
△6,490.74円

１株当たり

純資産額
21,545.95円

１株当たり

当期純損失金額
△20,815.62円

１株当たり

純資産額
34,539.78円

１株当たり

当期純利益金額
12,993.82円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式は

存在するものの、当社株式は非上場の

ため期中平均株価が把握できませんの

で、また１株当たり当期純損失金額で

あるため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式は

存在するものの、当社株式は非上場の

ため期中平均株価が把握できませんの

で、また１株当たり当期純損失金額で

あるため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式は

存在するものの、当社株式は非上場の

ため、期中平均株価が把握できません

ので記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額（△）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
第10期

(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

第11期
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

第12期
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当期純利益又は当期純損失（△）（千

円）
△36,439 △116,858 72,947

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― ―

普通株式に係る当期純利益又は当期純

損失（△）（千円）
△36,439 △116,858 72,947

期中平均株式数（株） 5,614 5,614 5,614

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり当期純利益又は当期

純損失の算定に含めなかった潜在株式

の概要

新株引受権２種類及び

新株予約権10種類。

詳細は「第４提出会社

の状況　１ 株式等の状

況(2)新株予約権等の状

況」に記載のとおりであ

ります。　　

新株引受権２種類及び

新株予約権10種類。

詳細は「第４提出会社

の状況　１ 株式等の状

況(2)新株予約権等の状

況」に記載のとおりであ

ります。　

新株引受権２種類及び

新株予約権10種類。

詳細は「第４提出会社

の状況　１ 株式等の状

況(2)新株予約権等の状

況」に記載のとおりであ

ります。　

　

（重要な後発事象）

第10期（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

　該当事項はありません。

　

第11期（自　平成21年１月１日　至　平成21年12月31日）

　該当事項はありません。

　　

第12期（自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日）

　該当事項はありません。
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第四部【株式公開情報】

第１【特別利害関係者等の株式等の移動状況】

移動年月
日

移動前所有者
の氏名又は名
称

移動前所有
者の住所

移動前所有者
の提出会社と
の関係等

移動後所有者
の氏名又は名
称

移動後所有
者の住所

移動後所有者
の提出会社と
の関係等

移動株数
（株）

価格
（単価）
（円）

移動理由

平成23年

12月22日

　

　

　

H&Q/GAI

INCUBATION

FUND 投資事

業有限責任組

合　無限責任

組合員

グローバルア

ライアンス株

式会社

代表取締役社

長　新屋 正

治

東京都千代

田区有楽町

2-7-1

特別利害関係

者等（大株主

上位10名）

株式会社ホッ

トリンク

代表取締役社

長　内山幸

樹　

東京都千代

田区四番町

6番

― 1,112

50,000,000

(44,964)　

（注）４．

６．　

所有者の事

情による　

　

平成24年

12月13日

　

　

　

株式会社ホッ

トリンク

代表取締役社

長　内山幸

樹　

東京都千代

田区四番町

6番

―

salesforce.

com,inc.　

Chairman &

CEO　Marc

Benioff

The

Landmark @

One

Market,

Suite 300

San

Francisco,

CA 94105

特別利害関係

者等（大株主

上位10名）

280

47,972,120

(171,329)

（注）５．

６．

関係強化

　

平成24年

12月14日

　

　

株式会社ホッ

トリンク

代表取締役社

長　内山幸

樹　

東京都千代

田区四番町

6番

―

シナジーマー

ケティング株

式会社

代表取締役社

長 兼 CEO　

谷井　等　

大阪市北区

堂島1-6-20

特別利害関係

者等（大株主

上位10名）

280

47,972,120

(171,329)　

（注）５．

６．

関係強化

　

平成24年

12月14日

　

　

株式会社ホッ

トリンク

代表取締役社

長　内山幸

樹　

東京都千代

田区四番町

6番

― 松島　克守
東京都世田

谷区

特別利害関係

者等（大株主

上位10名）

20

 3,426,580

(171,329)　

（注）５．

６．

当社の資本

政策による

　

平成25年

７月21日

　

　

株式会社ホッ

トリンク

代表取締役社

長　内山幸

樹　

東京都千代

田区四番町

6番

―

株式会社日立

システムズ

代表取締役

取締役社長

髙橋　直也　

東京都品川

区大崎1-

11-1

特別利害関係

者等（大株主

上位10名）

280

56,000,000

(200,000)　

（注）５．

６．

関係強化

平成25年

10月21日　
ー　 ー　 ー　

　

内山　幸樹　

　

東京都渋谷

区　

特別利害関係

者等（当社代

表取締役社

長、大株主上

位10名）

432,000

27,000,000　

(62.5)

（注）４　　

ストック・

オプション

の行使によ

る

平成25年

10月21日　
ー　 ー　 ー　

　

内山　幸樹　

　

東京都渋谷

区　

特別利害関係

者等（当社代

表取締役社

長、大株主上

位10名）

69,600

34,800,000

(500)

（注）４　　

ストック・

オプション

の行使によ

る

平成25年

10月21日　
ー　 ー　 ー　

　

内山　慶子　

　

東京都渋谷

区　

特別利害関係

者等（当社代

表取締役社長

の配偶者、大

株主上位10

名）

8,000

4,000,000

(500)

（注）４　　

ストック・

オプション

の行使によ

る

平成25年

10月21日　
ー　 ー　 ー　

　

山崎　美喜

夫　

　

神奈川県鎌

倉市　

特別利害関係

者等（当社監

査役）

4,000

2,000,000

(500)

（注）４　　

ストック・

オプション

の行使によ

る
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　（注）１．当社は、東京証券取引所マザーズへの上場を予定しておりますが、同取引所が定める有価証券上場規程施行

規則（以下「同施行規則」という。）第253条の規定に基づき、特別利害関係者等（従業員持株会を除く。

以下１．において同じ。）が、新規上場申請日の直前事業年度の末日から起算して２年前の日（平成23年１

月１日）から上場日の前日までの期間において、当社の発行する株式又は新株予約権の譲受け又は譲渡（上

場前の公募等を除き、新株予約権の行使を含む。以下「株式等の移動」という。）を行っている場合には、

当該株式等の移動の状況を同施行規則第219条第１項第２号に規定する「新規上場申請のための有価証券報

告書（Ⅰの部）」に記載するものとするとされております。

２．当社は、同施行規則第254条の規定に基づき、上場日から５年間、上記株式等の移動状況に係る記載内容に

ついての記録を保存することとし、幹事取引参加者は、当社が当該記録を把握し、かつ、保存するための事

務組織を適切に整備している状況にあることを確認するものとするとされております。また、当社は、当該

記録につき、同取引所が必要に応じて行う提出請求に応じなければならないとされております。同取引所

は、当社が当該提出請求に応じない場合は、当社の名称及び当該提出請求に応じない状況にある旨を公表す

ることができるとされております。また、同取引所は、当該請求書により提出された記録を検討した結果、

上記株式等の移動の状況に係る記載内容が明らかに正確でなかったと認められる場合には、当社及び幹事取

引参加者の名称並びに当該記載内容が正確でなかったと認められる旨を公表することができるとされており

ます。　

３．特別利害関係者等の範囲は次のとおりであります。

(1）当社の特別利害関係者………役員、その配偶者及び二親等内の血族（以下「役員等」という。）、役員等

により総株主等の議決権の過半数が所有されている会社並びに関係会社及び

その役員

(2）当社の大株主上位10名

(3）当社の人的関係会社及び資本的関係会社並びにこれらの役員

(4）金融商品取引業者（金融商品取引法第28条第８項に規定する有価証券関連業務を行う者に限る。）及びそ

の役員並びに金融商品取引業者の人的関係会社及び資本的関係会社

４．移動価格は、簿価純資産法により算出した価格を基礎として決定しております。

５．移動価格は、DCF法（ディスカウンテッド・キャッシュフロー法）と簿価純資産価値方式の平均価格を参考

に当事者間で協議の上決定した価格であります。

６．平成25年７月17日開催の取締役会決議により、平成25年８月13日付で普通株式１株につき200株の株式分割

を行っておりますが、上記「移動株数」及び「価格（単価）」は当該株式分割前の「移動株数」及び「価格

（単価）」を記載しております。　
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第２【第三者割当等の概況】

１【第三者割当等による株式等の発行の内容】

項目 新株予約権

発行年月日 平成25年４月16日

種類
第15回新株予約権

（ストック・オプション）　

発行数 　普通株式　457株

発行価格 200,000円（注）３

資本組入額 100,000円

発行価額の総額 91,400,000円　

資本組入額の総額 45,700,000円　

発行方法

平成25年４月16日開催の臨時株主総会におい

て、会社法第236条、第238条及び第239条の規

定に基づく新株予約権の付与（ストック・オプ

ション）に関する決議を行っております。　

保有期間等に関する確約 　（注）２

　(注)１　第三者割当等による株式等の発行の制限に関し、株式会社東京証券取引所(以下「同取引所」という。)の定め

る規則は、以下のとおりであります。

(1)　同取引所の定める有価証券上場規程施行規則（以下「同施行規則」という。）第259条の規定において、

新規上場申請者が新規上場申請日の直前事業年度の末日から起算して１年前より後において、役員又は

従業員等に報酬として新株予約権の割当を行っている場合には、当該新規上場申請者は、割当を受けた

役員又は従業員等との間で書面により報酬として割当を受けた新株予約権の所有、譲渡時及び同取引所

からの当該所有状況に係る照会時の同取引所への報告、その他同取引所が必要と認める事項について確

約を行うものとし、当該書面を同取引所が定めるところにより提出するものとされております。

(2)　新規上場者が、前項の規定に基づく書面の提出を行わないときは、同取引所は新規上場申請の不受理又

は受理の取消しの措置をとるものとしております。

(3)　当社の場合、新規上場申請日の直前事業年度の末日は、平成24年12月31日であります。

２　同取引所の定める同施行規則第259条第１項第１号の規定に基づき、当社は割当を受けた役員又は従業員等と

の間で、報酬として割当を受けた新株予約権を、原則として、割当を受けた日から上場日の前日又は新株予

約権の行使を行う日のいずれか早い日まで所有する旨の確約を行っております。

３　発行価格は、DCF法（ディスカウンテッド・キャッシュフロー法）と簿価純資産価値方式の平均価格を総合的

に勘案して決定しております。

４　新株予約権の行使時の払込金額、行使期間、行使の条件及び譲渡に関する事項については以下のとおりであ

ります。

項目　 新株予約権

行使時の払込金額 200,000円

行使期間
自　平成27年４月17日

至　平成35年４月16日　

行使の条件及び譲渡に

関する事項

「第二部　企業情報　第４　提出会社の状況　１　

株式等の状況　(2)　新株予約権等の状況」に記載

のとおりであります。

５　平成25年７月17日開催の取締役会決議により、平成25年８月13日付で普通株式１株を200株に分割しておりま

すが、上記「発行数」、「発行価格」、「資本組入額」及び「行使時の払込金額」は分割前の株数で記載し

ております。　
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２【取得者の概況】

第15回新株予約権（ストック・オプション）平成25年４月16日開催の臨時株主総会決議　

取得者の氏名又は名称 取得者の住所
取得者の職
業及び事業
の内容等

割当株数
（株）

価格
（単価）
（円）

取得者と提出会社
との関係

　

内山　幸樹

　

東京都渋谷区　 会社役員　 89
17,800,000

(200,000)　

特別利害関係者等

（当社の代表取締役

社長、大株主上位10

名）　

　

成瀬　功一郎

　

東京都新宿区　 会社役員　 89
17,800,000

(200,000)

特別利害関係者等

（当社の取締役）

　

髙尾　秀四郎

　

東京都町田市 会社役員 44
8,800,000

(200,000)

特別利害関係者等

（当社の取締役）

　

池田　淳一

　

東京都新宿区 会社員 18
3,600,000

(200,000)
当社の従業員

　

Saeyor Santi

　

東京都江東区 会社員 18
3,600,000

(200,000)
当社の従業員

　

高橋　和也

　

東京都中央区 会社員　 18
3,600,000

(200,000)
当社の従業員　

　

浅野　弘輔

　

東京都杉並区 会社員 14
2,800,000

(200,000)
当社の従業員

　

梶川　量由

　

栃木県小山市　 会社員 14
2,800,000

(200,000)
当社の従業員

　

久保田　暁

　

東京都中野区 会社員 14
2,800,000

(200,000)
当社の従業員

　

近藤　正恵

　

東京都品川区 会社員 14
2,800,000

(200,000)
当社の従業員

　

佐藤　弘和

　

埼玉県川口市 会社員 14
2,800,000

(200,000)
当社の従業員

　

四家　章裕

　

埼玉県所沢市 会社員 14
2,800,000

(200,000)
当社の従業員

　

宮田　洋毅

　

千葉県流山市 会社員 14
2,800,000

(200,000)
当社の従業員

　

武藤　道夫　Warren

　

東京都北区 会社員 14
2,800,000

(200,000)
当社の従業員

　

山崎　美喜夫

　

神奈川県鎌倉市　 会社役員 11
2,200,000

(200,000)

特別利害関係者等

（当社の監査役）
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取得者の氏名又は名称 取得者の住所
取得者の職
業及び事業
の内容等

割当株数
（株）

価格
（単価）
（円）

取得者と提出会社
との関係

　

公平　奈都美

　

横浜市港北区 会社員 6
1,200,000

(200,000)
当社の従業員

　

工藤　尚一

　

千葉県浦安市 会社員 6
1,200,000

(200,000)
当社の従業員

　

小嶋　大輔

　

神奈川県秦野市 会社員 6
1,200,000

(200,000)
当社の従業員

　

篠﨑　千春

　

東京都板橋区 会社員 6
1,200,000

(200,000)
当社の従業員

　

田中　勇樹

　

相模原市緑区 会社員 6
1,200,000

(200,000)
当社の従業員

　

出　玲美

　

千葉県市川市 会社員 4
800,000

(200,000)
当社の従業員

　

亀田　敏夫

　

東京都足立区 会社員 4
800,000

(200,000)
当社の従業員

　

久保　光子

　

東京都世田谷区 会社員 4
800,000

(200,000)
当社の従業員

　

小森　あゆみ

　

東京都西多摩郡日の出町 会社員 4
800,000

(200,000)
当社の従業員

　

竹本　有里

　

東京都豊島区 会社員 4
800,000

(200,000)
当社の従業員

　

関口　萌黄

　

千葉県柏市 会社員 4
800,000

(200,000)
当社の従業員

　

山本　晋平

　

東京都江東区 会社員 4
800,000

(200,000)
当社の従業員

（注）平成25年７月17日開催の取締役会決議により、平成25年８月13日付で普通株式１株につき200株の株式分割を行っ

ておりますが、上記「割当株数」及び「価格（単価）」は株式分割前の「割当株数」及び「価格（単価）」で記載

しております。

　

３【取得者の株式等の移動状況】

該当事項はありません。。　
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第３【株主の状況】

氏名又は名称 住所 所有株式数（株）
株式総数に対する所
有株式数の割合

（％）

内山　幸樹　※1.※2 東京都渋谷区
693,800

(17,800)　

37.84

(0.97)　

株式会社オプト　※1. 東京都千代田区四番町6番 669,600 36.52

salesforce.com,inc.　※1
The Landmark @ One Market, Suite

300 San Francisco, CA 94105
56,000 3.05

シナジーマーケティング株式会

社　※1
大阪府大阪市北区堂島1-6-20 56,000 3.05

株式会社日立システムズ　※1 東京都品川区大崎1-2-1 56,000 3.05

株式会社ホットリンク　　　 東京都千代田区四番町6番 48,800 2.66

成瀬　功一郎 ※4 東京都新宿区
46,400　

(46,400)

2.53　

(2.53)

On Fortune International

Limited　※1.※3

Unit B, 19th Floor Cheuk Nang

Plaza, 250 Hennessy Road,

Wanchai, Hong Kong

31,400 1.71　

高橋　和也　※8 東京都中央区
26,600

(26,400)　

1.45

(1.45)　

内山　典子　※1.※5 富山県中新川郡上市町 11,400 0.62　

内山　康弘　※1.※5 富山県中新川郡上市町 11,400 0.62　

山崎　美喜夫　※7 神奈川県鎌倉市
9,200　

(5,200)

0.50

(0.28)

髙尾　秀四郎 ※4 東京都町田市
9,000

(8,800)　

0.49

(0.48)　

株式会社エイベック研究所　※1 東京都港区虎ノ門5-11-1 8,800 0.48　

内山　慶子 ※1、※6 東京都渋谷区 8,000　 0.44　

松島　克守 東京都目黒区 7,200 0.39　

松尾　豊　 東京都文京区 4,800 0.26　

池田　淳一　※8 東京都新宿区
4,400

(4,200)　

0.24

(0.23)　

大森 康彦 横浜市港北区 4,000　 0.22　

荒川　弘熙 東京都世田谷区 4,000　 0.22　

長谷川 樹生 東京都世田谷区 4,000　 0.22　

浅野　弘輔　※8 東京都杉並区
3,600

(3,400)　

0.20

(0.19)　

Saeyor Santi　※8 東京都江東区　
3,600　

(3,600)

0.20　

(0.20)

児玉 知浩 さいたま市浦和区 3,200　 0.17　
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氏名又は名称 住所 所有株式数（株）
株式総数に対する所
有株式数の割合

（％）

久保田　暁　※8 東京都中野区　
2,800

(2,800)　

0.15　

(0.15)　

武藤　道夫　Warren　※8 東京都北区　
2,800

(2,800)　

0.15　

(0.15)　

佐藤　弘和　※8 埼玉県川口市　
2,800

(2,800)　

0.15　

(0.15)　

宮田　洋毅　※8 千葉県流山市
2,800

(2,800)　

0.15　

(0.15)　

四家　章裕　※8 埼玉県所沢市　
2,800

(2,800)　

0.15　

(0.15)　

梶川　量由　※8 栃木県小山市　
2,800

(2,800)　

0.15　

(0.15)　

近藤　正恵　※8 東京都品川区　
2,800

(2,800)　

0.15　

(0.15)　

株式会社市場通信 東京都品川区西五反田7-22-17 2,000　 0.11　

中川　勝弘 横浜市中区 2,000 0.11

盛田 仁 東京都町田市 1,600　 0.09　

舩川 治郎 川崎市宮前区 1,600　 0.09　

倉迫　英嘉 東京都大田区 1,600 0.09

伊藤　誕康 横浜市港北区 1,600 0.09

小坂　昇 東京都大田区 1,600 0.09

小嶋　大輔　※8 神奈川県秦野市
1,600　

(1,600)

0.09　

(0.09)

公平　奈都美　※8 横浜市港北区　
1,200　

(1,200)　

0.07　

(0.07)　

田中　勇樹　※8 相模原市緑区　
1,200　

(1,200)　

0.07　

(0.07)　

工藤　尚一　※8 千葉県浦安市　
1,200　

(1,200)　

0.07　

(0.07)　

篠﨑　千春　※8 東京都板橋区　
1,200　

(1,200)　

0.07　

(0.07)　

中谷　泰志 東京都豊島区 1,000　 0.05　

稲葉 浩伸 東京都練馬区 1,000　 0.05　

前刀　禎明 東京都目黒区 1,000 0.05

石塚 満 横浜市青葉区 1,000 0.05

小林　孝至 東京都新宿区 800 0.04

安永　達矢 東京都足立区 800 0.04

末永　匡 東京都品川区 800 0.04
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氏名又は名称 住所 所有株式数（株）
株式総数に対する所
有株式数の割合

（％）

その他13名 －
7,800

(5,600)　

0.43

(0.31)　

計 －
1,833,400

(147,400)　

100.00

(8.04)　

　　（注）　１．「氏名又は名称」欄の※の番号は、次の株主の属性を示します。

※1　特別利害関係者等（大株主上位10名）

※2　特別利害関係者等（当社代表取締役社長）

　

※3　特別利害関係者等（役員等により総株主の議決権の過半数が所有されている会社）

※4　特別利害関係者等（当社の取締役）

※5　特別利害関係者等（当社代表取締役社長の二親等内の血族）

※6　特別利害関係者等（当社代表取締役社長の配偶者）

※7　特別利害関係者等（当社の監査役）

※8　当社の従業員　

２．株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しております。

３．（）内は、新株予約権による潜在株式数及びその割合であり、内数であります。　
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　 独立監査人の四半期レビュー報告書 　

　

　 平成25年10月25日

株式会社ホットリンク  

　取締役会　御中　

　

　 有限責任 あずさ監査法人　

　

　
指定有限責任社員

業務執行社員
　公認会計士 轟　芳英　　　印

　

　
指定有限責任社員

業務執行社員
　公認会計士 坂井　知倫　　印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ホット

リンクの平成25年１月１日から平成25年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成25年４月１日から

平成25年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成25年１月１日から平成25年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ホットリンク及び連結子会社の平成25年６月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価

証券届出書提出会社）が別途保管しております。

     ２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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　 独立監査人の監査報告書 　

　

　 平成25年10月25日

株式会社ホットリンク  

　取締役会　御中　

　

　 有限責任 あずさ監査法人　

　

　
指定有限責任社員

業務執行社員
　公認会計士 轟　芳英　　　印

　

　
指定有限責任社員

業務執行社員
　公認会計士 坂井　知倫　　印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ホットリンクの平成23年１月１日から平成23年12月31日までの第13期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及びキャッシュ・フロー計算書について監査を行った。この財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ホットリンクの平成23年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券届出書提

出会社）が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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　 独立監査人の監査報告書 　

　

　 平成25年10月25日

株式会社ホットリンク  

　取締役会　御中　

　

　 有限責任 あずさ監査法人　

　

　
指定有限責任社員

業務執行社員
　公認会計士 轟　芳英　　　印

　

　
指定有限責任社員

業務執行社員
　公認会計士 坂井　知倫　　印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ホットリンクの平成24年１月１日から平成24年12月31日までの第14期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細

表ついて監査を行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ホットリンクの平成24年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券届出書提

出会社）が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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